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【最新情報7月号　トピック一覧】
＊文部科学省

・学校安全の推進に関する計画（7月7日）　学校安全部会配布資料より

・「不登校に関する実態調査」～平成18年度不登校生徒に関する追跡調査報告書～（7月10日）
・子ども・子育て支援新制度に関する解説（7月22日）

＊内閣府男女共同参画局

・子ども・子育て会議（第16回／6月30日開催）配布資料

＊朝日新聞

・「いじめるなら私を」かばった児童、暴行されけが　愛知（7月2日）

・（学びを語る）大学生の自殺　友人の異変に気づける力を　内田千代子さん（7月2日）
・沖縄）自身の性に違和感２９件　沖縄県内小中高生（7月3日）
・ＬＩＮＥいじめ、親に代わり監視サービス　単語チェック（7月4日）
・無戸籍１７年、誰も知らない　親に隠された子どもたち（7月8日）
・小中学生「親頼りになる」「自分に自信」増　内閣府調査（7月10日）
・（社説）幼児教育　低所得層を優先に（7月20日）
・シングルマザー、追い詰められて　今そこにある貧困（7月26日）

・（政治断簡）社会が変わる息吹を感じて　政治部次長・秋山訓子（7月26日）
＊Synodos　Journal

・就学援助だけでは、負の世代間連鎖は断ち切れない 中室牧子（7月11日）

・老老介護、５割超す　子ども貧困率悪化、１６．３％　厚労省調査(7月16日)
・５月と６月にも不審車、母親が警察に相談　倉敷女児不明（7月17日）
・（いま子どもたちは）国境を越える：２　自分のルーツ、ちゃんと名乗ろう（7月17日）
・低賃金・暴力…障害者へ「虐待」横行　国、３９３人認定　厚労省、昨年度調査（7月19日）
・（社説）幼児教育　低所得層を優先に（7月20日）
・（いちからわかる！）子どもの貧困率、過去最悪だって？(7月28日)
・所在不明の子１５８８人　３０都道府県アンケート(7月29日)

・（社説）子どもの貧困　ひとり親世帯を救おう（7月30日）
・居場所がない少女たち、性被害に　「難民高校生」考える(7月30日)

＊毎日新聞

・くらしの明日:私の社会保障論　続く「希望格差社会」（7月2日）
・夜間中学:設置促進　教育再生会議、きょう提言（7月3日）
・朝鮮学校授業妨害:街宣損賠訴訟　ヘイトスピーチ「もう傷付けないで」　原告ら「共に生きたい」
（7月8日）

・ヘイトスピーチ:子どもの心の深い傷「差別許さない」判決（7月8日）
・Ｌｉｓｔｅｎｉｎｇ:＜記者の目＞「子どもの貧困対策法」大綱づくり＝福田隆（大阪社会部）
（7月9日）

・震災避難者:宮崎で訪問型支援員の育成講座（7月11日）
・なるほドリ:ひとり親家庭は「貧困」なの？（7月11日）
・学習指導要領:幼児に小１学習内容　文科省方針、生活科を想定（7月12日）
・岡山女児保護:容疑者「好み通りに育て結婚するつもり…」（7月22日）
・１５歳のニュース:スクールクライシス学校危機・心と命を救おう　「優しい心」を持つ　／大阪
・くらしナビ・ライフスタイル:母子家庭の「貧困」今も昔も　当事者同士が対談（7月29日）
＊産経新聞

・性犯罪も可視化対象に　被害女性に二重の苦痛、泣き寝入り危惧（7月1日）
・子供置き去り３年間で６６７件　児相対応（7月2日）
・いじめ防止に事例集　文科省有識者会議、初会合で提案（7月2日）
・「いじめるなら私を代わりに」小３女児、同級生かばい蹴られて負傷　愛知（7月2日）

・遠足先から「悪霊テークアウト」？　女子生徒集団パニック（7月2日）
・このままでは息子を殺してしまう…自分を抑えられず、追い詰められた母に児相は「相談は１カ月待ちです」と言った（7月3日）
・「セパレート型」「スカート・フリル付」も、変わるスクール水着…露出抑え、女子児童狙った性犯罪防止効果も（7月3日）
・虐待の末「鎧」をまとい、不信を募らせる子…里親への「試し行動」“包容力”計る子も（7月7日）

・不登校生の大学進学率が改善　文科省調査（7月9日）

・「１人で１１６件」　虐待対応の職員に過重な負担　奈良県（7月10日）

・「自分たちの菓子を盗み食いしたから」と４歳女児の両手足を結束バンドで縛った２２歳夫婦…まるでペット感覚の“躾”（7月10日）
・「静かにせえ」児童に包丁　教諭免職　広島の小学校（7月11日）
・子供の貧困率１６・３％、過去最悪を更新　厚労省、国民生活調査（7月15日）
・テーマ「愛知・豊橋の小３女児、いじめられた同級生かばって暴行被害」　担任教諭の対応は…
（7月20日）
・中学時代の経験者の約４割が「後悔」　肯定的評価は約１割　いずれも生の声は切実な叫び
（7月20日）
・夏休み、子供たちをどう守る？「１人にしない」「わが家の決まり」徹底を（7月21日）
・全国小中学校　防災アンケート　東日本大震災教訓に避難訓練６割増える　群馬大調査（7月21日）
・所在不明の子供１６０３人　本紙全国調査で判明　２９都道府県、都市部集中　無届けで出国の外国人多く（7月21日）

・カギは「怒り」のコントロール　部活顧問にアンガーマネジメント導入　大阪府教委（7月22日）
・「ＬＩＮＥでトラブル」　青森の女子生徒死亡　「学校で疎外感」（7月24日）
・「発達障害」、高校での理解はまだ不十分？　渡辺敦司（7月25日）
・所在不明の子供、１２０人体制に増強へ　警視庁に対策本部発足（7月26日）

＊読売新聞

・氷解の行方（５）「地域の責任」　防犯強化（7月3日）

・いじめ相談　スマホで（7月5日）

・児童虐待…通報をためらう人と、疑われてショックなお母さんと（7月9日）
・「つながり格差」研究の集大成…志水宏吉・大阪大教授（7月9日）
・家族の絆注目？…会話増え、両親への信頼感上昇（7月9日）
・いじめどう防ぐ…佐賀県と佐賀大が共同研究（7月11日）
・少女の性犯罪被害、３割が「交流サイト」使用(7月15日)
・貧困率上昇、「子ども」も過去最悪の１６．３％（7月16日）
・性同一性障害…戸籍変更認める特例法施行から10年（7月17日）

・スマホと学校

（１）児童・生徒で自主的に運用ルール(7月17日)
・小学生向け「いのちとからだの10か条」をまとめた山口育子さん（１）「患者が主役」を自覚して

（7月17日）

・苦境子どもに学習支援　来月から県社協（7月21日）
・きょうだいに障害不安話して(7月27日)
・スマホ利用１１％「他人と会った」…中高生調査（7月28日）
・「ママ、なぜ働くの？」に答える（7月29日）
＊日本経済新聞

・子供置き去り667件　10～12年度、育児放棄など（7月1日）
・いじめ対策の基本方針策定67％　都道府県と政令市、４月時点（7月2日）
・学校側、違法就労を容認　栃木中３死亡で第三者委が報告書（7月2日）
・愛情・信頼ホルモン「オキシトシン」の多彩な働き（7月13日）
・親から見えないＬＩＮＥ上のいじめ　証拠残らず （7月28日）
・相次ぐＩＤ乗っ取り　断ち切られる人間関係のもろさ（7月29日）

＊文部科学省
・学校安全の推進に関する計画（7月7日）　学校安全部会配布資料より

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo5/012/gijiroku/__icsFiles/afieldfile/2014/07/07/1349373_01.pdf
・「不登校に関する実態調査」～平成18年度不登校生徒に関する追跡調査報告書～（7月10日）
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/seitoshidou/1349949.htm
・子ども・子育て支援新制度に関する解説（7月22日）
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/youchien/1350117.htm
＊内閣府男女共同参画局

・子ども・子育て会議（第16回／6月30日開催）配布資料
http://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/meeting/kodomo_kosodate/k_16/index.html
＊朝日新聞

・「いじめるなら私を」かばった児童、暴行されけが　愛知（7月2日）
　いじめられていた同じクラスの女子をかばった愛知県

 HYPERLINK "http://www.asahi.com/topics/word/%E8%B1%8A%E6%A9%8B%E5%B8%82.html" \o "豊橋市のトピックスを開く" 豊橋市立小学校３年の女子児童が、その翌日に同級生の男子と女子の計３人から殴るなどの暴行を受け、頭などに１週間のけがをしたと１日、同市教育委員会が発表した。

　市教委によると、女子は４月以降、同級生から悪口を言われたり、体育の授業中に砂をかけられたりしていた。６月２日には放課後の児童クラブの場でも何らかの嫌がらせを受けた。このため、女子児童が同級生に「いじめるなら私を代わりにいじめて」などと発言したという。

　ところが、これを知った３人は翌３日、５時限目が終わった後の教室で、女子児童に跳び蹴りをしたり、腹部を殴ったりした。その際、３人は「いじめてもいいんだな」などと言っていたという。次の授業のため教室に来たクラス担任の男性教諭（２３）が見つけ、暴行をやめさせた。

　学校側は４日に女子児童宅を訪れ、保護者に状況を説明。女子児童は５日から学校を休んだが、その後、３人からの謝罪を受け入れ、現在は登校している。学校側の聞き取りに対し、女子児童は「いじめられているのを見るのが嫌だった」と話し、３人は「おもしろがってやっていた」と説明したという。

　同校では月１回、学校生活に関するアンケートを児童にしているが、男性教諭はいじめに気づいていなかったという。会見した加藤正俊・市教育長は「いじめは大人の目の届かないところである。こまやかな指導と観察をしていきたい」と話した。

http://digital.asahi.com/articles/ASG7154S0G71OBJB00D.html?iref=comkiji_txt_end_s_kjid_ASG7154S0G71OBJB00D
・（学びを語る）大学生の自殺　友人の異変に気づける力を　内田千代子さん（7月2日）
　国立大への調査で、１９９６年度から学生の死因１位を「自殺」が占める。状況を変えるにはどんな学生のリスクが高いか把握し、大学の側から積極的に接触する必要がある。

　■福島大教授・精神科医、内田千代子さん

　国立大学生の休学、退学や留年、死亡の動向を毎年分析してきました。要注意と思うのは自殺率です。直近の２００８～１１年度は学生１０万人あたり２０人前後。０５年度までの２１年間の平均は約１３人だったのです。

　自殺で亡くなった学生のうち、大学の保健管理センターを訪れたことのある人、精神科医の診断を受けていた人はそれぞれ２割以下です。また、男子は自殺者の８割を占めていますが、保健管理センターへの相談率が女子に比べてかなり低い。

　問題を抱えたときは他人の助けを求めることが大切なのですが、援助が必要なはずの人はなかなか相談に来ない現実があります。ですから、高リスク層には大学側から接触を図る必要があります。たとえば休学者や留年者はリスクが高いのですが、（１）単位が足りない（２）履修届を出していない（３）長期欠席しているといった学生に、教職員から連絡を取ることで、心の支援につなげられます。

　専門家だけでなく日ごろ接する人からのアプローチも大切です。たとえば仲間の学生です。自力で解決しようとしなくていい。友人の異変に気づいて専門家につないでくれたらいい。私は授業などを通じてそういう力を育む試みをしています。

　大学進学率が５割を超え、学力試験のない推薦・ＡＯ入試組も増えたせいか、勉強についていけず心の不調に陥る学生も目立ちます。心の健康を支えるためにも学習支援が大切です。大学改革で単位や卒業認定を厳しくする話がありますが、学習支援も一緒に充実させないと、心を病む学生が増えないか心配です。

　（聞き手・各務滋）

http://digital.asahi.com/articles/DA3S11219968.html?iref=comkiji_txt_end_s_kjid_DA3S11219968
・沖縄）自身の性に違和感２９件　沖縄県内小中高生（7月3日）
　児童生徒が身体的な性別に違和感を持ち、学校に相談した事例が今年１月現在、沖縄県内の公立小中高校で２９件あったことが１日、県議会６月定例会代表質問で分かった。県教育庁

 HYPERLINK "http://www.asahi.com/topics/word/%E4%BF%9D%E5%81%A5%E4%BD%93%E8%82%B2.html" \o "保健体育のトピックスを開く" 保健体育課は「学校では、教員らが本人の意向をくんで配慮している。全教職員が理解を深めるためにも、校内研修の実施や、児童生徒の気持ちに十分配慮した教育相談を充実させたい」としている。

　諸見里明県教育長が赤嶺昇氏（県民ネット）の質問に答えた。

　内訳は小学校４件、中学校２件、高校２３件。文部科学省が初めて実施した調査で、昨年４～１２月の間で学校が把握している事例と対応状況を聞いた。子どもが希望しない場合、学校は回答していない。

　学校が配慮している対応例として「自認する性別の制服着用を認める」「性別が分かる名前ではなく名字で呼ぶよう、教員や生徒間で共通理解を持つ」「職員トイレの使用を認める」「水泳の授業を補習として放課後にずらす」「保健室の更衣室利用を認める」「男踊り、女踊りがあるエイサーの授業で、本人が希望する踊りを認める」などが挙がった。

　心と体の性の不一致が原因で、「いじめがある」という報告はなかった。

　同課は今後、養護教諭や保健主事を対象に専門医を招いた研修会を開くほか、市町村教育委員会や学校と連携し、教育相談の充実を図る予定だ。（沖縄タイムス）

http://digital.asahi.com/articles/ASG726HX7G72UEHF01Q.html?iref=comkiji_txt_end_s_kjid_ASG726HX7G72UEHF01Q
・ＬＩＮＥいじめ、親に代わり監視サービス　単語チェック（7月4日）
　子どもが無料通信アプリ「ＬＩＮＥ」で友達から受け取ったメッセージを、親に代わって監視するサービスが登場した。いじめや性犯罪など、ＬＩＮＥを使ったトラブルに子どもが巻き込まれているのを、早期に発見するのがねらいだ。

　ＩＴベンチャー「エースチャイルド」（東京都

 HYPERLINK "http://www.asahi.com/topics/word/%E5%93%81%E5%B7%9D%E5%8C%BA.html" \o "品川区のトピックスを開く" 品川区）が、６月３０日から、交流サイト監視サービス「Ｆｉｌｉｉ（フィリー）」に、ＬＩＮＥを監視する新機能を加えた。「隠す」（持ち物を隠す）や「応援」（援助交際など）といった、いじめや犯罪に関係しそうな延べ約２万語を選定。子どもがＬＩＮＥで受け取るメッセージの中で連続して使われると、「いじめや犯罪の可能性がある」と、親が閲覧する専用ページに警告を表示する。警告は緊急度の高さに応じて３段階あり、親は、誰との会話でいつどんな単語が使われたかを確認できる。メッセージ本文を見ることはできない。同社によると、ＬＩＮＥを監視するサービスは初めてという。

　同社は昨秋から、フェイスブックなど他の交流サイトを対象にした監視サービスを提供している。ＬＩＮＥは第三者にアプリ内の情報へのアクセスを許可する仕組みがないため、同様の監視は難しいと見られてきたが、スマートフォンの基本ソフト（ＯＳ）がＬＩＮＥ上でやりとりされたメッセージを一時保存している点に着目。専用アプリを通じて、このデータを取得する仕組みを考案した。解析はシステムが自動的に行い、メッセージ本文は同社スタッフにも見えない。子どもから友達に送ったメッセージは取得していない。　サービスの利用には、子どもの許可を得てスマートフォンに専用アプリを入れる必要がある。子どものプライバシーに配慮し、子どものアドレスには監視を知らせるメールが届くため、親が内緒で監視することはできない。子どもも専用ページで、親と同じ警告情報を見ることができるという。

　小学生から高校生の親の利用を見込むが、当面は試行版のため無料。基本ソフト（ＯＳ）はアンドロイドのみ対応し、ｉＰｈｏｎｅでは使えない。

　総務省などの調査では、１０代の約７割がＬＩＮＥを使用。悪口を送るいじめや、性犯罪目的の相手との出会いなど、危険もある。西谷雅史社長（３４）は「子どもが自分では親に問題を伝えられない時でも、危険情報を共有できるようにしたい」と話している。（高重治香）

http://digital.asahi.com/articles/ASG6T4RC7G6TUCVL00K.html?iref=comkiji_txt_end_s_kjid_ASG6T4RC7G6TUCVL00K
・無戸籍１７年、誰も知らない　親に隠された子どもたち（7月8日）
　生後、親に隠され戸籍がなく、学校に通えず、社会から存在を認知されないまま育った子どもたちが日本にいる。どこに、どれほどいるのか、誰も知らない。

　あ　い　う　え　お

　鉛筆を握りしめ、小学生の国語ノートのマス目をうめていく。兵庫県

 HYPERLINK "http://www.asahi.com/topics/word/%E4%BC%8A%E4%B8%B9%E5%B8%82.html" \o "伊丹市のトピックスを開く" 伊丹市の康子さん（２２）は、ほとんど字が書けない。住所と名前をひらがなで書くのが精いっぱいだ。

車で生活、学校も知らず…翔太の場合
　１７歳まで戸籍がなく、父（７５）のもとで社会から隔離されてきた。ぬいぐるみや洋服めあてのリサイクルショップの買い物、氷川きよし出演の歌番組と散歩を楽しみに一日を過ごす。

　取材で込み入った話になると「わからない」を繰り返した。「将来、やりたいことはある？」の問いには「ない」。同席する父が口をはさんだ。「全て私の責任です。こんなに罪深いことはない」

　康子さんは大阪・釜ケ崎で日雇い暮らしの父と、婚姻関係を持たない母（６０）との間に生まれた。母は既婚者で、夫の暴力から逃げていたときに父と出会い康子さんを産んだが、出生届を出さなかった。出産後は父と同居したが子育てはせず、５年後に家を出た。

　父は娘の存在を隠した。過去に窃盗や傷害の罪で５回服役していた。「前科者の娘とばれれば、学校に行ってもいじめられ、大人になっても結婚できないと思った」

　学校に通っていれば小学生の年のころ、父は年金暮らしの異母兄を頼り、大阪市

 HYPERLINK "http://www.asahi.com/topics/word/%E4%BD%8F%E5%90%89%E5%8C%BA.html" \o "住吉区のトピックスを開く" 住吉区の古アパートに３人で暮らした。近所の人たちは康子さんの姿を認めていたが、気にとめなかった。

　向かいのアパートの男性は「女の子は平日も通学かばんを持っていなかった。へんだと思った。でもあいさつしないし、遊びに来ている子だと思った」と言う。

　日中は父子ふたり公園で過ごした。毎日同じ公園だと不審に思われると、各所を転々とした。自宅近くで同年代の女児の母親に「何組ですか？」と話しかけられたときは「もう転校するから学校に行ってません」とごまかした。

　康子さんが社会に“発見”される契機となったのは２００７年。父の兄が家賃を滞納し、家を追い出された。父は釜ケ崎時代に知り合い、後に伊丹に移り住んだ女性（７７）を頼り、女性の生活相談にのっていた久村真知子・伊丹市議（６２）と出会った。

　２年後、体調を崩した康子さんの医療費の支払いに行き詰まった無保険の父は、久村さんに娘の生い立ちを告白した。「なんで早く言わないの」。久村さんは事態をのみ込むと康子さんの戸籍作成を勧め、母を捜させ、法務局に康子さんの出産を証言するよう説得した。

　民法では妻が婚姻中に妊娠した子は夫の子と推定する。このため父は「父」と認定されず、康子さんは母と戸籍上の「夫」の四女として入籍した。

　いま父子はアパートを借りて生活保護で暮らす。康子さんは久村さんら周囲の夜間中学入学の勧めにも応じず、先の展望は見えない。

　「残された人生は娘の自立に注ぎたい」。前立腺肥大症や高血圧で通院する父のことばを、娘は無言で聞いていた。

http://digital.asahi.com/articles/ASG6M7G0QG6MPTFC01M.html?iref=comkiji_txt_end_s_kjid_ASG6M7G0QG6MPTFC01M
・小中学生「親頼りになる」「自分に自信」増　内閣府調査（7月10日）
　両親は頼りになるし、自分には自信がある――。そんなふうに前向きにとらえる小中学生が増えていることが、９日に内閣府が発表した調査結果でわかった。

　家庭や学校生活、友人関係などの意識を把握するため、全国の小学４年～中学３年生２千人を対象に今年２月、調査員が家庭を訪問して調べた。子ども１４０４人と保護者２４８７人が回答した。同様の調査は２００６年以来８年ぶり。

　「父は頼りになる」「母は頼りになる」は、四つの選択肢から選んでもらい、「あてはまる」「まああてはまる」の二つを集計。父が「頼りになる」は９０・９％、母は９３・５％で、それぞれ前回より５ポイント以上増えた。家庭での生活が「楽しい」「まあ楽しい」は計９９・０％（前回９７・４％）、住んでいる地域が「好き」「まあ好き」は計９９・１％（同９６・０％）だった。

　「自分に自信がある」のは「まああてはまる」も含めて４９・９％（前回３８・５％）。「自分の気持ちに正直に生きている」は、「どちらかというと」も含めて「そう思う」が８７・０％（同７４・５％）、「将来のために今がんばりたい」は同様の集計の結果、９４・７％（同８７・８％）だった。　一方、友達づきあいを「面倒と感じることがある」は１９・７％（同１５・１％）。「勇気のある人間になりたい」は「どちらかというと」も含め「そう思う」が９７・５％（同９１・３％）と悩みも垣間見えた。

　進路について「大学まで行きたい」は５７・６％（同４９・０％）。一方、保護者への調査で、「収入や職業などによって受けられる教育の機会や質に差がある」という人は４７・７％（同３７・３％）だった。

　内閣府の担当者は「子どもの目線で接する親が増え、自己肯定感を感じる子どもが多くなった。一方で親は、不安定雇用の増加で教育支出に不安を感じている」としている。（千葉卓朗）

■本田恵子・早稲田大教授（教育心理学）の話

　前回より前向きな答えが増えたのは、社会性や道徳教育によって子どもの意識が高まった成果だと思う。だが面接調査に答えた７割の子どもは、そもそも自分の気持ちを答えられる子だった可能性が高い。「家が楽しい」「父が頼りになる」といった数字は、回答できた子の中での割合と考えるべきだろう。限られた友人関係の中で「面倒くささ」も感じながら、７割が「勇気のある人間になりたい」と思っている。全体として良い結果に見えるが、今の子どもが抱える「生きづらさ」が見て取れる。

http://digital.asahi.com/articles/ASG796508G79UTIL03F.html?iref=comkiji_txt_end_s_kjid_ASG796508G79UTIL03F
・（社説）幼児教育　低所得層を優先に（7月20日）
　学力だけではなく、貧困対策の面からも、幼稚園や保育所の幼児教育の役割は大きい。

　年収３６０万円未満の家庭の５歳児に限り、幼稚園や保育所を無償にする。文部科学省が方針を示した。今も生活保護世帯などは無償だが、これで５歳児の２３％に対象が広がる。

　本来の目標は３～５歳児全員の無償化だが、それには年間で７８００億円、５歳児だけでも２６００億円かかり、難しい。まずは一歩前に進むという判断は現実的だ。

　今後は所得制限をゆるめ、５歳児全体へと対象を横に広げていくのが、政府の基本的な考え方だ。教育再生実行会議は「５歳児の義務教育化検討を」とふみこんでいる。

　だが、財政難の中で優先順位を考えると、低所得家庭への支援を４歳、３歳と下に広げてゆくのが先決ではないか。

　子どもの貧困率は１６％を超えて過去最悪を更新した。内閣府が専門家を集めて開いた対策検討会では「教育投資の中では幼児教育が最も効果的だ」という意見が強かった。幼いうちの貧困ほど、成人後への影響が大きいとの指摘もあった。

　幼児教育の充実というと、文字や数を読み書きする勉強の前倒しを想像するが、必ずしもそうではない。むしろ集中力や好奇心、話す力や聞く力のような学びの土台を、小学校入学前に作っておく役割が大きい。

　通園は親にも利点がある。育児や生活の相談相手ができる。行政の支援につながる窓口にもなる。貧困率の高いひとり親家庭の親にとっては、子どもの通園は安定した仕事をさがすために欠かせない条件だろう。

　５歳児は約９９％が通園しているが、４歳、３歳と年が下がると通っていない子は増える。政府の「すべての子に幼児教育の機会を」との理念を実現するには、経済的理由で通えない子はなくさなくてはならない。

　「子どもへの投資は未来への投資」。子どもの貧困対策に取り組む人からよく聞く言葉だ。この子らが将来自立できれば本人はもちろん、社会保障のコストが下がって社会のみんなの利益になるという意味だ。

　裏返せば、そこまで説明しないと必要性を納得してもらえない現実があるといえる。

　高齢者はますます増え、年金や介護、医療費は膨らむ。一方で子どもは減る。その中で子どもや教育への投資を増やすことに理解を得るのは簡単でない。教育者だけでなく、高齢者福祉や財政の専門家と知恵を出し合う場が要るのではないか。

http://digital.asahi.com/articles/DA3S11253723.html?iref=comkiji_txt_end_s_kjid_DA3S11253723
・シングルマザー、追い詰められて　今そこにある貧困（7月26日）
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　急な仕事で子どもを預けないといけない。ひとり親で収入は少なく、頼れる人も限られている。一体どうすれば良いのか。

　３月、インターネットで見つけたベビーシッターに預けた男の子が、遺体で見つかるという痛ましい事件が起きた。横浜市の山田龍琥（りく）くん（当時２）。母親（２２）は取材に「助けてあげられなかった。ごめんねってしか、言えないです」と語った。

　一人で龍琥君と１歳の次男を育ててきた母親にとって、生活は楽ではなかった。親元で暮らしていたが、父は病気を患い、生活保護を受けている。親にこれ以上頼るのも難しい状況だった。

　ネットで見つけたシッターに預けたのは、我が子のために少しでも働きたかったからだ。シッターの男（２６）は７月、龍琥くんへの殺人容疑で再逮捕された。

　事件発覚当時、一部のネット利用者がブログなどに書き込んだのは「母親の責任」だった。

　東京都

 HYPERLINK "http://www.asahi.com/topics/word/%E6%9D%89%E4%B8%A6%E5%8C%BA.html" \o "杉並区のトピックスを開く" 杉並区の田中裕太郎区議は「ベビーシッター事件に思う」と題して、ブログに「大切な子宝を乳飲み子のうちから赤の他人に預けてはばからない風潮は、なぜ当然のようにまかり通っているのでしょうか。こんな風潮は、そろそろ止めにした方が良いと思うのです」と記した。母親の責任を問う書き込みは批判を浴びる一方、支持する書き込みもあった。田中氏に取材を申し入れたが、応じなかった。

　新党大地代表の鈴木宗男元衆院議員も当時「親として無責任な面があったのでは」とブログで問うた。鈴木氏はいまも考えを変えていない。取材に対し「父親であろうが母親であろうが親としての責任はある」とした上で「子どもを人様に無防備で預ける感覚が分からない。女性には、男にはない愛情や優しさがある。子どもを守るのが女性の自然な姿。ベビーシッター事件の女性の取った態度は全く不可解だし納得できない」と答えた。

　週刊誌には母親を中傷する記事も出た。悲嘆に暮れていた母親は二重に傷ついた。

　私たちの社会には「子育ては家庭でやるもので、主に母親の役割」という「隠れた意識」があるのではないか。その意識のなかで、保育環境の整備といった公的な支援策は乏しい状態が続いてきた。東京大の大沢真理教授は「日本は『男性は稼ぎ、女性は家で子育てや家事をする』という考え方が前提になっている。この仕組みが、女性や母子家庭の貧困を深めている」と語る。

　ひとたびシングルマザーになれば、男性という「稼ぎ手」不在のまま、多くは低賃金労働で家計をなんとか支えながら、子育ての責任を一身に背負う。それがシングルマザーの家庭を追い詰めている。（今村優莉、今村尚徳）

■月収５万円　子守、誰に頼めば

　２歳の龍琥（りく）くんを失った母親は、子育てをしながら、少しでも収入を増やそうと懸命になっていた。

　幼い２人の育児のため、昨夏からの飲食店勤務を週２回に抑えていた。月の収入は５万円ほど。生活費を出すと手元には残らず、貯金はほぼなかった。

　３月１４日はもともと、幼い２人を連れ、ママ友数人とディズニーランドに遊びに行く計画を立てていた。翌月に３歳を迎える龍琥くんへのお祝いだった。だが、友人の子どもが熱を出し、前日に中止したのだと、友人の１人は明かす。

　急に予定が空いた母親は、勤め先に願い出て働くことにした。午後８時から翌日午前２時ごろまでの勤務。ホワイトデーでもあり、来店客が多く手取りが増えると思ったからだ。龍琥くんが３歳になったら、習い事をさせたいと考えていた。「だから、少しでも貯（た）めたかった」

　夜遅くまでの勤務。病気の実父に子守はお願いしづらかった。頼ったのが、インターネットのベビーシッター紹介サイトだった。

　死体遺棄容疑で逮捕＝７月１日に殺人容疑で再逮捕＝されたベビーシッターの物袋（もって）勇治容疑者（２６）には、昨年、１度預けたことがあった。帰ってきた子どもの背中にはあざがあり、問いただしたが説明が不自然だった。二度と預けないと決めていた。きちんとした女性シッターを探そうと、スマートフォンでネット上のサイトに書き込みを始めた。

　「子ども２人を預かってくれる方はいませんか」「余裕がなくて、そんなに出せませんが……」。事件前、母親が慌てた様子で書き込みしていたのを、同じサイトを使うシッターの女性（３８）はよく覚えている。

　「ヤマモト」と名乗るシッターが連絡してきた。「今子どもが入院しているの」と女性の口調で、絵文字も使ってきた。母親は、子育て中の女性シッターだと思い込んだ。

　ところが当日、待ち合わせ場所のＪＲ新杉田駅（横浜市）の改札口に現れたのは、男だった。ただ、その男にも以前預けたことがあり、面識があった。「僕はちょっと預かるだけです。その後はヤマモトさんに預けます」と言った。「変だな」とは思ったが、勤務を入れていて後にはひけなかった。「バイバーイ」と手を振った龍琥くんは、少し寂しそうだった。「ヤマモト」が、偽名を使っていた物袋容疑者だったとは知るよしもなかった。母親は言う。「あの人だと分かっていたら、絶対に預けなかった」

　事件当時、母親は児童扶養手当を受給しておらず、子どもの父親から養育費は払われていなかった。どこに相談に行けば良いのか思いつかず、急に、安く預かってもらえると利用したネットの先には闇があった。「困ったとき、誰が助けてくれるのか、何を信用して良いのか、私は分からなかったんです」。少ない生活費をやりくりしながら、子育てしていた母親に、公的な支援は行き届かなかった。

■払われぬ養育費、厳しい生活

　母親がインターネットのサイトでシッターを探したのは、シッター派遣会社を通すと１時間２千～３千円する代金が、ネットなら１時間５００円という低価格もあるからだ。

　大阪府に住む女性（２９）は、夫の暴力や借金が原因で２５歳のときに離婚した。当時、２歳と３歳の息子を育てるシングルマザーになった。朝から夜７時までは美容関連の仕事をし、夜９時から午前１時までは飲食店でアルバイトをした。

　子どもを預けるときに頼ったのはネット上のシッターサイト。当時の飲食店のアルバイト代が時給１１００円で、それよりは安く預けたかったからだ。「安いシッターはネット上でしか見つけられなかった」と振り返る。

　日本で１２３万８千世帯に上る母子家庭の暮らしは厳しい。

　厚生労働省によると、母子世帯の母親が働いて稼ぐお金は年間平均１８１万円。日本のシングルマザーは８割以上が働く。就労率６～７割程度の欧米よりも勤労世帯の割合が高い。生活保護を受けるのは約１割にとどまる。健康で働ける人たちには、国はまずは就労を促すからだ。

　働いているにもかかわらず、日本の母子家庭は貧しい。母子世帯のうち、収入が１２５万円に満たない「貧困層」の割合は、およそ半数の４８・２％にのぼる。先進国で最悪のレベルだ。

　日本の母子家庭の貧困度合いが突出しているのは「男は稼ぎ手、女は家。女性は働いても家計の補助」という「隠れた意識」が根強いなかで、女性労働者が低賃金労働に置かれていることが大きい。女性の４割は年収２００万円以下だ。

　母子家庭の貧困の裏側には、離婚後に養育費を払わない父親の姿もある。

　ＤＶから金銭トラブルまでさまざまな相談にのる公益社団法人「日本駆け込み寺」の玄秀盛代表（５８）は１０年前に離婚。だが養育費を払ってこなかった。「借金を抱え、それどころじゃなかった。自分のせいで子どもたちに進学を諦めさせてしまった」と悔やむ。

　日本で離婚する世帯で、８割は母親側が子どもを引き取る。日本の母子家庭の収入に占める養育費の割合はわずかに３％。日本では裁判所を通さない協議離婚が９割を占め、養育費の取り決めをしない場合が多いからだ。米国では養育費は収入の１割にのぼる。滞納者には自動車運転免許の停止などの強力な措置がある。スウェーデンには養育費を政府が立て替え払いする制度もある。

　宇都宮市の女性（４１）は１４年前に離婚。高２と中３になる長女と長男を必死に育ててきた。

　午前６時半に起き、子どもの弁当を作る。契約社員として勤める機器レンタル会社に出勤し、午後６時まで働く。午後７時半からは居酒屋で、遅いときは深夜０時まで働く。眠りにつくのはだいたい深夜２時ごろになる。そんな毎日だ。

　昼間の会社の時給は８５０円で、手取りは月１１万～１２万円にとどまる。居酒屋のキッチンで時給８５０円のアルバイトをして月５万円を足さないと生活が成り立たない。

　別れた夫からの養育費は月に５万円のはずだったが、最初の３年で途切れた。「養育費があれば、もっと生活は楽になるのに」と思う。気がかりなのは子どもたちの教育費だ。「いまはぎりぎりの生活。娘は東京の専門学校に行きたいと言っているけど、奨学金を借りてもらうしかない」

■母子家庭の困窮、子へ連鎖

　シングルマザーの世帯の総所得は２４３万円で、子どもがいる世帯全体の平均６７３万円の３分の１にとどまる。教育支出が自然と限られる母子家庭の貧困は、子どもたちへと連鎖しがちだ。

　関西地方に住む女性（２１）は小学生の時に親が離婚し、母子家庭で育った。

　パートで働いていた母に負担をかけまいと、定時制高校を選んだ。卒業後も正社員の仕事は見つからず、パン工場でアルバイトを始めた。時給は７５０円、月７万円ほどで家計を支えた。昨年、母が脳梗塞（こうそく）で倒れ、面倒をみるためにバイトをやめた。貯金もなくなり、生活保護を受け始めた。

　母の体調が良くなってきた先月から、地域の女性支援施設で就労体験を始めた。市民講座のチラシをそろえて封筒に入れ、宛名のシールを貼り付けていく。「少々お待ちください」といった職場での言葉づかいも学ぶ。「今まで誰も教えてくれなかったから新鮮」と語る。１年後に事務の仕事につくのが目標だ。１００円ショップで買ったリボンの形の指サックを大事にしている。

　母子家庭に対する公的支援の柱は、所得に応じて月に約９千～４万円支給される児童扶養手当だ。子どもが２人だと５千円、３人だとさらに３千円の加算となり、母子家庭の７割が受け取っている。だが、母子家庭にとって「頼みの綱」の児童扶養手当について、政府は２００２年から要件を厳しくするなどしている。

　シングルマザーの支援を続けてきたＮＰＯ法人「しんぐるまざあず・ふぉーらむ」の赤石千衣子理事長は「母子家庭に対しては就労支援や相談事業など一見、多くの支援メニューがあるように見える。だが周知も利用も十分ではない」と指摘する。

　女性が「輝く」はずの安倍政権の女性支援施策から、母子家庭は取り残されているように見える。（岡林佐和、山田佳奈）

　　　　　◇

■養育費徴収制・財政支援の検討を

　《周燕飛（しゅうえんび）・独立行政法人「労働政策研究・研修機構」研究員の話》　ネットシッター事件の背景には、働きに出ざるを得ない母子家庭の困窮と、保育サービスの不足がある。母子家庭の貧困率は厚生労働省の調査で毎回５０％を超え、深刻だ。

　日本ではシングルマザーの就業率が８０％超と先進国で極めて高いが、賃金が低く、「働いているのに貧困」というケースが多い。５年以上母子家庭の状態が続いているケースが大半で、貧困から抜け出せない現状もある。

　日本は労働市場が男女で分断されており、「正社員で終身雇用・年功序列」の男性に対して「出産で離職後、中途採用で非正規社員」が多い女性は経済的に不利だ。母子家庭の収入に占める養育費が３％程度と諸外国に比べて低いことも、困窮の一因だ。

　解決策は労働市場を抜本改革して男女間、正規・非正規間の雇用格差を解消することだが、日本には古くからの慣行や文化に根強い支持があり簡単ではない。

　だが、母子家庭のうち推定１５万世帯が食べるのにも困る「絶対的貧困レベル」にあり、対策は急務だ。養育費の強制徴収制度や、父母ともに親権を持つ共同親権制度を導入したり、貧困層への財政支援を手厚くしたりする必要がある。

http://digital.asahi.com/articles/ASG7Q132CG7PUHBI023.html?iref=comkiji_txt_end_s_kjid_ASG7Q132CG7PUHBI023
・（政治断簡）社会が変わる息吹を感じて　政治部次長・秋山訓子（7月26日）
　野田聖子衆院議員の３歳になる長男は胃ろうで栄養を摂取し、右半身が不自由だが、おしり歩きができる。気管を切開して人工呼吸器をつけているが、海外旅行を楽しんだこともある。

　保育園に入りたいと、障害児を受け入れている園の近所に引っ越した。が、「障害が重すぎる」と断られた。

　　　　　＊

　その話を聞いて、横浜支局に勤務していた時を思い出した。今から１７年前、私は横浜市西区にある私立のムーミン保育園を取材した。公立保育園からは断られた重度の障害児を何人も受け入れていた。

　出会ったのは、骨がもろく骨折しやすい骨形成不全症の男児。専任の保育士がケアをした。自らも同じ障害を持つお母さんが「友達ができてよかった」と喜んでいた。

　ムーミン保育園、そして同じ系列の「遊びの杜（もり）」保育園では今も障害児を受け入れている。遊びの杜では、４歳児８人のうち、４人に障害がある。保育士がマンツーマンで相手をする時間もあれば、みんなと遊ぶこともある。ダウン症の男児のお母さんは「ここの園を選んで通わせています。みんな遊んでくれて、楽しそうにしています」。

　同級生のお母さんは「子どものころ、ダウン症の子が近所にいたけれど、私は無視していた。今もどう対応したらいいかわからない。でも、うちの子は障害のある子と自然に遊んでいる」。

　障害のない子も、親も学ぶことがいっぱいあるのだ。

　園長の相馬範子さんは障害児教育の専門家だ。「人をつけるなどケアが必要なことも多いし、苦労もする。でも、障害児が『普通』と言われる子どもと同じ生活ができればいい」。人工呼吸器を付けている子どもを受け入れたこともある。

　もちろん、いろんなことが起きる。運動会のリレーではチーム分けは障害のある子もない子も一緒。障害児がいるチームは、遅くなってしまうことも多い。「○○ちゃんがいるから一番になれない」と泣き出す子もいる。でも、「その分みんなで速く走ればいい」と言う子もいる。

　手厚く職員を配置できるのは、保育園が人件費を負担していることに加え、横浜市独自の制度があるからだ。

　私が取材をした翌年の１９９８年から公立の保育園全園で障害児を受け入れ、認可園などでも人件費の手当てをするようになった。民間の動きが先鞭（せんべん）をつけ、制度に結びついたといえるかもしれない。

　　　　　＊

　野田氏は長男の誕生がきっかけになり、障害児の問題により力を入れて取り組んでいる。民間でも、都内で障害児専門の保育園をつくろうという動きがある。これが成功すれば、制度化に道を開くかもしれない。横浜でそうだったように。

　障害のある子もない子も保育園に。なかなか日が当たらないけれど、大事なことに民間が対応し、それに政治が注目し、行政が動く。社会がそんなふうに変わっていくといい。

http://digital.asahi.com/articles/DA3S11265606.html?iref=comkiji_txt_end_s_kjid_DA3S11265606
・

＊Synodos　Journal
・就学援助だけでは、負の世代間連鎖は断ち切れない 中室牧子（7月11日）

2014年3月に公表された文部科学省の全国学力学習状況調査の分析結果を受けて、メディアは、子どもの成績は保護者の年収や学歴が影響していることを報じた。

これは決して目新しい話ではなく、教育社会学を専門とする研究者らを中心に、国内外で膨大な研究蓄積がある。親の年収や学歴が高ければ、その子らが、学校だけでなく塾や習い事なども含めて、良質な教育機会に恵まれるであろうから、この結果自体にさほど驚きはない。

しかし、親の社会階層が、子どもの教育機会の格差となり、次世代に継承され、社会階層が固定化されることはゆゆしき問題だ。文部科学省によると、義務教育を受ける子どものうち、就学援助制度の利用者率は年々増加傾向にあり、2012年度には約16％にも上っている。こうした子どもらが十分な教育を受けられず、貧困に陥っていかないように、適切な政策対応が必要となる。

就学援助の教育効果はわかっていない

そもそも、就学援助とは、学校基本法（第19条）に定められた通り、生活保護法に規定する要保護者とそれに準ずる程度に困窮していると認められる準要保護者に、自治体が子どもの教育に必要な援助を与えるもので、子どもの学用品、給食費、医療費など12品目が補助対象となっている。しかし、昨今の財政事情の厳しさから、自治体の就学援助関連予算は削減の方向にあり、就学援助を縮小する自治体が相次いでいる。

例えば、この2014年4月だけをみても、全国の主要自治体のうち少なくとも9市区で、4月から就学援助の対象者を決める所得基準を引き下げている（朝日新聞4月4日）。相対的貧困に陥る子どもが増加するなかで、就学援助を縮小することは、貧困世帯の子どもをますます不利な立場に追いやるのではないだろうか。

就学援助については、その理論的・制度的側面から行われた詳細な研究は存在しているものの(例えば、藤澤, 2007; 2008; 2008など)、わが国における就学援助が子どもの教育成果にどのような影響を与えたかということを明らかにする実証的な研究は、筆者の知る限りほとんどみあたらない。一方、海外では、就学援助と全く同一ではないものの、貧困世帯の子どもの就学を支援する目的で行われた補助金の効果について、大規模な社会実験のデータに基づく検証が行われている。ここでは、一連の研究を紹介することを通じて、日本の就学援助の効果を考える一助としたい。

貧困削減の特効薬？

1997年にセディージョ大統領が主導し、メキシコで始まったPROGRESAプログラムは、今日では「貧困削減の特効薬」と呼ばれるようになっている。PROGRESAプログラムの目玉は、まさしく、子どもの就学を支援する目的で行われた補助金であった。

この補助金は厳密には、わが国の就学援助とは異なっている。就学援助は、先にも述べたとおり、子どもの学用品、給食費への補助など、用途に制限があることに加え、その多くは実費支給である。しかしPROGRESAプログラムでは、子どもの就学に関する条件（年間の出席率が85％以上であること、等）を満たせば、保護者が補助金を受け取り、用途に制限なく自由に用いることが出来た（このため、PROGRESSAプログラムにおける補助金のことを「条件付き補助金」と呼ぶ）。

PROGRESAプログラムが画期的だったのは、今日では政策評価のゴールドスタンダードとなりつつある無作為化抽出テストの手法を用いて、この補助金が子どもの就学に与える効果を厳格に測定することに成功した点にある。PROGRESAプログラムでは、メキシコで貧困層が多く居住している506の村のうち、無作為に抽出された320の処置村だけが対象となったため、プログラムの対象とならなかった186の対照村と比較することができた。

Behrmanら、多くの著名経済学者の検証によると（Behrman et al., 2005など）、性別や人種によって差はあるものの、PROGRESAプログラムの補助金を得た処置群の村の子どもらは、プログラム開始後1年間で、対照村の子どもらよりも、5から15％ポイントも出席率が高かったことが示されている。

この結果を受けて、現在では約30の国でPROGRESSAプログラムと同様の補助金が導入されており、最近では米国のニューヨーク市までこの補助金の導入を検討しているという。

就学支援で社会階層の世代間連鎖は解消されるのか？

コロンビア、ホンジュラス、ジャマイカ、メキシコ、ニカラグア、トルコの6か国で行われた結果を集約してみると、このタイプの補助金は総じて、子どもの就学率、出席率、卒業率などにプラスの影響を与えているが（Rawlings & Rubio, 2005）、一方で、この補助金は決して教育の質を改善していないという批判がある。

Reimer et al (2006)は、この点について“Where is the Education in Conditional Cash Transfers in Education?”（条件付き補助金がいう「教育」とはいったいどこにあるのか）と題する論文を発表し、PROGRESSAプログラムにおける補助金が、決して子どもの学力を改善せず、ただ学校で座っているだけの子どもを増やしているだけだと批判している。

もちろん、開発途上国で行われた就学補助金の議論を、日本にそのまま適用するのは無理がある。筆者が言いたいのは、一連の研究から得られる重要な知見は、「就学を支援する目的の補助金は、出席率に影響を与えても、学力には影響しない」ということである。ただ学校に通っているだけでは学力は上昇しない。学力が上昇しなければ、進学はかなわず、結局、社会階層の世代間連鎖は解消されることがない。

義務教育段階における就学援助が、学校基本法に定められた教育機会の均等を保障している点で、その存在意義に疑問をさしはさむつもりは毛頭ない。しかし、就学援助が、親の所得や学歴の不利が子世代に継承されることを軽減する効果を持つかといわれれば、それには懐疑的であるという立場である。なぜなら、繰り返しになるが、海外の研究蓄積が示すように、就学を支援する目的の補助金は、出席率に影響を与えても、学力には影響しないことが示されており、学力の上昇なしには、負の世代間連鎖を断ち切るのは難しいからである。

就学援助のような経済的な政策的支援も重要であるが、それ以上に貧困家庭の子どもの学習行動をきちんと把握し、どのような政策介入が彼らの学力を上昇させるのかという科学的根拠を示すことが重要だ。

学習習慣を身に着けるには

筆者が、厚生労働省が2001年から収集している「21世紀出生児縦断調査」の個票データを利用して行った分析によると、親が「勉強を横についてみている」であるとか「勉強する時間を決めて守らせている」というような、子どもに学習習慣を身に着けさせるために、ある種自己犠牲的な関わり方をしているほうが、子どもの学習時間が長い傾向があることが示されている（Nakamuro, et al, 2013）。

この傾向は、親の所得や学歴が高いほど顕著であるが、親の所得や学歴の影響を統制してもなお成り立っている。すなわち、低所得家庭の子どもらは、学校に行くための経済的な資源が不足しているという以上に、学習習慣が身についていないのではないか。だとすれば、我々研究者が取り組むべきは、低所得家庭の子どもが学習習慣を身に着けるために、学校、自治体、政府は何ができるのかを明らかにすることではないか。

この観点から、筆者が最近注目している研究は、行動経済学者の田中知美氏と計量経済学者の萱場豊氏の研究だ。彼らは、小中高生向けオンライン学習教材「すららネット」と協働し、生徒の学習行動のビッグデータを分析し、成績が伸びる生徒と伸び悩む生徒の学習行動のパターンを把握した上で、伸び悩む生徒にどのような介入をすれば成績が上昇するのかを明らかにする研究を行っている。こうした研究蓄積は、学習習慣がついていない低所得家庭の子どもらの学力をどのように伸ばせるのかということをも明らかにしてくれるだろう。

筆者もまた、貧困世帯の子どもらに対して、タブレットPCなどICTツールとオンライン学習のコンテンツが有効なのではないか――すなわち、「勉強を横についてみている」とか「勉強する時間を決めて守らせている」というような親の関与を一部代行をしてくれるのではないか――という仮説を明らかにするための検証を始めている。最近のオンライン学習は、いわゆるゲーミフィケーション（ゲームデザインの技術やメカニズム）を活用して、「子どもを飽きさせない、やめさせない」工夫が施されている。人気のキャラクターを用いたり、友達と競争することができたり、学習が進めばレベルアップしたり、ボーナスポイントが加算されたりする。学習習慣をつける入り口として期待している。

科学的根拠のある施策を！

筆者は、上記の研究以外にも、全国の自治体や学校とともに、子どもの学力の決定要因を明らかにする調査を実施している。この中には、就学援助制度を利用する世帯の児童がかなり多い学校もあり、こうした学校では、子どもらの学力の低さに起因して、子どもらが自分の将来に希望を持てずにいることに心を痛める教員の姿を垣間見ることがある。

一介の研究者である筆者ですら、貧困家庭の子どもの教育や生活の現状、そしてそれを懸命にサポートする現場の教員の姿を見るたび、子どもの貧困の問題は、とにかく何とかしなければいけない、と強く思うのである。そのために最も有効な方法は、少なくとも就学援助の金額を増加させることではなく、貧困世帯の子どもらの学力を上昇させるために何が有効か――それを明らかにする科学的根拠を提示し、それを学校、自治体、政府における施策につなげていくことであると考える。
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・老老介護、５割超す　子ども貧困率悪化、１６．３％　厚労省調査(7月16日)
　同居家族が主に介護を担う世帯のうち、介護される人だけでなく、する人も６５歳以上という世帯の割合が５割を超えた。厚生労働省が１５日発表した２０１３年の国民生活基礎調査でわかった。団塊の世代が高齢者となり、「老老介護」の広がりが深刻な問題となりそうだ。▼３面＝細る家族の力
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　調査は１３年６～７月に実施。介護については、原則自宅で介護されている７２７０人（有効回答率８７％）の家族を対象にした。主に介護をする人は、同居する家族が６１・６％で最も多く、介護サービスの事業者（１４・８％）、別居の家族ら（９・６％）が続いた。

　主な介護者が同居家族と回答したうち、介護する側、される側とも６５歳以上の世帯は５１・２％。前回１０年の調査から５・３ポイント増え、この調査が始まった０１年以降、初めて半数を超えた。ともに７５歳以上という世帯も前回調査より３・５ポイント増え、２９・０％に達した。同居家族の内訳は、配偶者が４２・５％、子どもが３５・４％、子どもの配偶者が１８・２％。

　一方、調査では約３万６４００世帯（有効回答率７２％）を対象に１２年の所得も調べた。平均所得は５３７万２千円で、前年より１１万円減った。所得が少なく生活が苦しい人の割合を示す「相対的貧困率」は、前回調査（０９年）から０・１ポイント悪化し、厚労省が貧困率を算出した１９８５年以来、過去最悪の１６・１％だった。

　１８歳未満の子どもの貧困率は同０・６ポイント増の１６・３％となり、さらに悪化幅が大きかった。厚労省の担当者は「（所得が低い）非正規雇用が多い母子家庭が、前回調査時の約７０万世帯から８０万世帯に増えたことなどが要因」と説明する。

　経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）による加盟３４カ国の相対的貧困率ランキング（１０年）によると、日本は０９年の数値（１６・０％）でワースト６位。

　（高橋健次郎）

　◆キーワード
　＜相対的貧困率＞　世帯収入から子どもを含む国民一人ひとりの所得を仮に計算し、順番に並べたとき、真ん中の人の額（中央値）の半分（貧困線）に満たない人の割合。子どもの貧困率は、１８歳未満でこの貧困線に届かない人の割合を指す。今回の調査では中央値は２４４万円、貧困線は１２２万円。

http://digital.asahi.com/articles/DA3S11245422.html?iref=comkiji_txt_end_s_kjid_DA3S11245422
・５月と６月にも不審車、母親が警察に相談　倉敷女児不明（7月17日）
　岡山県

 HYPERLINK "http://www.asahi.com/topics/word/%E5%80%89%E6%95%B7%E5%B8%82.html" \o "倉敷市のトピックスを開く" 倉敷市で行方不明になっている小学５年の森山咲良（さくら）さん（１１）の自宅近くで５月と６月の２回、不審な小型車が止まっているのを母親が目撃し、県警に相談していたことがわかった。行方不明当日も似た車が自宅付近で目撃されていた。県警は森山さんが事件に巻き込まれた可能性が高いとみて捜査している。

　捜査関係者によると、５月上旬と６月上旬のいずれも下校時間帯の夕方、森山さんの自宅から西に約２００～３００メートルの通学路上にシルバーの小型車が止まっているのを、母親（３９）が目撃していた。５月は森山さんを学校に迎えに行った際のことだったという。

　見慣れない車を不審に思った母親は倉敷署に相談し、記憶していた車のナンバーも伝えたという。この出来事をきっかけに、森山さんにＧＰＳ機能が付いた子ども向けの携帯電話を持たせるようにしたという。

　森山さんが行方不明になった今月１４日午後４時半ごろと同５時ごろにも、シルバーの乗用車が自宅近くの路上に止まっているのを２人の児童が目撃していた。捜査関係者によると、いずれも小型車で、５月と６月に目撃された車と特徴が似ているという。午後５時ごろに目撃した女児は、森山さんが乗用車の近くで若い男性と立ち話をしていたと証言している。

　このため、県警はこの車が行方不明に関係している可能性があるとの見方を強め、近所の防犯カメラなどの映像を回収し、不審車の割り出しを進めている。

　県警は１７日も、行方不明当日に森山さんの携帯電話のＧＰＳ反応があった自宅の北東約２キロの地域を中心に、１００人態勢で聞き込みや遺留品の捜索を続けている。住民ら約５００人も参加している。県警には同日午前までに約１１０件の情報が寄せられている。

　県警は森山さんが通っている小学校の学区内の町内会長らに対し、情報提供や児童生徒の見守り活動への協力を求める予定だ。

http://digital.asahi.com/articles/ASG7K0RKMG7JPTIL040.html?iref=comkiji_txt_end_s_kjid_ASG7K0RKMG7JPTIL040
・（いま子どもたちは）国境を越える：２　自分のルーツ、ちゃんと名乗ろう（7月17日）
　６月の週末、大阪の繁華街。高校２年生の石井励子さん（１７）と、韓国出身の同級生高頌恩（ゴウソンウン）さん（１７）は、路上で大声を上げる集団に出会い、思わず足を止めた。

　拡声機に日の丸。在日コリアンに対するヘイトスピーチだった。親友同士の２人は思わず身を硬くした。

　「あの人たち、なんであんなひどいこと言うの……」。石井さんが泣き出しそうな顔でつぶやくと、高さんは「気にしたらあかん」と石井さんのそでを引っ張り、その場を立ち去った。

　高さんも心の中で傷ついていた。「違うルーツを持つ人同士が、もっといいところを認め合えればいいのに……」

　高さんは小学４年の時、韓国から日本に来た。初めは日本語が全くわからなかったが、特別扱いされるのが嫌で「めちゃくちゃ勉強した」。中学に入るころには、全ての授業を普通に受けられるまでに上達した。

　高校は、大阪府立門真なみはや高校（門真市）に進んだ。外国人生徒らの特別枠がある。

　「日本名と韓国名、高校ではどっちを使う？」。入学直前、担任教師から尋ねられた。小中学校では「できるだけ日本人ぽくしよう」と、日本名を使ってきた。気持ちが揺れた。韓国名を選んだ。「自分のルーツをちゃんと名乗り、韓国の歴史や文化も勉強しよう」と思った。

　部活動は、外国出身生徒らがつくる「多文化交流部」を選んだ。食べ物や踊りなどの文化を紹介し合う。入部初日、隣に座る石井さんを見て驚いた。「日本人の子がいる」

　高さんが声をかけて以来、２人は仲良くなった。石井さんが同部に入ったのは、クラスで最初に話をした中国出身の生徒に誘われたからだ。中国語を勉強したいという思いもあった。

　２人は来月、９泊１０日の日程で韓国・ソウルに行く。「料理だけじゃなく、励ちゃんにもっと韓国のことを知ってほしい」と高さんが誘った。高さんの祖母のもとに泊まり、市場などを巡る計画だ。石井さんは「こんな友達がいるのは誇りかな」。

　２人は照れ笑いした。

　（玉置太郎）

http://digital.asahi.com/articles/DA3S11247466.html?iref=comkiji_txt_end_s_kjid_DA3S11247466
・低賃金・暴力…障害者へ「虐待」横行　国、３９３人認定　厚労省、昨年度調査（7月19日）
　企業で働く障害者のうち２０１３年度に経営者や上司から「虐待」を受けたと国が認定した人が３９３人いたことが、厚生労働省の調査でわかった。国が定める最低賃金未満で働かせていた事例が全体の８割を占めた。虐待があった２５３事業所のうち従業員３０人未満の事業所が３分の２を占めていた。

　１２年１０月施行の「障害者虐待防止法」に基づいて厚労省が集計し、１８日に発表した。１年を通した件数が明らかになるのは今回が初めて。

　虐待の内容別では、最低賃金未満で働かせたり、残業代を払わなかったりした経済的虐待が最も多かった。続いて、ミスに対して「頭が悪くなっている」と上司が発言するなどした心理的虐待と、棒でたたくなどの身体的虐待が多かった。

http://digital.asahi.com/articles/DA3S11251873.html?iref=comkiji_txt_end_s_kjid_DA3S11251873
・（社説）幼児教育　低所得層を優先に（7月20日）
　学力だけではなく、貧困対策の面からも、幼稚園や保育所の幼児教育の役割は大きい。

　年収３６０万円未満の家庭の５歳児に限り、幼稚園や保育所を無償にする。文部科学省が方針を示した。今も生活保護世帯などは無償だが、これで５歳児の２３％に対象が広がる。

　本来の目標は３～５歳児全員の無償化だが、それには年間で７８００億円、５歳児だけでも２６００億円かかり、難しい。まずは一歩前に進むという判断は現実的だ。

　今後は所得制限をゆるめ、５歳児全体へと対象を横に広げていくのが、政府の基本的な考え方だ。教育再生実行会議は「５歳児の義務教育化検討を」とふみこんでいる。

　だが、財政難の中で優先順位を考えると、低所得家庭への支援を４歳、３歳と下に広げてゆくのが先決ではないか。

　子どもの貧困率は１６％を超えて過去最悪を更新した。内閣府が専門家を集めて開いた対策検討会では「教育投資の中では幼児教育が最も効果的だ」という意見が強かった。幼いうちの貧困ほど、成人後への影響が大きいとの指摘もあった。

　幼児教育の充実というと、文字や数を読み書きする勉強の前倒しを想像するが、必ずしもそうではない。むしろ集中力や好奇心、話す力や聞く力のような学びの土台を、小学校入学前に作っておく役割が大きい。

　通園は親にも利点がある。育児や生活の相談相手ができる。行政の支援につながる窓口にもなる。貧困率の高いひとり親家庭の親にとっては、子どもの通園は安定した仕事をさがすために欠かせない条件だろう。

　５歳児は約９９％が通園しているが、４歳、３歳と年が下がると通っていない子は増える。政府の「すべての子に幼児教育の機会を」との理念を実現するには、経済的理由で通えない子はなくさなくてはならない。

　「子どもへの投資は未来への投資」。子どもの貧困対策に取り組む人からよく聞く言葉だ。この子らが将来自立できれば本人はもちろん、社会保障のコストが下がって社会のみんなの利益になるという意味だ。

　裏返せば、そこまで説明しないと必要性を納得してもらえない現実があるといえる。

　高齢者はますます増え、年金や介護、医療費は膨らむ。一方で子どもは減る。その中で子どもや教育への投資を増やすことに理解を得るのは簡単でない。教育者だけでなく、高齢者福祉や財政の専門家と知恵を出し合う場が要るのではないか。

http://digital.asahi.com/articles/DA3S11253723.html?iref=comkiji_txt_end_s_kjid_DA3S11253723
・（いちからわかる！）子どもの貧困率、過去最悪だって？(7月28日)
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子どもの貧困率は悪化が続く／子どもの貧困率順位（２０１０年）
　

◇母子家庭（ぼしかてい）が増（ふ）えている。勉強（べんきょう）が続（つづ）けられる対策（たいさく）が必要（ひつよう）だ

　ホー先生　子どもの貧困率（ひんこんりつ）が過去最悪（かこさいあく）と聞いたぞ。

　Ａ　厚生労働省（こうせいろうどうしょう）の調査（ちょうさ）で１６・３％（２０１２年）になった。データを取り始めた１９８５年の１０・９％から増加傾向（ぞうかけいこう）に歯止（はど）めがかからないんだ。

　ホ　そもそも貧困率ってどんな意味（いみ）じゃ？

　Ａ　世帯収入（せたいしゅうにゅう）をもとに、子どもを含めた国民全員の手取り収入を試算（しさん）する。それを所得（しょとく）が高いほうから順番（じゅんばん）に並べ、真ん中にあたる所得の人の半額未満を「貧困」とみなすんだ。１２年調査の貧困基準（きじゅん）は年１２２万円だった。子どもの貧困率は、この基準を下回る１８歳未満（みまん）の人の割合だよ。

　ホ　なぜ日本で子どもの貧困率が上がるんじゃ？

　Ａ　さまざまな事情（じじょう）で貧困に陥（おちい）りがちな母子家庭（ぼしかてい）が増えているのが一つの理由（りゆう）だ。その数は、厚労省調査（１１年）によると１２３万８千世帯で、平均年収は２９１万円。母子家庭で働いている母親のうち約５２％が、派遣（はけん）やパートといった非正規雇用（ひせいきこよう）だった。

　ホ　ほかの国と比べてみてどうなんじゃ？

　Ａ　経済協力開発機構（けいざいきょうりょくかいはつきこう）（ＯＥＣＤ）がまとめた加盟（かめい）３４カ国のランキング（１０年時点）では、日本は０９年の貧困率（１５・７％）が使われている。貧困率が高いグループで、ワースト１０位となっているよ。

　ホ　ホホウ！

　Ａ　心配されるのは、経済的な事情で学ぶ機会（きかい）が失われ、大人になっても貧困から抜け出せない「貧困の連鎖（れんさ）」だ。塾（じゅく）に通えない子への学習支援（がくしゅうしえん）も各地で広がっているよ。

　ホ　急いで対策（たいさく）をとらないといけないな。

　Ａ　「子どもの貧困対策法」が１月に施行（せこう）された。具体的な取り組みの土台となる大綱（たいこう）が近く決まる。保護者（ほごしゃ）への就労（しゅうろう）支援や奨学金（しょうがくきん）の充実などが盛り込まれそうだ。市民団体は貧困率を減らす具体的（ぐたいてき）な数値目標（すうちもくひょう）を大綱にきちんと書くべきだと提案（ていあん）している。（畑山敦子）

http://digital.asahi.com/articles/DA3S11269335.html?iref=comkiji_txt_end_s_kjid_DA3S11269335
・所在不明の子１５８８人　３０都道府県アンケート(7月29日)

　行政が居住実態をつかめない「所在不明の子」の調査が各地で進んでいるが、少なくとも３０都道府県で１５８８人の行方が確認できないことが朝日新聞の全国アンケートでわかった。不明期間が数年に及ぶ例もあり、自治体や親族が警察に届けた例も７県市から報告があった。一方、追跡調査後の短期間に居場所がわかった子も多く、自治体が確認を徹底すれば、さらに多くの子の安否が判明する可能性がある。

誰も知らない子どもたち
　横浜市の雑木林で昨年、小学校に通っていなかった女児（当時６歳）が遺体で見つかるなど、所在不明のまま虐待などで幼い命が奪われる事件が相次ぐ。所在不明の子の現状を調べるため、４７都道府県２０指定市４３中核市の１１０自治体を対象にアンケートを実施し、７月下旬までに４０都府県１９指定市３５中核市から人数の回答を得た。

　１８歳未満の「所在不明の子」は、国が調査の基準日としている５月１日時点では、少なくとも全国に２７４７人いた。各自治体は追跡調査を進めており、その後１千人以上の所在が確認された。それでも、なお２９都府県（中核市含む）で１１７８人、１４指定市で４１０人の安否を確認できないままだ。未回答の自治体もあり、数はさらに多いとみられる。

　主な自治体では、東京都３７８人が最も多く、愛知県２０３人、大阪府１７０人が続く。指定市だけでみると、名古屋市８８人、大阪市８４人、横浜市７１人が多かった。

　不明期間が長期に及ぶ子どもも少なくない。浜松市の１２歳は６年７カ月。ほかにも堺市の５年１カ月（１２歳）、神戸市の４年２カ月（１２歳）など、数年にわたる例が報告された。

　昨年４月から今年４月までに判明した所在不明の子（５月１日時点、２０５１人）の年齢についてみると、０～５歳の乳幼児が７割を占めた。乳幼児健診などで発覚するケースが多いためとみられる。

　約４割にあたる８６１人について、虐待の恐れがあるなどの判断で、児童虐待担当に連絡をしていた。所在不明の子の大半の情報を虐待担当につないでいる自治体もあれば、情報提供ゼロという自治体もあり、対応の差が浮き彫りとなった。所在不明の理由としては、子どもや親が外国籍ですでに出国している可能性を挙げる自治体が多かった。（田中陽子、伊藤舞虹）

　　　　　◇

　〈所在不明の子〉　乳幼児健診を受けなかったり、保育園や学校に来なくなったりして、行政が所在や安否を確認できなくなった１８歳未満の子どものこと。厚生労働省と文部科学省は、所在不明児の実態や自治体の対応について全国調査を進めている。

http://digital.asahi.com/articles/ASG7R7371G7RUTFL00N.html?_requesturl=articles%2FASG7R7371G7RUTFL00N.htmlamp;iref=comkiji_txt_end_s_kjid_ASG7R7371G7RUTFL00N
・（社説）子どもの貧困　ひとり親世帯を救おう（7月30日）
　事態を打開するため、まずは今そこにある貧困の解消に力を注いでほしい。

　子どもの貧困率が、過去最悪の１６・３％（２０１２年）に達した。子どもの６人に１人が、平均的な所得の半分を下回る世帯に暮らしている。

　この数字は、先進国の中では最悪クラスだ。しかも、この３０年近く、率の悪化に歯止めがかからずにいる。

　政府は「子どもの貧困」対策の大綱づくりを進めている。そこに何を盛り込むか。

　有識者による検討会の提言には多岐にわたる対策が並んだ。とくに、教育支援策が充実している。

　教育は子どもに自立できる力をつける。親から子への貧困の連鎖を断つために大切だ。

　ただ、今すでに貧困にあえぐ子を救うには、まず保護者の貧困を改善する必要がある。深刻なのは貧困率が５割に及ぶひとり親世帯、とくに母子家庭だ。

　母子世帯の母の８割は働いているが、仕事による年収は平均で１８０万円にすぎない。生活保護を受けているのは１割ほどだ。働いても貧しさを抜け出せないところに根深さがある。

　大きな要因は、不安定な非正規雇用が半数に及ぶことだ。たとえば、収入の低いシングルマザーを正規で雇い入れた企業には助成をする、といった思い切った手を打てないか。

　根本的には、雇用の構造から生じている問題だ。非正規雇用を正規にかえていく努力をしなければ、貧困に苦しむ人はなくならない。非正規の待遇改善も必要だ。

　検討会では「収入の低いひとり親家庭に支給される児童扶養手当を増額してほしい」との声が、当事者や支援者から上がった。優先順位は高いだろう。

　貧困の根絶には息の長い取り組みが要る。それは貧困率に長年歯止めがかからなかったことからも明らかだ。大綱を作って終わりにしてはならない。

　政策の効果を検証できるように、大綱には貧困率や進学率、就職率などを改善する数値目標を定めておくべきだ。

　生活の苦しい家庭の子どもに学習や食事を支援する民間組織は各地にあり、効果をあげている。ただ、どこもメンバーの献身的な努力に支えられているのが実情で、運営は厳しい。

　検討会では、こうした活動の支援にも使える官民基金の創設が提案された。わが子や孫だけでなく、よその子にも出来る範囲で手をさしのべる。社会で子どもを育てるために、そういう仕組みがあっていい。

http://digital.asahi.com/articles/DA3S11272917.html?iref=comkiji_txt_end_s_kjid_DA3S11272917
・居場所がない少女たち、性被害に　「難民高校生」考える(7月30日)

　家庭や学校で「居場所がない」と感じる少女たちが、「ＪＫ（女子高生）」を売りにする性被害に巻き込まれている。被害の増える夏休み、高校生自身がこうした現状について学ぶ講座が名古屋市内であった。

　「ＪＫリフレやＪＫお散歩。知らない人、いますか？」

　２０日、名古屋市立大を会場に開かれた「愛知サマーセミナー」の一講座。居場所のない「難民高校生」の支援を進める仁藤夢乃さん（２４）が問いかけると、１０人ほどの手が挙がった。

　個室で少女が客の手足をもむなどのサービスをする「リフレ」と、客とデートする「お散歩」。裸にされて写真を撮られる被害などを仁藤さんは説明し、「名古屋にもある。気をつけて」と呼びかけた。

　仁藤さんも、親や学校から逃れて安心して過ごせる場所を求め、東京・渋谷に通った「難民」だった。声をかけてくるのは、援助交際を持ちかけてくる大人ばかり。紙コップを出されて「つばを入れてくれたら５千円あげるよ」と言われたこともある。

　同じように居場所のない友人の多くが、風俗の世界に引きずり込まれた。１０代で自殺した友人が３人。望まない妊娠をした友達もいる。高卒認定試験のために通った学校で信頼できる大人に出会い、居場所を見つけたが、「あの出会いがなければ、私も同じようになるはずだった」。

　大学卒業後、一般社団法人「Ｃｏｌａｂｏ」を立ち上げ、渋谷で「難民高校生」の居場所を作る活動を始めた。この夏休みは渋谷や新宿の夜の街を、中高生や大人に見てもらうツアーも始めた。

　セミナーで、高校３年の奥富南帆さん（１７）は、制服姿の少女と中年の男性が市内の繁華街を歩く姿を目にしたことを打ち明けた。「あれは『お散歩』だった。実際に目にしていても情報を知らないと見過ごしてしまう」

　最近は携帯電話の無料通信アプリの普及などで、まじめそうに見える子が、親や教師も気づかないまま巻き込まれるケースが増えているという。仁藤さんは「問題が身近にあることを知り、高校生も大人も自分にできることを考えてほしい」と訴える。（山本奈朱香）

http://digital.asahi.com/articles/ASG7Q65H0G7QOIPE040.html?iref=comkiji_txt_end_s_kjid_ASG7Q65H0G7QOIPE040
＊毎日新聞
・くらしの明日:私の社会保障論　続く「希望格差社会」（7月2日）
　◇若者の意識調査、７カ国中最低−−中央大教授・山田昌弘

　２０１４年版「子ども・若者白書」が公表された。特集で紹介されたのが、若者の意識調査の国際比較の結果である。日本で将来に希望を持つ若者は６１・６％で、調査対象７カ国の中で最低。４０歳になった時に自分が幸せになっていると思う人の割合も、６６・２％で最低だった。

　私が著書「希望格差社会」（ちくま文庫）の中で「今、希望を持てる若者と持てない若者に二極化している」と書いたのが、ちょうど１０年前のことだ。その中で、ある米国の社会心理学者の「希望」が生まれる条件「努力が報われると思えば希望が生じ、努力が無駄になると感じれば絶望が生じる」を引用し、「日本では『努力しても報われない』状況に置かれている若者が増えている」と論じた。

　その代表的存在が「非正規雇用の若者」である。学校卒業時点で正社員になれなかったり、一度辞めてしまったりすると、努力してもなかなか安定した正社員になれない。多少時給は上がっても、必要なくなれば解雇されてしまう。彼らは夢を見ることはできても、日々の仕事に希望を持つことは難しい。

　希望に限らず、「感情」にはその人が置かれた環境が影響する。日本で若者の非正規雇用比率が４割程度であることを考えると、将来に希望を持てない若者の割合はこの数字と重なる。

　調査で取り上げられた欧米諸国や韓国は、日本以上に若者の雇用状況は良くない。新卒採用はまれで、若年失業率は日本以上に高い。収入が低く不安定な職に就く若者も多い。それでも彼らは希望を持っている。なぜなら、「今不安定でも、努力すれば安定した職に就くチャンスがある」「失敗してもやり直しがきく」と思えるからである。これらの国では、失業中でも、不本意な仕事に就いていても、将来、いくらでも就職や転職のチャンスがあるからだ。

　しかし、日本では人生の早い時期での格差が一生続く。安定した優良企業の正社員、公務員になれた若者は、人並みに努力すれば認められ、昇進し、定年まで安定した生活を送る見通しが持てる。一方、学卒後に正社員就職できなかった者、辞めた者は希望を持ちにくい。アルバイトや派遣、期間工などの非正規雇用者は、その仕事で人並みに努力しても報われる見通しは少ない。報われる仕事に就くためには、正社員以上の能力を付け超人的な努力が必要なのだ。

　日本が他の先進国と比べて希望が持てない若者が多いのは、「新卒一括採用の慣行」と「正社員と非正社員の間の大きなギャップ」があり、若い時の格差が固定化してしまうからだ。結局、この１０年間、若者が置かれた「希望格差」という状況は全く変わっていない。

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

　■ことば

　◇厳しい若者の雇用状況

　「子ども・若者白書」は、特集で日本を含む７カ国の満１３〜２９歳の若者の意識調査を実施。日本の若者の「職場満足度」は４６％で調査国で最低。収入や老後の年金など、働くことに関する全項目で「不安」の回答割合が他国より高かった。厳しい若者の雇用状況が改めて示された。

http://mainichi.jp/shimen/news/20140702ddm004070013000c.html
・夜間中学:設置促進　教育再生会議、きょう提言（7月3日）
　政府の教育再生実行会議（座長・鎌田薫早稲田大総長）は、義務教育を修了していない人が通う「夜間中学」の設置促進を、３日に安倍晋三首相に提出する提言の中に盛り込むことを決めた。夜間中学は就学機会の確保に重要な役割を果たしているが、設置校は８都府県で計３１校（いずれも公立中）しかない。文部科学省は提言を受け、実態調査した上で支援策を検討する。

　夜間中学は、戦後の混乱期に学校に行けなかった人のために１９４０年代後半に開設されたのが始まりとされる。現在はいじめによる不登校など多様な理由で義務教育を修了できなかった人も通学している。同省によると、昨年度の生徒数は約１９００人で、５０歳以上が約４割を占める。教科書は義務教育と同様、無償配布される。

　全国夜間中学校研究会の黒川優子事務局長（東大阪市立太平寺中学校夜間学級教諭）は、夜間中学の拡充方針について「義務教育未修了者の学ぶ権利を保障する場が必要で、要望してきたことがかなった部分がある。教育内容は小学校段階も含んでおり、そうした役割も理解した上で国の施策として進めてほしい」と話している。

　今年４月には超党派国会議員による「夜間中学等義務教育拡充議員連盟」が設立されている。【三木陽介、福田隆】

http://mainichi.jp/shimen/news/20140703ddm012100033000c.html
・読書日記:今週の筆者は社会学者・上野千鶴子さん　現代史教育、軽視のツケ（7月8日）
　＊６月３日〜７月７日

　■奥さまは愛国　（北原みのり、朴順梨著・２０１４年）河出書房新社

　■想像力と複眼的思考−−沖縄・戦後補償・植民地未清算・靖國　（内田雅敏著・２０１４年）スペース伽耶

　■ヘイトスピーチってなに？レイシズムってどんなこと？　（のりこえネット編・２０１４年）七ツ森書館

　■ヘイトスピーチとは何か　（諸岡康子著・２０１３年）岩波新書

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

　「わたしは天皇を敬うことは当然だと思う」

　「わたしは国歌として『君が代』を強制すべきだと思う」

　「知覧にある『特攻記念館』へ行ったら、先生も英霊に敬意を持たずにいられないはずです」

　これらの発言は、２０歳前後の大学生が授業の感想として書いたものだ。

　「わたしはこのような方が、一橋大学で授業をなさっていることに恥を覚えました」とある「このような方」とは、戦後補償裁判等で有名な闘う人権派弁護士、内田雅敏さん。著書「想像力と複眼的思考」のなかで紹介している。なかには「わたしとは違う意見、見解を聴くことができて勉強になった」「天皇制の批判や、国旗・国歌法に対する反対意見を直接耳にするのは初めてであったので衝撃的」などという感想もある。内田さんはひとりひとりにていねいな返信を書く。「ぼくの受講票での感想には、礼を欠いた表現まで入ってしまっていたにもかかわらず、ご丁寧なお返事をたまわり、大変光栄です」と記す、礼儀正しい学生たちである。

　「日本人なら国を愛するのが当然」「そんなにイヤなら日本を出て行けば？」と言い、あまつさえ在日韓国・朝鮮人に対して「ころせーー」「たたきだせーー」と街頭で叫ぶひとびと。そのなかに女性がいる、しかもベビーカーを押す若い母親さえも。彼女たちはいったいどういうひとびとなのか？　対立するのではなく、その声に耳を傾けようと現場へ赴いたのが、北原みのりさんと朴順梨（パクスニ）さんの「奥さまは愛国」だ。

　「従軍慰安婦はウソつきの売春婦」「私たちのおじいさんはやってなぁぁあああいい！」。なぜなら、ネットにそう書いてあるから。ネットが新聞はウソつきだと言うから。

　なぜ、いつのまに、日本はこうなってしまったのだろう？　多様な意見を許容せず、ひとりよがりで夜郎自大なナショナリズムにたてこもり、弱いものいじめの排外主義に陥り、根拠のないデマを信じ、聞くに耐えない悪罵を浴びせる。このひとたちにも、何かそれぞれの事情があるに違いない。

　もしかしたら仲間になったかもしれない姉妹たちへ、声を届けようとしているのは辛（シン）淑玉（スゴ）さんたちがつくった「ヘイトスピーチとレイシズムを乗り越える全国ネットワーク」こと略称「のりこえネット」だ。その共同代表には、鈴木邦男さんから村山富市さんまで２１名が名を連ねている。わたしもそのひとり。「ヘイトスピーチってなに？　レイシズムってどんなこと？」にその活動が載っている。右翼の鈴木さんは、ヘイトスピーチデモに日の丸は使ってほしくない、という。なぜなら日の丸が汚れるから。

　ヘイトスピーチって聞き慣れないことばについて知りたければ、諸岡康子さんの「ヘイトスピーチとは何か」が役に立つ。ヘイトスピーチとはマイノリティに対する差別と攻撃の言論、ヘイトクライムとはその行為だ。諸岡さんは言う。「これまでの学校教育は現代史を軽視し、侵略と植民地支配の歴史をほとんど教えてこなかった」、そして「日本の権力の差別政策自体がヘイトスピーチの主原因であるのに、現政府に差別政策への反省が見られない」ときっぱり指摘する。

　それにしても保守は世代交代に成功したが、対抗勢力は世代交代に失敗した……と思わないわけにいかない。日本の戦後歴史教育は、現政権の思惑通りの結果をもたらしたというべきだろうか。

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

　筆者は上野千鶴子、福地茂雄、西加奈子、松家仁之の４氏です。

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

　■人物略歴

　◇うえの・ちづこ

　東京大名誉教授、認定ＮＰＯ法人「ウィメンズアクションネットワーク」理事長。「おひとりさまの老後」など著書多数。

http://mainichi.jp/shimen/news/20140708dde012070004000c.html
・朝鮮学校授業妨害:街宣損賠訴訟　ヘイトスピーチ「もう傷付けないで」　原告ら「共に生きたい」
（7月8日）

　ヘイトスピーチは違法な人種差別−−。京都の朝鮮学校周辺で繰り広げられた過激な街宣活動を、大阪高裁も厳しく断罪した。今も各地で続く差別的なデモや街宣。朝鮮学校の関係者らは「多くの人の心を傷付ける言動はもうやめてほしい」と訴えた。【堀江拓哉、向畑泰司、椋田佳代】

　８日午前１１時過ぎ、大阪高裁の２０２号法廷。判決が言い渡されると、約９０人で埋まった傍聴席から拍手が湧き起こった。朝鮮学校の関係者はガッツポーズし、「よし」と言って喜んだ。

　「子どもたちの静かな日常を奪われた怒りを分かってほしい」。長女が京都朝鮮第一初級学校５年生だった朴貞任（パクチョンイム）さん（４６）はこの日、ヘイトスピーチへの厳しい司法判断を期待して裁判所に足を運んだ。

　２００９年１２月４日のことだった。「在日特権を許さない市民の会」（在特会）の会員らが学校前に姿を見せた。拡声機を使って怒声を浴びせる街宣活動は１時間近く続いた。「怖い」「学校に行きたくない」。学校にいた子どもの心に深い傷が残った。

　我が子の笑顔を取り戻そうと、保護者たちは登下校時に見守ったり、校内行事などを通じて励ましたりしたが、傷は今も癒えていないという。判決後、朴さんは「自分たちの主張が全て受け入れられて、今はほっとしている」と目を潤ませた。

　在特会による街宣の際、子ども３人の保護者で現場に駆け付けた龍谷大法科大学院教授の金尚均（キムサンギュン）さん（４７）は、がなり立てるような怒号が今も耳から離れない。「今回の出来事が日本人と在日朝鮮人が共にどう生きていくのか、語り合うきっかけになれば」と話した。

　閉廷後、大阪市内で記者会見した原告の京都朝鮮学園（京都市）、孫智正（ソンチジョン）理事長（５７）は「在日コリアンに対する差別や偏見に影響されることなく、正義を貫徹した裁判官に感謝と敬意の念を伝えたい。今回の判決が、差別を許さないという日本社会の動きを後押しすることを期待する」と語った。

　弁護団の冨増四季（とみますしき）弁護士（京都弁護士会）は「日本での朝鮮学校の民族教育についても法的保護の対象であると認定しており、１審判決より踏み込んだ判断となっている」と評価した。

◇高田在特会会長「あきらめない」

在特会側は高田（通称・桜井）誠会長らが法廷を訪れた。被告側の席に座った高田会長は裁判長をじっと見つめ、淡々とした表情で判決を聞いていた。閉廷後、高田会長は法廷の外にいた関係者約２０人に「絶対に諦めず楽天的にやっていこう。世の中が変わる原動力になる」と話した。
　在特会は１審判決後も街宣活動を続けており、今後の予定をホームページ上に記載している。８日夕にも大阪市内で朝鮮学校について取り上げるデモが別団体主催で行われる予定という。

　一方、法廷では判決言い渡し直後、傍聴者の女性が立ち上がり、裁判長に向かって「日本の司法は終わった。恥を知れ」と叫び、退廷した。

　◇欧州では刑事罰も

　高裁判決が違法性判断の根拠にした国連の人種差別撤廃条約は、ヘイトスピーチそのものを法規制するよう各国に求めている。外国人排斥を唱えたネオナチ運動が台頭した欧州では主要国が刑事罰を整備している。ドイツは刑法の民衆扇動罪でヘイトスピーチなどに５年以下の自由刑（懲役刑や禁錮刑に相当）を科す。イギリス、フランス、カナダなども刑事罰を設けている。

　一方、日本も条約を批准しているが、表現の自由などを理由に条文の一部を留保し、法規制には慎重だ。

　米国も同様で、連邦最高裁は１９９２年、ヘイトスピーチを規制するミネソタ州の一部の市の条例を違憲と判断した。ただ、人種などを理由とした殺人、暴力などのヘイトクライム（憎悪犯罪）に対しては、より重い罰則を科している。

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

　■ことば

　◇在日特権を許さない市民の会

　２００６年１２月設立。在日韓国・朝鮮人の特別永住資格などを「在日特権」と呼んで廃止すべきだと主張、街宣活動の動画をネットに投稿している。ホームページによると、全国３５カ所に支部があり、会員は約１万４５００人。

http://mainichi.jp/area/news/20140708ddf041040009000c.html
・ヘイトスピーチ:子どもの心の深い傷「差別許さない」判決（7月8日）
　京都朝鮮第一初級学校（現・京都朝鮮初級学校）を運営する京都朝鮮学園がヘイトスピーチで名誉を傷付けられたとして、「在日特権を許さない市民の会」（在特会）と会員らに計３０００万円の賠償などを求めた訴訟の控訴審判決が８日、大阪高裁であった。森宏司裁判長は「在日朝鮮人を嫌悪・蔑視する発言は下品かつ低俗で、強い違法性が認められる」と述べ、在特会と会員ら８人に計約１２２０万円の支払いなどを命じた１審判決を支持、在特会側の控訴を棄却した。在特会側は上告する方針。

　午前１１時過ぎ、大阪高裁の２０２号法廷。判決が言い渡されると、約９０人で埋まった傍聴席から拍手が湧き起こった。朝鮮学校の関係者はガッツポーズし、「よし」と言って喜んだ。

　「子どもたちの静かな日常を奪われた怒りを分かってほしい」。長女が京都朝鮮第一初級学校５年生だった朴貞任（パク・チョンイム）さん（４６）はこの日、ヘイトスピーチへの厳しい司法判断を期待して裁判所に足を運んだ。

　２００９年１２月４日のことだった。在特会の会員らが学校前に姿を見せた。拡声機を使って怒声を浴びせる街宣活動は１時間近く続いた。「怖い」「学校に行きたくない」。学校にいた子どもの心に深い傷が残った。

　我が子の笑顔を取り戻そうと、保護者たちは登下校時に見守ったり、校内行事などを通じて励ましたりしたが、傷は今も癒えていないという。判決後、朴さんは「自分たちの主張が全て受け入れられて、今はほっとしている」と目を潤ませた。

　在特会による街宣の際、子ども３人の保護者で現場に駆け付けた龍谷大法科大学院教授の金尚均（キム・サンギュン）さん（４７）は、がなり立てるような怒号が今も耳から離れない。「今回の出来事が日本人と在日朝鮮人が共にどう生きていくのか、語り合うきっかけになれば」と話した。

　閉廷後、大阪市内で記者会見した原告の京都朝鮮学園（京都市）、孫智正（ソン・チジョン）理事長（５７）は「在日コリアンに対する差別や偏見に影響されることなく、正義を貫徹した裁判官に感謝と敬意の念を伝えたい。今回の判決が、差別を許さないという日本社会の動きを後押しすることを期待する」と語った。

　弁護団の冨増四季（とみます・しき）弁護士（京都弁護士会）は「日本での朝鮮学校の民族教育についても法的保護の対象であると認定しており、１審判決より踏み込んだ判断となっている」と評価した。

◇在日特権を許さない市民の会
　２００６年１２月設立。在日韓国・朝鮮人の特別永住資格などを「在日特権」と呼んで廃止すべきだと主張、街宣活動の動画をネットに投稿している。ホームページによると、全国３５カ所に支部があり、会員は約１万４５００人。

http://mainichi.jp/select/news/20140708k0000e040217000c.html
・Ｌｉｓｔｅｎｉｎｇ:＜記者の目＞「子どもの貧困対策法」大綱づくり＝福田隆（大阪社会部）
（7月9日）

　◇大胆に「負の連鎖」断て

　与野党の議員立法で成立し、今年１月に施行された「子どもの貧困対策法」に基づく大綱づくりが、大詰めを迎えている。子どもの貧困は当事者から声が上がりにくく「見えない問題」と言われるが、貧困の世代間連鎖が進むなど事態は深刻さを増している。大綱は法律を具体化するための政府の基本方針だ。負の連鎖を断ち切るために実効性のある方針が打ち出せるか、支援に携わる全国の関係者が注視しているが、予断を許さないと私は考えている。

　国際的に日本の子どもの貧困度は高い。所得が中央値の半分に満たない世帯で暮らす１８歳未満の割合（相対的貧困率）は、２００９年で１５・７％と、経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）加盟３４カ国中２５位だ。ひとり親世帯に限れば５０・８％で同３３位となる。生活保護受給世帯の子どもの高校進学率は１３年で８９・９％（全体は９８・４％）にとどまり、世代間連鎖が起きていることが分かる。対策は急務だ。

　◇進学きっかけに生活再建は可能

　その対策計画を都道府県が作る際、指針となるのが大綱だ。盛り込むべき内容を議論する検討会は、有識者や当事者など常任の構成員９人とオブザーバー２人で構成され、外部有識者も交え計４回にわたり議論した。その結果、児童扶養手当などの支給対象となる子どもの年齢の上限を１８歳から２０歳に拡大▽給付型奨学金の拡充▽給食の無償化▽保護者の健康確保▽官民による基金創設−−など、具体策が挙がった。外部有識者として参加した湯沢直美・立教大教授（社会福祉論）は「（採用の厳しい）労働市場にも家族にも依存できなくなった現状の中で、どのような政策が必要で、どのような社会を望むのか。１０、２０年後を見据えてほしい」と注文した。

　私はこれまで、大阪や東京で厳しい環境にある教育現場に足を運んできた。「将来の夢」をイメージすらできない子どもがいかに多いか、思い知らされている。

　大阪市に近いある市では「しんどい学校」の存在を知った。勉強が分からず、経済的にも恵まれない。親と接する時間は乏しく、手本となる大人も少ない。そんな環境で、子どもたちは自己肯定感を失っていた。ある中学校で、教師の生活指導に「セクハラや」と騒ぎ立てて暴れる女子生徒がいた。学校に抗議してきたその母も若い頃、常習的に補導されていた。

　東京都の下町で高校受験のため開かれている学習支援教室では、不登校状態の中学３年の女子生徒がボランティアの公務員や大学生から教えられていた。ピアスに付けまつげで、スナック菓子をほおばりながら問題に向かうが、親からの携帯電話が鳴ると大げんかが始まる。それでも問題が解けたことを褒めると、笑顔が可愛らしい。ここでは高校進学は当たり前ではない。宮武正明・こども教育宝仙大准教授（児童家庭福祉論）は「底辺校とされる高校にでも、進学することで本人と家族の生活が再建できる」と話す。

　◇具体策の実現へ国は実態直視を

　検討会で挙がったような具体策が実現するなら、子どもの将来に道を開くだろう。しかし昨年度、文部科学省を担当した私は、霞が関の現場感覚に不安を覚えている。印象深いのが、全国学力・学習状況調査（全国学力テスト）の学校別結果の公表を、各自治体・教委の判断で可能にした政策変更だ。学校別結果がリスト化されれば、地域の序列化が進み、特定地域の荒廃が加速する懸念がある。しかし省内には「問題は起きないだろう」「公表を進める首長を有権者が選んだのだから」と関心が薄かった。

　大綱づくりの仕組みにも問題がある。検討会は意見を述べるに過ぎず、最終的には関係閣僚や与党の協議で決めるからだ。６月２１〜３０日、検討会の議論内容を集約した「大綱案に盛り込むべき事項」が公表され、パブリックコメントが募集された。７月中に大綱を閣議決定する予定だ。

　が、検討会の議論が骨抜きになる心配はないか。検討会構成員の道中隆・関西国際大教授（社会保障論）も「関係省庁の論理がぶつかって機能しない可能性がある」と懸念し、「実態調査の実施と、法の運用を継続的にチェックする組織の設置は、必ず大綱に盛り込むべきだ」と訴える。

　調査に基づき支援を要する層を見定めたうえで、家族を含めた健康の確保や教育の完全無償化など、大胆な施策が必要だ。

　少子高齢化が進む中、子どもが自立した社会人になれないようでは、この国に未来はないだろう。もはや子ども自身の努力だけで人生を切り開けないという現実を、国は直視しなければならない。大綱を「国家戦略」として位置付けるべきだ。

http://mainichi.jp/journalism/listening/news/20140709org00m040026000c.html
・震災避難者:宮崎で訪問型支援員の育成講座（7月11日）
　東日本大震災後、東北や関東地方から宮崎県に避難し移住した母子らでつくる交流団体「うみがめのたまご」が１１日、避難者らの孤立化防止を目的とした訪問型支援員の育成講座を始めた。九州では初の試みという。来年度からの本格始動を目指す。

　古田ひろみ代表（４５）によると、県内の避難・移住者は３００世帯を超え、生活を再建した人と、なお経済的に困窮し精神的に苦しんでいる人に二極化している。避難を周囲に隠す傾向もあるといい「悩みを抱えて孤立し、児童虐待や自殺につながることが心配される」と話す。

　支援員は２人１組で各家庭を訪問し、心配ごとを聞き、専門家や行政との連携を図る。１１日の講座には避難者４人を含む２０人が参加し、宮崎市で子育て家庭の訪問支援に取り組むＮＰＯ関係者から「無理に励まさない」「対等な立場で聞く」などの心構えを聞いた。

　東京から避難し講座に参加した主婦、垣尾智美さん（４２）は「避難者が周囲になじめず、壁を感じる気持ちも分かる。相手の立場を尊重し、寄り添うような支援をしたい」と話した。【菅野蘭】

http://mainichi.jp/select/news/20140712k0000m040048000c.html
・なるほドリ:ひとり親家庭は「貧困」なの？（7月11日）
　なるほドリ　ひとり親家庭は「貧困」なの？

　記者　全国民のうち、低所得の人の割合を示す「相対的貧困率」（２００９年）が、ひとり親世帯で５０．８％。厚生労働省が１１年に実施した調査によると、年間就労収入は母子家庭で１８１万円、父子家庭で３６０万円。手当などを含めても、子どものいる世帯の平均年収と比べると、母子家庭はその４割です。

　Ｑ　なぜ貧しいの？

　Ａ　日本は他国に比べひとり親家庭の８割以上が働いているのに貧しいという特徴があります。前述の調査で母子家庭の非正規雇用は５２％で１８年前の調査から２０ポイント上昇し、父子家庭でも非正規化が進んでいます。女性の場合は出産で半数以上が離職するなどの事情もあります。養育費の取り立て制度もなく貧困に陥る社会構造があると指摘されています。

http://mainichi.jp/area/news/20140711ddn041070010000c.html
・学習指導要領:幼児に小１学習内容　文科省方針、生活科を想定（7月12日）
　文部科学省は次期学習指導要領の改定で、現行の小学１年生の学習内容の一部を幼稚園や保育所での教育・保育内容に移行させる検討を始める。幼稚園・保育所から小学校へ接続を円滑に進めることや質の高い幼児教育が将来に好影響を及ぼすという研究成果もあることから、幼児教育義務化を見据えた「学制改革」の一環。年内にも文科相の諮問機関「中央教育審議会」に諮問し制度設計を議論。早ければ２０１６年の改定を目指す。

　幼稚園教育要領と保育所保育指針に、小学１年の学習内容の要素を取り込むことを検討する。小学１・２年生の社会と理科を廃して１９９２年度から新設された教科「生活科」などを想定している。生活科は体験活動が中心。動植物とのふれあいなど幼稚園や保育所で実践されている内容もあるため重複内容も見直す。絵本などの普及で５歳児の識字率が上がっているため、国語のひらがなの読み書きのほか、算数の足し算、引き算も検討対象にする。

　小学１年生を巡っては、入学直後に「集団生活」や長時間座った授業になじめない「小１プロブレム」が問題化。こうした状況から、政府の教育再生実行会議は３日に公表した「学制改革」に関する提言で、小学校との円滑な接続を意識した幼児教育の見直しを求めた。

　提言には、義務教育化も検討項目として盛り込まれたが、義務化は「無償」が前提。５歳児の無償化だけでも２６１０億円かかり、財政面から早期実現は困難とみられる。このため学習内容の見直しを先行する方針にした。「幼保」に移行した分、小学１年の学習内容を柔軟に運用できる利点もある。

　文科省によると、５歳児の９９％は幼稚園か保育所に通っているが、いずれにも通っていない５歳児が推計で約１万人いるとされる。こうした幼児への対応や幼稚園教諭、保育士への研修も必要になり、改定を議論する際の課題になりそうだ。【三木陽介】

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

　■ことば

　◇学習指導要領

　小中高校の教育の指針と内容に関する国の基準。ほぼ１０年に１度改定される。幼稚園教育要領と保育所保育指針も連動しての改定となる。現行指導要領の改定は０８〜０９年。小中高校は教科書があるため改定のおよそ３年後に完全実施されるが、幼稚園は０８年改定で翌０９年実施。次期改定では、幼児教育の見直しのほか、小学校高学年での英語教科化、高校の日本史必修化なども検討される。

http://mainichi.jp/shimen/news/20140712ddm001100209000c.html
・岡山女児保護:容疑者「好み通りに育て結婚するつもり…」（7月22日）
　岡山県倉敷市の小学５年の女児（１１）が行方不明になり、岡山市北区の無職、藤原武容疑者（４９）が監禁容疑で逮捕された事件で、藤原容疑者が県警の調べに「４月に通学路で偶然見つけ、気に入った。好み通りに育て、結婚するつもりだった」と供述していることが２１日、捜査関係者への取材で分かった。一方、女児は「無理やり車に乗せられた。怖かった」と話していることも判明。県警は容姿を気に入った藤原容疑者が一方的な願望で事件を起こしたとみて、未成年者略取容疑で再逮捕する方針を固めた。

　女児は今月１４日夕、学校から帰宅途中に行方不明になった。県警によると、藤原容疑者は自分の車の脇に女児といる姿を同級生に目撃されている。この際、藤原容疑者は女児にナイフを見せて「殺すぞ」と脅し、車に連れ込んでいたという。

　車は約８キロ離れた藤原容疑者宅へ直行し、女児は１階洋間に５日間、監禁された。藤原容疑者は外出の度に外から鍵をかけていたという。県警は、女児が強く脅迫されたことで、抵抗できない心理状態になっていたとみている。

　県警は２１日、藤原容疑者を岡山地検に送検した。【五十嵐朋子、原田悠自、平川義之】

http://mainichi.jp/select/news/20140722k0000m040099000c.html
・１５歳のニュース:スクールクライシス学校危機・心と命を救おう　「優しい心」を持つ　／大阪
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(7月26日)

　◆武田さち子さんと考える

　◇いじめ苦に自死、１５歳が残した言葉　加害者救わねば、被害なくならぬ

　「優しい心が一番大切だよ。その心を持っていないあの子たちのほうが可哀そうなんだ」。１９９８年７月２７日、いじめを苦に自死した小森香澄さん（当時高校１年生・１５歳）が、亡くなる４日前に母親に残した言葉です。

　香澄さんの両親は香澄さんの死後、いじめをなくすための活動をしています。私が理事を務めるＮＰＯ法人ジェントルハートプロジェクトの名称は香澄さんのメッセージからとりました。「ジェントルハート」とは「優しい心」という意味です。相手を思いやることのできる優しい心があれば、少なくとも死に追いつめてしまうほどのいじめはなくせるのではないかと私たちは考えます。

　香澄さんは小学校の頃からあこがれていたブラスバンドのある高校に入学し、吹奏楽部に入るという夢を実現しました。しかし、そこでいじめにあいました。

　香澄さんは中学まではドラムを演奏していましたが、高校からトロンボーンを始めました。同級生の女子部員３人から、きつい言葉を投げかけられていることを母親に話していました。

　入学当時、夢と希望に胸を膨らませていた香澄さんは徐々に元気がなくなり、学校を休むことも増えてきました。心配した母親は学校に何度も相談に行きましたが改善されませんでした。また、香澄さんをカウンセリングに連れて行ったりもしました。カウンセラーに話を聴いてもらうと香澄さんは少し元気になります。しかしすぐに元に戻ってしまいます。香澄さんがどんなに心の持ちようを変えようとしても、いじめは続いていたのですから、当然でした。

　母親は香澄さんに、学校に行かなくてもよいことを伝えていましたが、香澄さんは学校には行けなくとも部活には行くことがありました。休めばその分、練習が遅れ、またいじめの口実を与えてしまうと思ったのでしょうか。あこがれの吹奏楽部に入って、将来は音楽に関わる仕事がしたいという夢が、いじめから逃げるという選択肢を邪魔したのでしょうか。

　その日、香澄さんは夏休み中の部活動に参加しようとして、一旦は家を出たものの途中で足が動かなくなり、父親に背負われて自宅に帰りました。その直後に自死行為をしたのです。

いじめていた生徒たちからは、いくら待っても謝罪はありませんでした。学校はいじめがあったことも、母親が何度も相談していたことも認めず、香澄さんの死因は「その他」に分類されました。両親は学校設置者と元同級生３人を相手に訴訟を起こしました。
　法廷で３人の元同級生らはそれぞれ、「自分たちはいじめをしていない」と言い、香澄さんが亡くなったあと、周囲から加害者扱いされて、いかに自分たちがつらい思いをしたかということを懸命に語りました。そして、「香澄さんのためを思って言った」「悪いことをしたとは思っていない」「もし香澄さんが生きていたとしても同じことをするだろう」と言ったのです。

　１審判決で裁判所は、３人のうち１人について、「アトピーがきたない」「顔が醜い」などと中傷したことや、「部活に邪魔」などと香澄さんの存在価値を否定したこと、病気療養中の香澄さんに「もう仮病は治ったの」などと言ったことなどについて、大きな精神的苦痛を与えたと認めました。残り２人については損害賠償こそ認めませんでしたが、攻撃的な言い方が香澄さんに精神的な苦痛をもたらしたとしました。また、学校については、度重なる母親の訴えにもかかわらず、対応しなかったとして注意義務違反を認めました。裁判はその後、２審で和解して終わりました。

　小森夫妻とともにいじめをなくす活動を続けるなかで、私たちは改めて「優しい心を持っていないあの子たちのほうが可哀そうなんだ」と言った香澄さんの言葉の意味をかみしめています。

　香澄さんが亡くなったあと、元同級生たちは反省することなく、「自分たちこそ被害者だ」と考えていたようです。彼女たちはけっして幸せそうには見えませんでした。

　いじめは加害者の問題です。被害者を救済しても、加害者をなくさない限り、新たな犠牲者が出ます。加害者の心を救うことが結果的に、被害者を救うことにつながるのです。私たちは、その方法を探し続けています。（ＮＰＯ「ジェントルハートプロジェクト」理事）

　参考資料＝「わが子のいじめ自殺でわかった　今、子どもたちと教師に起きている本当のこと」（小森美登里著・ＷＡＶＥ出版）

http://mainichi.jp/life/edu/news/20140726ddlk27100432000c.html
・くらしナビ・ライフスタイル:母子家庭の「貧困」今も昔も　当事者同士が対談（7月29日）
　ひとり親家庭の半数以上が「貧困」とされる。この４０年で母子家庭はおよそ倍増したが、厳しい暮らしが変わらないのはなぜなのか。自身も当事者で母子家庭の支援に長年携わるＮＰＯ法人「しんぐるまざあず・ふぉーらむ」（東京都千代田区）の赤石千衣子（ちえこ）理事長（５９）と、４０年前に日本で初めて離婚母子家庭の当事者団体をつくった広島市の畠山裕子さん（７５）が語り合った。

　「これ以上、がんばれない……」

　赤石さんが今春刊行した「ひとり親家庭」（岩波新書）の帯に書かれた言葉だ。２０１３年の国民生活基礎調査によると、１２年の「相対的貧困率」（経済面で普通の暮らしが難しい人の割合）は、ひとり親世帯で５４・６％。同居親族がいない母子家庭の平均年収は２４３万円で、子がいる世帯の４割に満たない。赤石さんは同著で、働けど貧しいシングルマザーを紹介した。

　畠山さんは「母子家庭の貧困は変わらない」と語気を荒らげる。１９６５年、長女が２歳の時に離婚した。見つけた事務職の初任給は１万７０００円で、９０００円の家賃を払うと食べるのもやっと。７４年、離婚や非婚の母子家庭に支払われる児童扶養手当の充実を訴えるため、同じ立場の地元の仲間約２０人と「児童扶養手当を１５才から１８才に引き上げる会」をつくった。

　９割が働くが４割弱は生活保護基準以下の収入、養育費を受け取るのは２割−−。「引き上げる会」が７７年に実施したアンケート調査は、現代の状況と酷似する。当時、女性が働ける職場自体が少なかった。低収入の原因について、調査は工員など過酷な労働環境のため転職が多くなり、勤続年数がのびないことなどを挙げる。

　今、低収入が続く理由を、赤石さんは「非正規化が進んだこと」と指摘する。厚生労働省の１１年の調査では母子家庭の非正規雇用は５２％で、１８年前から約２０ポイント増えた。

　「日本の社会制度は男性の稼ぎ主を想定して設計されている」と赤石さん。女性の半数以上は出産で離職するが、一度正社員を辞めると正規雇用に戻るのは難しい。子のいる２５〜４４歳の女性の賃金は同世代の男性より６割低いとの統計もある。赤石さんは「非正規職をかけもちしても高校卒業後に正社員だった時の年収を超えない。水商売で働く母親も、相談の中で増えてきた印象がある」と語る。

　●死別と離婚で差別

　母子家庭の“命綱”とされる児童扶養手当はどう変化したか。畠山さんが「引き上げる会」をつくったのは、「離婚母子家庭への差別」への怒りからだ。夫と死別した母子家庭に支給される母子年金（現在は遺族基礎年金）の額は、手当のほぼ倍。出る期間も年金が１８歳までで、手当は当時１５歳までと差があった。畠山さんは「『離婚は身勝手』と公然と批判された。せめて子どもを高校に行かせたいと運動を始めた」と話す。

　夜行電車で上京し陳情を繰り返した畠山さんらの運動の成果で、支給年齢は７８年までに１８歳に上がった。だがその後は離婚件数とともに受給者が増え、抑制の方向性が繰り返し示されてきた。「福祉から自立へ」と実施された０２年の母子家庭施策の転換では、就労支援と引きかえに、満額支給される人の所得制限が強化された。

　赤石さんは「今も手当と遺族年金との差額は埋まっていない。非婚の母に適用されない『寡婦控除』もそうだが、家族が多様化する中、（婚姻を重視する）家制度は消えていない」と批判する。

　生活の厳しさは、子どもに影響する。畠山さんは「活動していた仲間の子どもの多くは、今も貧困。不登校を経験した子も多い」。現代も、ひとり親家庭に不登校の割合が高いとの調査がある。高校進学率は上がったが、雇用の非正規化で、安定した職を得られない若者も増えた。「多額の借金を背負って、大学や専門学校に進学させる母親が目立つ」と赤石さんは指摘する。

　●不当なことに怒れ

　４０年で変わったこともある。畠山さんは「バツイチという言葉が出た頃から、社会の視線が優しくなった」。子どもの貧困が注目されたことで、食料支援や学習支援に取り組む団体も増えた。

　現代の母親に、畠山さんは「不当なことには、怒れ」と助言する。「社会が取り組まないと、貧困は変わらない。立ち上がらないと分からないことがある」。当事者が集まって励まし合う「おしゃべり会」は珍しくないが、始めたのは畠山さんたちだ。赤石さんは「母親たちは、世間に迷惑をかけてはいけないと肩身を狭くして生きている。生き方を肯定し合える当事者のグループを各地につくりたい」と話した。【反橋希美】

http://mainichi.jp/shimen/news/20140729ddm013100002000c.html
＊産経新聞

・性犯罪も可視化対象に　被害女性に二重の苦痛、泣き寝入り危惧（7月1日）
　法制審特別部会の最終案では、性犯罪で逮捕された容疑者の取り調べも録音・録画（可視化）の対象となった。警察庁幹部は「容疑者の供述が法廷で明らかになれば、被害女性のプライバシーが著しく侵害され、二重の苦痛を招く。何より、被害の届け出をためらう女性が出てくるのでは」と懸念している。

　内閣府が平成２４年にまとめた調査では、婦女暴行事件の被害女性が「周囲の人に相談した」と回答したのは２８・４％で、警察への相談はこのうちわずか３・７％にすぎなかった。相談しなかった理由は、「恥ずかしい」（４６・２％）▽「思いだしたくない」（２２・０％）▽「自分さえ我慢すれば…」（２０・９％）などとなっている。

　性暴力に詳しいカウンセラーの井上摩耶子さんは「そもそも性犯罪は会社の上司と部下など顔見知り同士で起きる場合が大半。女性側は今後の人間関係や自分のキャリアへの影響を考え、誰にも相談できずに悩みを抱え込んでしまう」と指摘する。警察庁幹部は「可視化が悪い方向に影響が出て、性犯罪の被害女性が警察に届け出なくなり、泣き寝入りすることが最も心配だ」と危惧している。

http://sankei.jp.msn.com/affairs/news/140701/trl14070111440001-n1.htm
・子供置き去り３年間で６６７件　児相対応（7月2日）
　田村憲久厚生労働相は１日の記者会見で、全国の児童相談所が対応した児童虐待のうち、親が育児を放棄（ネグレクト）し、自宅や路上に子供を置き去りにしたケースが平成２２～２４年度の３年間で計６６７件あったと明らかにした。

　神奈川県厚木市で今年５月に男児の遺体が見つかった事件では、父親がアパートに置き去りにし、十分な食事を与えずに衰弱死させたとして逮捕された。厚労省担当者は「子供の命に関わるケースが含まれている恐れがあり、引き続き対策を検討する」としている。

　厚労省によると、６６７件はいずれも、各地の児童相談所に相談や通告があった。このうち生まれたばかりの乳児が病院の玄関先で見つかるなど、親が分からないケースが１０２件。親は分かっているが所在不明のまま、子供が自宅などに置き去りにされたケースが５６５件だった。

　年代別では、３歳未満が２４０件、３歳～就学前が１９３件、小学生１６２件、中学生５１件、高校・その他が２１件。

http://sankei.jp.msn.com/affairs/news/140702/crm14070209110004-n1.htm
・いじめ防止に事例集　文科省有識者会議、初会合で提案（7月2日）
　昨年９月施行のいじめ防止対策推進法に基づいて、取り組み状況の把握や検証をする文部科学省の有識者会議の初会合が２日開かれ、取り組みの事例集作成や関係団体の連携が提案された。

　会合では、委員が所属する各団体の取り組みを報告。都道府県や市町村の小中高校や各団体に呼びかけ、いじめ防止に効果的な取り組み事例集を作ることを文科省が提案した。委員からは「関係団体の横のつながりをつくるためにも有意義」と賛同意見が出た。

　また来年１月、いじめ問題に積極的に取り組んだ小中学校の児童・生徒を集め、文科省が取り組み事例の紹介や意見交換をするサミットを開催することが報告された。

　文科省の調査で、今年４月１日時点でいじめ防止基本方針を策定した都道府県と政令市は４５、策定作業中は２２だった。委員から「都道府県が決めてくれると市町村の動きも加速する」と期待する声が上がった。

http://sankei.jp.msn.com/life/news/140702/edc14070222290005-n1.htm
・「いじめるなら私を代わりに」小３女児、同級生かばい蹴られて負傷　愛知（7月2日）

　愛知県豊橋市教育委員会は１日、市立小３年生のクラスで６月、８～９歳の男児２人と女児の計３人が、同級生女児へのいじめをかばおうとした女子児童（８）の背中をたたいたり、跳び蹴りしたりし、頭部打撲など１週間のけがを負わせていたと発表した。

　市教委によると、同級生女児は４月以降、男児らから砂をかけられるなどのいじめを受けていた。女子児童が６月２日、「いじめるなら私を代わりにいじめて」と発言したところ、伝え聞いた男児らが３日午後の休み時間に教室で暴行した。数分後、授業のため教室に来た男性担任（２３）が気付いて暴行を止めたが、女子児童を病院に連れて行かず、両親にも連絡しなかった。

　担任らは４日に両親を訪ね事態を説明。両親が女子児童を病院へ連れて行くと、１週間のけがと診断された。女子児童は５日から学校を休んだが、男児らとその親が謝罪したため、２７日から登校を再開したという。

　市教委は「担任の指導経験は浅く、担任を支える態勢も弱かった。教職員の意識を改めたい」と話している。

http://sankei.jp.msn.com/affairs/news/140702/crm14070209530001-n1.htm
・遠足先から「悪霊テークアウト」？　女子生徒集団パニック（7月2日）
　福岡県柳川市の私立柳川高校で女子生徒計２６人が体調を崩した騒ぎで同校は１日、臨時休校とした上で心理カウンセラーを呼んで教職員会議を開き対応を協議した。同校は原因不明としているが、「霊に取りつかれた生徒が倒れた」などの噂がツイッターで話題になっていることが分かった。

　同校によると、６月３０日午前１０時前、１年の女子生徒が授業中に「キャーッ！」と突然叫び声を上げてうずくまった。同じクラスの数人もうずくまり、様子を見に来た生徒らも同じような症状になったという。同校は集団パニックになった可能性があるとみており、体調を崩した生徒は保護者に付き添われて帰宅した。

　その後、「遠足に行った英彦山（ひこさん）で悪霊をテークアウト」「霊に取りつかれた女子生徒が『殺してくれ』と叫び暴れ出した」といった噂がツイッターなどで広がった。英彦山は霊場として知られている。

同校は１日、生徒全員に電話で聞き取りを行い、容体が悪化した生徒がいないことを確認。２日から心理カウンセラーを待機させた。
　同校の森繁光副校長は噂について「学校では積極的に把握していない」とし、「生徒も落ち着きを取り戻しはじめているので、静かに見届けてほしい」と話した。

http://sankei.jp.msn.com/affairs/news/140702/dst14070218000007-n1.htm
・このままでは息子を殺してしまう…自分を抑えられず、追い詰められた母に児相は「相談は１カ月待ちです」と言った（7月3日）
[image: image7.jpg]


　泣き続ける幼い長男の声に耳をふさぐ。部屋の隅にうずくまり、そのまま何時間も動けない。関西地方に住む下田美奈子さん（４４）＝仮名＝は、長男が生まれたばかりだった１０年ほど前の自分を振り返り、「何度も愛そうとしたけど、当時はできなかった。そんな自分が悲しくて仕方なかった」と目を伏せた。
　おなかを痛めて産んだわが子に関心が持てず「他の母親とは違う」と焦った。育児本を読んでもうまくいかない。「子供は満腹になれば眠る、あやしてやれば泣きやむと思っていた」

　夫は仕事で帰りが遅く、周囲に頼れる人はいない。実母にも悩みを打ち明けられなかった。仕事と家事を完璧に両立する母の前では幼い頃から「よい子」でいた。素直な気持ちを見せることに遠慮があった。

　孤独だった。布団から出られなくなり、泣いて甘える長男から目を背けた。

　言うことを聞かないときには、小さな腕を力いっぱい引っ張り回し、寝たくないとぐずれば布団で押さえ込んでいた。やかんの湯、タオル、包丁…。家にあるもの全てが長男と自分を殺すための道具に見えた。

　追い詰められ、児童相談所（児相）に電話したが、相談への対応自体が「１カ月待ちです」と言われ、絶望した。親族が再度児相に掛け合い、急を要すると判断され、日中は長男を保育所に預ける措置がとられた。１人きりの時間を持てるようになり、ようやく気持ちが落ち着いた。

欧米の５倍…２代・３代にわたる虐待の連鎖

　厚生労働省によると、全国の児相が対応した児童虐待の相談件数は、平成２４年度で過去最多の６万６７０１件。調査を始めた２年度から毎年増え続けている。虐待で犠牲になった子供の数は、親子の心中を含め、過去１０年間で計８５０人にのぼる。

　虐待件数の増加に伴い、対応する児相の負担も深刻化している。日本子ども家庭総合研究所によると、児童福祉司１人あたりが受け持つ平均相談件数は、１８年で１０７件。欧米と比べて約５倍の多さだった。

こうした中、虐待をめぐっては、心に傷を負ったまま成長した人がわが子に同じことを繰り返す「負の連鎖」も指摘される。かつて大阪市で児相所長を務めた津崎哲郎・花園大教授は、自分が育てられたようにしか子供を育てることができず、２代、３代にわたって虐待が繰り返されたケースを幾度も見てきた。
　「他人に理解され、信頼感を持てる経験がないと、連鎖を断ち切るのは難しい」。津崎教授は「都市部を中心に社会的なつながりが失われ、地域の中で親として成熟する機会が失われている。このままでは虐待は増える一方だ」と警鐘を鳴らす。

虐待してしまうんじゃないか

　「虐待を受けた自分が、生まれてくる子供にも虐待をしてしまうんじゃないかと、ずっと不安だった」

　大阪府の上原よう子さん（３１）は、第１子を妊娠したとき、虐待の連鎖を恐れた。

　幼い頃から実父に虐待を受け、３歳のときには脇をナイフで刺された。両親は離婚したが、母の再婚相手にも虐待された。たばこの火を体中に押しつけられ、気絶するほど殴られた。家の中に軟禁され、長期間中学校へ通わせてもらえなかった。中学を卒業後、縫製工場で働き出したが、毎月の給料を全て取り上げられ、ギャンブル代に消えた。

　１７歳で家を飛び出し、１年後、飲食店で働いていたときに出会った夫（３７）との間に、子供を授かった。妊娠直後、夫と夫の両親に初めて生い立ちを話した。両親は「あなたは嫁じゃなくて私たちの娘だよ」と優しく受け止め、「赤ちゃんはみんなで育てよう」と言ってくれた。

　自分以外にも虐待を受けて苦しむ人はたくさんいる。そんな人たちの支えになりたいと、２４年１２月にＮＰＯ法人を設立。現在は「虐待防止活動家」として、自身の体験を語り、同じような悩みを抱える人たちに寄り添っている。

夫とその両親、３人の子供たちとの生活。子供の頃、家庭の中のどこにもなかった自分の居場所が、今はある。
　「家族や近所の人のサポートがあれば、虐待は起こらない」。上原さんは心に誓っている。「みんなに支えられているから大丈夫。私は絶対に虐待はしない」

http://sankei.jp.msn.com/west/west_life/news/140627/wlf14062707000002-n3.htm
・「セパレート型」「スカート・フリル付」も、変わるスクール水着…露出抑え、女子児童狙った性犯罪防止効果も（7月3日）
　小学校ではプール開きが行われ、水泳の授業が始まっている。ところが最近、女子児童が着用する「スクール水着」が変化している。かつては肩から足の付け根付近までを覆う、飾りのないシンプルな「ワンピース型」がほとんどだったが、上下が分かれたセパレートタイプや、短パン丈のオールインワン、スカート付きやフリル付きも登場している。そこには、子供の肌をあまりさらしたくないという親心とともに、「スクール水着を学校の授業だけで使うのはもったいない」という意識も働いているようだ。

（木村郁子）

従来型は肌の露出が気になる

　「うわーっ、冷たい」「気持ちいい」。プールサイドで児童の歓声が響く甲南小学校（神戸市東灘区）。次々とプールに飛び込む児童の水着は、女子は全員、すべて短パン丈のつなぎ型のオールインワンだ。

　「２年前に学校指定の水着を女子児童はワンピース型から、つなぎ型に変更しました。実は児童の反応はいまひとつですが、保護者には好評です」と同校の祢津芳信教頭。変更をきめた理由のひとつには、子供をめぐる犯罪が多発する中、肌の露出を少なくしたい、という保護者の声があったという。

　娘が３年生に在籍している、松尾知子さん（４１）は、「昔ながらのスクール水着では、体つきの変わる高学年になれば、露出が気になります。このタイプは腰から太ももまで体を覆うので安心です」と話す。

親は安心、児童も喜ぶ

　体育用品の企画製造販売大手のフットマーク（東京都墨田区）によると、平成１９年ごろから、オールインワンをはじめとした露出の少ない短パンタイプの水着の売り上げが、従来のスクール水着を上回るようになったという。理由は「不審者対策もそうですが、セパレートの場合は着脱のしやすさもあるようです」と同社広報担当の吉河祐子さん。

さらに同社は昨年から、腰回りと肩紐部分にフリルをあしらい、スカート風のスクール水着を発売。「小学校の水着は色が黒や紺と決められ、かわいくない、とがっかりしていた女子児童に人気です」。スカート部分が女子児童が気にする腰回りなどを隠す上、防犯上もよいと保護者にも人気で、昨年は予想の１０倍を超える売れ行きだったという。
ゆとり教育の影響？

　同社によると、水着は従来、学校の指定店で決められたタイプを購入するのが一般的だった。しかし、２０００年代に入ると、ゆとり教育の影響で体育の授業時間が減少、必然的に水泳の時間も減ったため、保護者の間から、「少ない時間なのにわざわざ学校指定の水着を購入するのはもったいない」という声が上がるようになった。

　そこで、学校側は色だけを指定、あとは各家庭に任されるので、量販店で安価な水着を買ったり、逆にネットでしゃれたタイプを購入し、家族や友達と海やプールにいく際にも使う、といったケースが少しずつ増えてきたという。

　ネットショップ最大手の楽天市場で扱う女子児童のスクール水着は約４４０点。このうち、従来のワンピース型のスクール水着は約半数にとどまり、「セパレート」や「オールインワン」、「スカート付き」などが増えている。

さらに同社は昨年から、腰回りと肩紐部分にフリルをあしらい、スカート風のスクール水着を発売。「小学校の水着は色が黒や紺と決められ、かわいくない、とがっかりしていた女子児童に人気です」。スカート部分が女子児童が気にする腰回りなどを隠す上、防犯上もよいと保護者にも人気で、昨年は予想の１０倍を超える売れ行きだったという。
「スクール水着の相場は２０００円から３０００円。セパレートタイプはやオールインワンタイプは、２００円から３００円高いものの、機能性、防犯性などを考えて、選ばれるようです」と、同社広報担当の代田真麻さんは話す。
http://sankei.jp.msn.com/west/west_life/news/140703/wlf14070320360001-n1.htm
・虐待の末「鎧」をまとい、不信を募らせる子…里親への「試し行動」“包容力”計る子も（7月7日）

　「痛いの痛いの飛んでいけー」。愛知県小牧市の民家の一室で、保育士の田中さゆりさん（３９）が、転んだ２歳の女児を抱きかかえた。昨年、自宅で無認可保育園を開設し、０歳から３歳までの幼児１２人を預かっている。

　「私の両親は怒るだけでなく、抱きしめてくれた。それが安心感につながっていた。だから自分も心がけているんです」

　生後１週間で乳児院に預けられ、２歳の時に引き取られた里親家庭で２年ほど暮らしたが、育児ノイローゼになった里親の女性に虐待を受けた。

　いったん児童養護施設に入り、４歳半のとき、大阪府阪南市の中畑博さん（７９）、恵与（やすよ）さん（７８）夫妻に里子として迎え入れられた。夫妻宅には養子の姉、久子さん（４４）もいた。

　「久子に比べ、育てるのは大変だった」。夫妻が振り返る。菓子を独り占めしたり、よく嘘をついたり…。「鎧（よろい）で自分を固めたようにかたくなで、本音は言わない。子供らしくなかった」。大人への不信感にあふれていた。

　まだ幼い頃、手を焼いた恵与さんが、思い余って「お母ちゃんと死のう」と手を引いて海に入ったこともあった。田中さんも覚えているが「それでも怖くなかった」という。「裏切られないという安心感を、子供心に持っていたから」

　「里親が里子との関係を作る上で、『試し行動』への対応は大きなカギだ」。養子を前提とした里親委託の橋渡しをする家庭養護促進協会大阪事務所のソーシャルワーカー、中島悦子さん（３９）が指摘する。

　里子は自分をどの程度まで受け入れてくれるかを探るため、里親をわざと困らせるような行動に出ることがある。「関係性を築くのに、かなり長い年月を要することもある」

　中畑さん夫妻は、田中さんが中学生ぐらいになって「ようやくうちの子になった」と感じたという。

“密室”と化す家庭

核家族化の進行は孤立化へと向かい、親子関係にも変質をもたらした。児童虐待の急激な増加は、子供にとってぬくもりの場であるはずの家庭が“密室”と化し、逃げ場のない暴力がふるわれるケースの多さを示している。
　里親家庭や養育施設でも虐待事例はある。厚生労働省によると、平成２４年度は児童養護施設で５１件、里親・ファミリーホームで７件など計７１件（被害者数計１７３人）が確認された。調査を始めた２１年度以降で最多の件数。子供と里親、職員のボタンの掛け違えが、悲劇につながっている。

　一方、養子縁組では、子供に恵まれず養子を望む夫婦が増える半面、病気や障害を理由に引き取り手が見つからない子供も少なくない。

　田中さんも左手に先天性の障害があり、なかなか引き取り手がなかった。中畑さん夫妻が受け入れたのは、妹を欲しがった姉が強く望んだためだという。

　「養親になるには覚悟が必要だ。子供が欲しいという気持ちだけでは務まらない」。養子縁組を仲介するＮＰＯ法人「Ｂａｂｙぽけっと」（茨城県）の岡田卓子代表（５４）が語る。

　未成年の妊娠、性被害など、養子になる子供は例外なく複雑な事情を背負い生まれてきた。岡田さんは養子を望む夫婦に必ずその事情を伝える。「それを受け止められないなら、とても養子は受け入れられない」

血縁なくても「自慢の両親」

　親子の断絶がある一方で、血縁を超えた親子の愛があるのも確かだ。

　今月２日、栃木県の５０代の夫婦が、７年間育ててきた女児と実親の同意がなくても特別養子縁組を結べるよう求めた家事審判で、縁組を認めた宇都宮家裁の異例の決定が確定した。裁判官は、民法上の例外規定が適用されるとし「新たな親子関係を築くことが、子供のためだ」と判断した。

　子供の幸せをまず優先する社会の構築－。既成概念を破る勇気と、制度整備、機運の高まりが、今こそ求められているのかもしれない。「事情はあっても、誰にでも幸せになる権利はある」。岡田さんの信条だ。

「血はつながっていなくても、自慢の両親です」。田中さんは夫との間に子供を授からない中で、里親だった中畑さん夫妻のように、里子を引き取る道も模索し始めた。
　「怒るときも、腹が立つこともあった。でも、常に２人の娘、この子と姉のことしか考えていなかった」。中畑さん夫妻はしみじみ語る。「家族って不思議なつながりだと思う。この子たちは、わが家に生まれてくる子供だったんじゃないかと思うんです」

http://sankei.jp.msn.com/west/west_life/news/140628/wlf14062807000001-n1.htm
・不登校生の大学進学率が改善　文科省調査（7月9日）
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　文部科学省は９日、平成１８年度に不登校のまま中学を卒業した人を対象にした追跡調査を発表した。対象者約４万１千人のうち約１６００人が回答し、２０歳時で１９・０％が大学に進学していることが分かった。１３年前の前回調査の６・６％に比べ大きく改善したが、同世代の大学進学率の平均が約５割であることと比べると著しく低く、文科省では近く専門家会議を設置、支援策を検討する。

　中学卒業時の不登校生の追跡調査は今回で２回目。それによると、回答者の２０歳時の就学状況は大学のほか専門学校・各種学校１４・９％（前回８・０％）▽定時制や通信制などを含む高校９・０％（同６・５％）▽短大３・６％（同１・９％）－などで、いずれも前回調査を上回った。

　就学はせず就業している人は３４・５％（同５３・７％）、就学しながら就業をしている人は１９・６％（同９・３％）、就学も就業もしていない人は１８・１％（同２２・８％）－だった。

　進学率上昇について文科省では「高校に不登校生対象のクラスが設置されるなど、受け入れ態勢が進んでいる状況がうかがえる」と分析。ただ、不登校だった対象者の約４％しか回答しておらず、「必ずしも実態を正確に反映しているわけではない」とした。

　不登校だった当時の理由を複数回答で聞いたところ、「無気力でなんとなく」が最も多く４３・６％、「ぼんやりとした不安」が４２・９％、「いじめなど人間関係」４０・６％－と続いた。不登校のきっかけでは、「友人との関係」が５２・９％、「生活の乱れ」３４・２％、「勉強が分からない」３１・２％－など。

　一部の回答者に現在の心境を尋ねた聞き取り調査では、「逃げ出さず学校に行けばよかった」「不登校しか生きる道はなかった」などの回答が寄せられた。不登校経験が、良くも悪くもその後の生活に大きな影響を及ぼしているようだ。

http://sankei.jp.msn.com/life/news/140709/edc14070919190006-n1.htm
・「１人で１１６件」　虐待対応の職員に過重な負担　奈良県（7月10日）

　昨年度、奈良県こども家庭相談センターの職員１人当たりが対応した児童虐待の相談・通報件数は１１６件に上ったことが９日、奈良市内で開かれた「県子どもを虐待から守る審議会」で明らかになった。センターが対応した相談件数は昨年度１３９２件となり、過去最多を更新。相談に応じる職員の負担は増加しており、審議会では体制を充実させる必要性などが指摘された。

　審議会には県の担当者のほか、福祉や学校などの現場で虐待問題に取り組む専門家らが出席。これまでの対策や状況、今後の防止対策のあり方などについて議論を交わした。

　県によると、センターの職員が対応する件数は２２年度は１人当たり９９・１件、２３年度は同１０４・３件、２４年度は同１２０件と年々増加。担当者は「虐待に関する啓発などで県民の意識が高まり、通報件数は急激に増えているが、職員が追いついていないのが現状だ」と指摘する。

　審議会では、「職員の負担は相当なものだ。体制づくりのため、もう少し予算を充実してほしい」、「職員の増員や研修を図り、対応を強化するべきだ」などの意見が挙がった。

　また、実母による虐待が全体のほぼ６割を占める現状の中、「密室育児」による母親の心理的負担についても、早急な対応が必要な課題として上がった。

　これまで、県では孤立感を抱えているような家庭に対する継続的な家庭訪問支援などは行われていなかった。今後、県は新たに家庭訪問員の育成事業などに取り組む方針で、具体的な事業展開についての説明も行われた。

http://sankei.jp.msn.com/west/west_life/news/140710/wlf14071010140005-n1.htm
・「自分たちの菓子を盗み食いしたから」と４歳女児の両手足を結束バンドで縛った２２歳夫婦…まるでペット感覚の“躾”（7月10日）
　４歳の女の子に自分のお菓子を食べられ、腹が立った－。子供同士のけんかの理由かと思いきや、そうではないという。長女の両手足首を結束バンドで縛ってけがを負わせたとして、大阪府警が今年５月、傷害容疑で大阪府東大阪市の母親（２２）と内縁の夫の男（２２）を逮捕し、同６月に大阪地検が同罪で２人を起訴した。ポテトチップスにチョコレート、クッキー…。自分たちが買い込んでいたお菓子をたびたびつまみ食いされ、注意をしたが言うことを聞かないため、２人は「しつけ」の一環として長女を縛ったとされる。

　どんな動機であれ虐待は許されないが、まるでペット感覚の発想だ。しかし、過去には育児放棄の動機が「義母に似てきたから」と指摘されたり、「彼氏に会いたい」と子供をトイレに置き去りにしたとして逮捕されたりした母親もいた。大人になりきれていない親が多くなってきたのだろうか。

両手足を緊縛し全治３週間

　「子供の具合が悪い」。昨年７月、府内の病院に、母親と内縁の夫の男に伴われて４歳の女児が訪れた。診察にあたった医師は、両手首と両足首にくっきりと浮かんでいたひも状の皮下出血を確認すると、すぐに虐待を疑ったという。

　母親と男の起訴内容は、当時４歳だった長女が２人のお菓子を食べることなどに立腹。平成２５年７月初旬～同１９日ごろ、同居する大阪府東大阪市内の自宅マンションで、長女の両手首と両足首をプラスチック製の結束バンドできつく緊縛する暴行を加え、手と足に全治約３週間の外傷性皮下出血の傷害を負わせたとしている。

　捜査関係者によると、被害にあった長女は、母親の連れ子。母親と男は２４年夏、飲み会で出会って親密になり、昨年２月から３人で暮らし始めた。

血が止まり壊死の恐れ…たかがスナック菓子、３０分間も結束…氷山の一角
当時、男は工場勤務をしていたが、同居から数カ月後の昨春、バイクを運転中に事故を起こして退職。それ以降は保険金を切り崩して生活するように。同年夏ごろには、自宅マンション前の路上に軽乗用車を止め、車内で３人が寝ている様子も目撃されており、近所の住人は「車内でエアコンをかけて涼んでいるのか」と感じたという。
「お菓子を食べられ腹が立った」

　生活が一変し始めたこのころから、夫は長女を殴るなどの暴力を振るい始めた。　母親が加担することもあったといい、保護されたとき、長女の腹部には数カ所にわたってあざが残っていた。

　一家の異変は周辺住民も感じ取っており、マンション近くに住む４０代女性は、深夜に何度か女の子の悲鳴を聞いていた。「お腹が痛い」と叫ぶこともあったという。

　こうした変化の延長線上にあったのが、子供の手足を結束バンドで縛るという行動だったのか。だが、事件でもっとも奇異だったのは、虐待の動機だった。

　「昼寝をしている間に自分たちのお菓子を食べられた。注意したが、何回も繰り返されたので、縛った」

　逮捕後、大阪府警の調べに２人はこう供述した。

　元々、お菓子が好きだったという２人。自宅にポテチやチョコなどを大量に買い込んでいたが、長女が食べてしまうため、子供が届かない棚の上などに保管していたという。

　しかし、２人が昼寝しているときや不在のとき、長女は棚によじ登るなどしてお菓子を取り出し、こっそりつまみ食いしていた。このことに気付いた２人は、自分のお菓子を食べられたことに立腹し、長女の両手を結束バンドで拘束。最初は緩めだったが、長女がつまみ食いを繰り返すたびにエスカレートし、両手、両足ともに縛るようになったとされる。捜査関係者によると、長女は長い場合で３０分以上緊縛されていたという。

「彼に会いたくて」「義母に似てるから」

わが子にお菓子をつまみ食いされたから－。大人げない物言いは驚くばかりだが、同じような幼稚な動機で子供を虐待したりするケースは、ほかにもある。
　今年３月、ＪＲ新大阪駅（大阪市）のトイレに１歳の長女を置き去りにしたとして、母親が保護責任者遺棄容疑で逮捕されたが、調べに「彼氏に会いたくて置いて行った」と供述。その後、不起訴になったが、女児と離れて暮らすことを余儀なくされたという。

　また、奈良県では平成２２年３月、当時５歳の男児を餓死させる事件があった。両親が保護責任者遺棄致死罪に問われたが、母親の裁判員裁判の公判では検察側が冒頭陳述で「男児の表情や声が、折り合いの悪かったしゅうとめに似ていると感じたため、十分な食事を与えなくなった」と主張。母親は懲役９年６月の実刑判決を宣告された。

　なぜ、こうした親が後を絶たないのか。子供を襲う虐待をどうすれば防げるのだろうか。

　関西学院大の才村純教授（児童福祉論）は前提として「昔と違って今の家庭は地域的に孤立している」とした上で、「昔は子供がいたりすれば、近所の人が集まり、あやしたりしつけたりした。しかし、今はそういう機会がないので、子供のしつけ方を学ぶ経験が少ない」と指摘する。

　こうした状況を改善するためとして「ペアレント・トレーニングなどが必要」と提言。才村教授によると、ペアレント・トレーニングは、親に子供への正しいしつけを身に付けさせるもので、子供のほめ方や自身の感情をコントロールする方法などを学ぶ。海外では虐待をしてしまう親の更生プログラムにも取り入れられているという。

一方、大阪市の児童相談所長を務めたことのある花園大の津崎哲郎特任教授（児童福祉論）も同様の意見だ。「十分に親になるためのプロセスを積まないまま、育児を始めた未熟な親があまりにも多い」と分析し、「学校で乳児とふれあう体験学習を充実させるなどの対策を取ることが必要ではないか」と話している。
http://sankei.jp.msn.com/west/west_affairs/news/140627/waf14062707000001-n1.htm
・「静かにせえ」児童に包丁　教諭免職　広島の小学校（7月11日）
　特別支援学級の児童らに包丁を向けたなどとして、広島県教委は１１日、同県福山市立小学校の男性教諭（５９）を停職６カ月の懲戒処分とした。男性教諭は同日付で退職した。

　県教委などによると、教諭は昨年９月ごろ、担当の特別支援学級で調理実習をした際、騒いでいた児童６人に対し、「静かにせえ」と言いながら流し台の引き出しにあった包丁（刃渡り１６センチ）の刃先を向けた。数日後の調理実習でも児童らに刃先を向けた。

　今年６月の調理実習では、包丁を持った児童の手をつかみ、刃先を教諭自身に向けて「こうやるんじゃ。切腹」などと言って腹部を切るまねをした。

　また、昨年４月～今年５月、複数の児童に少なくとも５回、頭や肩などをたたくなどの体罰を加え、「うっとうしい、視界から消えろ」と発言したという。

　複数の保護者からの報告で発覚。教諭は「静かにさせるためにやった。大変なことをした。申し訳ない」と話しているという。

　三好雅章・福山市教育長は「大変遺憾。安心して子供を任せてもらえる学校づくりに全力で取り組む」とコメントした。

http://sankei.jp.msn.com/west/west_affairs/news/140711/waf14071118530031-n1.htm
・子供の貧困率１６・３％、過去最悪を更新　厚労省、国民生活調査（7月15日）
　平均的な所得の半分を下回る世帯で暮らす１８歳未満の子供の割合を示す「子どもの貧困率」が平成２４年時点で１６・３％と過去最悪を更新したことが１５日、厚生労働省の国民生活基礎調査で分かった。前回調査の２１年時点から０・６ポイント悪化。深刻化する子供の貧困問題に対応するため、政府は今月下旬に対策の大綱を閣議決定する。実効性ある対策の必要性が鮮明になった。

　また、介護が必要な６５歳以上の高齢者がいる世帯のうち、介護を担うのも６５歳以上という「老老介護」の世帯の割合は２５年時点で５１・２％と半数を超えたことも判明した。

　厚労省は子供の貧困率が悪化した原因について「デフレ真っただ中の経済状況で子育て世帯の所得が減少したことが最大のダメージだ」と分析。大人も含めて生活が苦しい人の割合を示す「相対的貧困率」は前回調査から０・１ポイント悪化の１６・１％で、昭和６０年の調査開始以降で初めて子どもの貧困率が上回った。

http://sankei.jp.msn.com/life/news/140715/trd14071519580010-n1.htm
・テーマ「愛知・豊橋の小３女児、いじめられた同級生かばって暴行被害」　担任教諭の対応は…
（7月20日）
　愛知県豊橋市の公立小学校３年の女子児童が６月、いじめられた同級生をかばったところ、逆にいじめられ暴行を受けた問題。担任の教師がいじめを「遊び」として見過ごすなどしたため、女子児童は３週間の長期欠席に追い込まれた。過去にはいじめを見かねて立ち向かった子供が次の被害者になり、自ら命を絶った事例もある。「教訓をいかし、課題を検証してほしい」。自殺した子供の遺族からは切実な声が上がる。１９日から夏休みが始まった今、親子で改めていじめ問題を考える機会にしてほしい。（篠原那美）

正義感が裏目に

　問題は６月３日、豊橋市内の公立小学校で、５限目が終わった後の休み時間に起きた。

　市教委によると、３年生のクラスで４月以降、１人の女子が複数の男子などから、砂をかけられたり、悪口をいわれたりするいじめを受けていた。

　問題が起きた前日も嫌がらせを受けており、見かねた女子児童が、「放課後児童クラブ」（学童保育）の場で「いじめるなら私を代わりにいじめて」と言って止めようとした。

　「いじめてもいいんだな」。翌日、その発言を聞きつけた男子２人と女子１人が、こういって跳び蹴りなどの暴行を加え、頭部打撲など１週間のけがを負わせたという。

　しかし、担任の男性教師（２３）の対応は鈍かった。休み時間が終わって教室に入った教師は、暴行に気付いて制止したものの、被害者の女子児童を保健室や病院に連れて行かなかった。保護者への連絡も翌日になってからで、女子児童はその後、けがと精神的なショックで、学校を３週間休まざるをえなかった。
「美談にしないで」

　「教師や学校がいじめを傍観するから、子供たちは、何とか自分の力で解決しようと追い込まれてしまう。いじめは犯罪であり、子供に『立ち向かえ』と指導するのは間違いだ」

　平成２２年６月、川崎市で、いじめられている友人をかばったことを機に過酷ないじめを受け、自ら命を絶った篠原真矢さん＝当時（１４）＝の父、宏明さん（４９）は悲痛な思いで訴える。

　「いじめられているのを救ってあげられなかった」。真矢さんの遺書には、そう書かれていた。

　真矢さんは半年近く、殴る蹴るなどの暴行や、無理やり下着を脱がされるなどのいじめを受けていたが、自分が攻撃されている間は、友人や他の生徒が標的にされることがなかったため「俺があいつらと仲良くしなきゃクラスがまとまらない」と考え、いじめに耐えていたという。

　宏明さんは、豊橋市で起きた問題について「息子も含めて、大人が美談にしてはいけない」と強調する。

　「大人が犯罪を警察に通報するように、子供がいじめを大人に通報しやすくすることが大切だ。子供たちには、いじめの告発がチクり（告げ口）ではなく、正当な行為なんだと分かってほしい」

「遊び」と認識
　今回の豊橋市の問題では、そもそもなぜ、きっかけとなった同級生へのいじめが起きた段階で、学校側が適切に対処できなかったのか。

　市教委によると、担任の男性教師は大学を卒業したばかりの新任で「学級運営に問題があった」という。

　４月以降、子供たちが男性教師の指示に従わないことがたびたびあり、それは学校側も把握していた。今回の暴行が起きる直前の６月１日に開かれた校内会議では、担任と別の教員による２人体制で授業を行うことを決めたが、結果的に対応は後手に回った。

　男性教師は同級生へのいじめを「遊び」や「からかい」としか認識しておらず、市教委担当者は「経験の浅い担任を支える態勢をもっと早く整えるべきだった」と反省を口にする。

　今回の暴行で、その日のうちに保護者に連絡しなかった対応も不適切だ。

　いじめ問題に取り組むＮＰＯ法人「ジェントルハート　プロジェクト」の武田さち子さんは「暴行の身体的な影響が帰宅後に生じても、学校での出来事を知らなければ、保護者は適切な処置ができない。学校はその日のうちに保護者に説明すべきだ」と話している。

いじめ防止対策基本方針　都道府県策定はまだ７割弱
大津市の中２男子自殺問題をきっかけに制定された「いじめ防止対策推進法」が施行されて９カ月。学校には、いじめ防止対策にあたる組織の設置や基本方針の策定が義務づけられているが、４月１日時点で策定した都道府県と政令市は４５で、全体の６７％にとどまっていることが分かった。

　今月初旬に開かれた文部科学省の有識者会議で明らかにされたデータによると、文科省が自治体担当者らに、いじめ防止対策基本方針を策定したかどうか問い合わせたところ、２２の都道府県・政令市が「作業中」と回答していた。

　「ジェントルハート　プロジェクト」の武田さち子さんは「多くの教員はこの法律を読んだことすらない。浸透はまだ不十分」と指摘。文科省関係者は「都道府県レベルの基本方針が定まれば、市区町村、学校の取り組みも加速するのではないか」としている。

http://sankei.jp.msn.com/life/news/140720/edc14072018000002-n1.htm
・中学時代の経験者の約４割が「後悔」　肯定的評価は約１割　いずれも生の声は切実な叫び
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（7月20日）
　不登校のまま中学を卒業した人の約４割が、不登校だったことを大人になってから後悔していることが、文部科学省が１３年ぶりに実施した追跡調査で分かった。一方、いじめ被害など深刻なケースでは、「学校に行かなくて正解だった」との声も。このほか「（不登校のせいで）自分の夢がかなえられない」「引きこもったからこそ学べたこともある」など、さまざまな声があった。不登校経験が良くも悪くもその後の生活に大きな影響を及ぼしている様子が、今回の追跡調査で浮き彫りになった。

不登校経験者の高校進学率は８５％

　追跡調査は、平成１８年度の中学卒業時に不登校だった約４万１０００人を対象に、彼らが２０歳になった２３年１０月～２４年１２月にかけて行われ、約１６００人がアンケートに回答。うち約４００人がインタビュー調査にも応じた。不登校経験者への追跡調査は、５年度卒業生を対象にした調査以来２回目。

　それによると、不登校経験者の高校進学率は８５・１％で、同世代の全国平均９８・０％を大幅に下回ったものの、前回調査の６５・３％に比べ２０ポイントも上昇した。高校中退率は１４・０％（全国平均１・９％）で、前回調査の３７・９％に比べ大きく改善した。

進学率上昇の理由について、調査を分析した森田洋司・鳴門教育大特任教授は「不登校の生徒を対象にしたクラスの設置など高校の態勢が整備され、中退防止にも力を入れてきた結果」と分析する。ただし、回答者は調査対象者の約４％に過ぎず、文科省では「必ずしも実態を正確に反映しているわけではない」としている。
　進学率は上昇したものの、内面は複雑なようだ。

　大人になってから当時を振り返り、「学校に行かなかったことをどう思うか」と聞いたところ、「行けばよかった」と後悔している回答が３８・９％で最も多かった。次いで「仕方がなかった」が３１・７％、「何とも思わない」が１７・５％、「行かなくてよかった」と肯定的評価をしているのは１１・８％にとどまった。

「学校に行けば別の人生が…」

　後悔している人たちからは、インタビュー調査でさまざまな声が寄せられた。いずれも、不登校だったことへの後悔の念があふれる言葉だ。その一部を紹介する。

　「逃げ出さずに学校に行けばよかった。普通の高校に行っていたら、別な人生を進めた」

　「学力がついていないから、高校にも行けず、将来は動物関連の仕事に就きたかったのに、そのための専門学校にも進めなくなってしまった」

「勉強が遅れただけではなく、友人関係もなくしてしまった」
　「周りの人が、学生時代の友人と話しているのを見たり、一緒に遊びに出かけたりしているのを見ると、うらやましいと思うときがある」

　「（中学時代の）丸々３年間を棒にふっているので、（体育祭や文化祭など）学校行事の思い出やクラスのみんなで何かをした経験がない。学校に行っていれば楽しかったかなと思うことがある」

　「いろいろな経験ができる貴重な時間を無駄にしてしまったと思う」

　「中学のアルバムを見ても自分が写っていないので、学校行事などに参加しなかったことは残念に思う」

　「未熟な自分は、対人関係の経験が乏しく、学力面でも遅れ、一般知識に乏しい点が悔やまれる」

　「仕事をやると、長い時間立っていることも、座っていることもできない。後悔している。自分の夢がかなえられないから」

　「大学に入って、英語や数学が困っている」

　「専門学校に入ったが、友人との学力差がとても気になった」

　インタビュー調査を分析した文科省担当者によると、後悔している人たちは、特に学習面の遅れを否定的に考える傾向が強い。高校や大学に進学しても、勉強についていけないという意識を持つ人が多く、「不登校経験者の学力問題は、今後も大きな課題になるだろう」（文科省担当者）としている。

「学校に行けば壊れていた…」
　一方、いじめ被害など深刻なケースでは、不登校だったことを肯定的にとらえる意見が目立った。こちらも、苦しんでいた時の切迫した気持ちが伝わってくる言葉が並ぶ。

　「クラス全員から仲間外れの状況で学校に行っていたら、自分で命を絶っていたかもしれない。自殺事件があると、母が『あなたは休んでよかった』と言う」

　「死にたいときもあった。不登校がなければ今がないと思うし、不登校以外に生きる道はなかった」　　「追い詰められる直前だった。当時は辛かったし、嫌だった」

　「家に引きこもらずにいたら、自分自身の存在を否定してしまったかもしれない」

　「登校を強制されなかったから今があると思う。強制されていたら、追い詰められて最悪の事態になっていたかもしれない」

　ほかにも、不登校経験を肯定的にとらえる意見として、「むしろ成長した」「違う出会いがあった」などの声もあった。文科省によると、現在の自分を肯定している人は、不登校だった過去の自分も受容する傾向がみられるという。一部の意見を紹介する。

　「必要期間だった。自分と向き合う時間がいっぱいあった。なかなかできない特殊な体験だった」

「あのときにつまずいていなかったら、今の自分はいない。苦しかったが、今ではよかったと思う」
　「親やいろいろな人に迷惑をかけてしまったが、人生の体験としては貴重なものだった」

　「辛いことがあったけれど、それを乗り越えられたことが自信になっている。よい経験をさせてもらったと思っている」

　「あの時期があって、今がある。同じ経験をしている人の気持ちを理解できる」

「後悔したところで…」

　一方、不登校だった経験を肯定はできないが、「仕方がなかった」と振り返る声も少なくない。また、「考えると落ち込むので、あえて考えないようにしている」とする声も聞かれた。

　「勉強面では行けばよかった。でも気持ちの面では行かなくてよかった。無理して行っていたら、もっと壊れていた」

　「今だからこそ『行けばよかった』と思うが、『行っていたら』と想像すると、足元がすくむ感じになる」

　「いじめてくる上級生が恐かったということを、誰かに話せればよかったのにと、今は思うが、当時は家族の誰にも話せなかった。残念だが、閉じこもるしかなかった」

　「行きたい気持ちはあったが、体が動かなかったので、仕方がなかった」

　「人ごみが苦手で、緊張すると過呼吸になり、行きたいけど行けなかった」

「不眠症にもなっていたし、『行け』と言われても、朝、起きることもできなかった」
　「以前は、もう少し頑張って行けばよかったなと思っていた。しかし最近は、あの時間は自分の体調を戻すための準備期間だったのかなと、あまり悪いように考えないようにしている」

　「親の気持ちを考えると、世間体もあり申し訳なかったと思う。しかし、この期間を否定してしまうと自分の自我が壊れそうで怖いため、あまり否定的に考えないようにしている」

　「全く後悔していないかというとウソになるが、後悔したところで取り返しがつかない」

８割が「毎日会話」

　不登校の時期は、家族関係をどう保つかが重要だ。インタビュー調査に応じた約４００人に、当時の家庭の様子について聞いたところ、「１人部屋だった」が７割、「１人部屋ではなかった」が３割で、一人部屋でも「家族と毎日会話していた」のは８１・４％、「たまに会話していた」は１５・９％、「まったく会話しなかった」が２・３％と、大半は家族関係を維持していたことが分かった。

　不登校の時期は引きこもりになりがちだが、次のように、家族の支援が大きな励みになっていた様子もうかがえた。

　「不登校の間も、家族は仲が良かった。一緒に食事もしたし、家族で外出もしていた」

　「母親に反抗し、甘え、家族に温かく見守られて、不登校を乗り越えることができたから、今の自分があると思う」
　「自分の部屋はあったが、家族のいるリビングで過ごすことが多かった」

　「１人部屋だったが、閉じこもることは許されない環境だったため、毎日話さざるをえなかった」

　「いろいろ言われるので、気持ちとしてはなるべく顔を合わせたくないと思っていたが、夕食の時には食卓で毎日顔を合わせていた」

　「部屋ではなく、カーテンで仕切られた自分の居場所があった。このため引きこもりにならなかった」

　その一方、こんな声もあった。

　「親と顔を合わせたくなくて、自分の部屋に閉じこもっていた。食事も自分の部屋でとっていて、会話はほとんどなかった」

　「昼夜逆転していて、１週間、家族の誰とも顔を合わせない時もあった」

４割が「何となく」

　追跡調査では、不登校だった理由についても、当時を振り返って考えてもらった。それによると、複数回答で「無気力でなんとなく」が最も多く４３・６％、「ぼんやりとした不安」が４２・９％、「いじめなど人間関係」４０・６％、「生活リズムの乱れ」３３・５％－と続いた。

この結果をもとに、文科省で不登校を５つのタイプに分けて分析したところ、最も多いのは「無気力型」で４０・８％、次いで「遊び・非行型」が１８・２％、いじめを含む「人間関係型」１７・７％、「複合型」１２・８％、「その他型」８・７％－となった。
　今後の課題は、とくに無気力型の増加を食い止められるかどうかだ。

　全国の小・中学生の不登校者数は、前回調査の平成５年度は約７万５０００人だったが、年々増加し、今回調査の１８年度は約１２万７０００人に上った。最近はやや減少傾向だが、２４年度も約１１万３０００人が学校を長期欠席していた。

　無気力型が多くを占めているとみられ、「無理をしてまで学校に行かなくてもいいという考えが拡大解釈され、不登校を助長している」（都内の元中学校長）との声も上がる。

　文科省では、「不登校経験者の４割が後悔しているという実情をふまえ、不登校対策の強化に努めたい」としている。

http://sankei.jp.msn.com/life/news/140720/edc14072007000001-n1.htm
・夏休み、子供たちをどう守る？「１人にしない」「わが家の決まり」徹底を（7月21日）
　夏休みに入り、子供たちの生活は自由度を増し、保護者や地域住民ら「大人の目」が届かない時間帯が増える。子供たちを不審者からどう守るのか。専門家は「子供を１人にしないことが重要。それぞれの家庭で『わが家の決まり』を具体的に定め、徹底してほしい」と呼びかける。

　ＮＰＯ法人「日本こどもの安全教育総合研究所」（東京）の宮田美恵子理事長は「不審者は、暗い場所だけでなく、人通りのある場所でも標的となる子供を探す。周囲の視線が、その子供から外れた一瞬の隙に行動に及ぶことが多い」と分析する。

　昨年８月には、三重県内で花火大会の見物帰りだった女子中学生＝当時（１５）＝が、スーパーで友人と別れた後に遺体で見つかった。逮捕・起訴された少年はスーパーから女子中学生の後をつけたとされる。

　夏休みは、塾の夏季講習やプール、祭りなど子供だけで出歩く機会が増える。宮田理事長は「保護者は普段以上に子供が１人にならないよう気を配らなければならない」と指摘。子供でも、複数でいるだけで身を守る予防線になるという。

　不審者に直面した場合、子供が臨機応変に対応するのは困難だ。このため、家庭における子供との約束事はシンプルにし、選択肢を作らないようにする必要性があるという。

　宮田理事長は「例えば、『知らない人の車に乗ってはいけない』ではなく、命を守るためには割り切って『家族が運転・同乗する車以外には乗らない』などとすべきだ」と話している。

http://sankei.jp.msn.com/affairs/news/140721/crm14072112590012-n1.htm
・全国小中学校　防災アンケート　東日本大震災教訓に避難訓練６割増える　群馬大調査（7月21日）
　全国の学校などで防災教育を行っている群馬大災害社会工学研究室（片田敏孝教授）が、全国の小中学校を対象に実施した防災教育・訓練の実態調査で、東日本大震災以前と比べ避難訓練が６割、校外学習は２割それぞれ増加したことが２０日、分かった。東日本大震災で小中学生ほぼ全員が避難した岩手県釜石市の「釜石の奇跡」に学び、「実践学習」への取り組みが増えていることが実証された。

　調査では防災教育の実施効果についても、学業成績に加え、自主性、地域愛の向上、いじめの減少などが報告されており、こうした実施効果が全国規模で明らかになるのは初めて。

　平成７年の阪神大震災から来年１月で２０年を迎えるが、災害に備え、被害の最小化を目指す「減災」への教訓が実った格好ともいえる。

　防災教育については、これまで文部科学省によるサンプル調査などがあったが、今回、片田教授らが東日本大震災前にさかのぼって大規模な調査を実施。対象は、東京２３区と道府県庁所在地、南海トラフ巨大地震の被害が想定される太平洋沿岸部６県計１６５市町村の小中学校８千校で、回答率２４・６％にあたる１９６８校が回答した。

　結果、避難訓練の実施率は東日本大震災以前より６割増加し、学校が保護者や地域、消防、警察と連携するケースが倍増した。

防災教育の取り組みは阪神大震災以降、増加傾向が続き、９割以上の小中学校が「実施」と回答。教育内容は従来型の地震学習などの座学が最も多いが、「防災マップ作り」「町たんけんなど校外学習」が２割増加するなど、知識習得型から「実践学習」への移行が明らかになった。
　さらに、「子供の成長への防災教育の効果」も調査。効果が顕著な小中３４２校では、「避難行動などに主体性が高まった」（小学校８３・９％、中学校８７・６％）▽「地域愛が向上」（小５７・３％、中６５・４％）▽「命へのこだわり、思いやりが増した」（小７２・２％、中７８・７％）▽「成績が向上」（小１６％、中１１％）▽「いじめなど学級の問題が軽減」（小２０・９％、中１３・３％）－などが確認された。

　片田教授は「釜石に学び、実践型学習や地域連携が必要との認識が学校間で高まった。子供の成長にも大きな影響を与えており、防災教育に取り組むことの重要性が改めて証明された」としている。

http://sankei.jp.msn.com/affairs/news/140721/dst14072109120004-n1.htm
・所在不明の子供１６０３人　本紙全国調査で判明　２９都道府県、都市部集中　無届けで出国の外国人多く（7月21日）

　１８歳未満の所在不明の子供が少なくとも２９都道府県で計１６０３人に上ることが２０日、産経新聞が実施した全国の自治体調査で明らかになった。所在不明は東京都や愛知県など都市部に集中している。現時点で子供への虐待など被害は確認されていないが、保護者が自治体側との接触を拒んで所在不明となるケースは３市であった。無回答の自治体もあり、所在不明の子供はさらに多いとみられる。

　神奈川県厚木市で５月、男児＝死亡当時（５）＝の白骨遺体が死後７年以上たって見つかった事件や、６月に表面化した東京都足立区の男児（４）行方不明事件を受け、４７都道府県と計６３の政令・中核市に５月１日時点の所在不明状況を尋ねるアンケートを実施。３９都道府県（８３％）と５１の政令・中核市（８１％）から不明者数について回答を得た。

　その結果、３２１自治体で計２４７８人の所在不明の子供がいることが判明した。その後、各自治体の追加調査で８７５人の所在が確認されたが、１６０３人の行方は分かっていない。

　文部科学省が実施している学校基本調査では、義務教育課程（６～１４歳）での１年以上行方が分からない日本国籍の児童・生徒らの統計があり、平成２５年５月１日時点では７０５人だった。今回の調査では、１８歳未満のその他の世代や外国人も含め、多くの所在不明の子供がいる実態が浮き彫りになった。

都道府県別で見ると、最も多いのは東京で３７８人。次いで、愛知２０６人▽千葉１５９人▽神奈川１４３人▽大阪１４０人－の順で、都市部への集中がみられた。青森や奈良、長崎など１３県は０人だった。
　要因として、届け出を出さないまま帰国するなどした外国人の子供が多かった。日本国籍の子供は、乳幼児健康診査（健診）の未受診で両親らと連絡が取れないケースが目立った。中には、借金や家庭内暴力から逃れるため、住民票を置いたまま所在不明になっているケースもあるという。

　健診未受診や未就学の子供を持つ保護者が自治体側との接触を拒否しているケースが「ある」と答えたのは川崎、神奈川県横須賀、熊本の３市。接触拒否の有無が「不明」と答えたのは３２自治体に上っており、虐待やネグレクト（育児放棄）の恐れがある接触拒否の実数はさらに膨らむとみられる。

　所在不明の子供については、厚生労働省も初めての全国調査を実施しており、実態把握を急いでいる。

http://sankei.jp.msn.com/affairs/news/140721/crm14072108270004-n1.htm
・カギは「怒り」のコントロール　部活顧問にアンガーマネジメント導入　大阪府教委（7月22日）
　大阪市立桜宮高校バスケットボール部主将だった男子生徒が顧問の体罰を受けた後に自殺した事件をきっかけに部活動での体罰撲滅機運が高まる中、大阪府教委は今年度から指導者向けに「アンガー（怒り）マネジメント」という怒りの感情を制御する講習を初めて取り入れた。体罰は指導の行き詰まりから起こるとされるが、教員が経験則に頼るだけでなく、対人技術も習得することで、体罰に陥らない指導の徹底を図る。

　■怒りのピークは６秒間

　「『なぜできない？』と思うと、怒鳴ってしまう」「生徒のやる気と規律を同時に保つのは難しい…」

　１１日、大阪市内の研修施設の一室。府内の中学や高校の教員約５０人が、部活指導における「怒り方」について悩みを打ち明けた。ほとんどが指導歴１０年未満の若手で、部は柔道部やサッカー部などさまざま。講師が「怒りのピークの６秒間は反射的に怒らない」など、わき上がる感情への対処法を示すと、参加者はうなずきながらメモを取った。

　中学でバスケ部顧問を務める男性教諭（２６）は「怒り方には気を付けていたが、新しい視点の考えが聞けた」と話した。

　■言葉でやる気アップ

　桜宮高の事件後、文部科学省が体罰の具体例を盛り込んだ指導指針をまとめるなど、全国的に体罰撲滅の動きが広まっている。
　府教委も昨年度、法律やスポーツ指導の有識者による講演形式の研修を実施したが、「指導に必要な技術は体験しながら身につける必要がある」（府教委担当者）と判断。今年度、指導歴１０年未満の若手教員には、アンガーマネジメントの体験型研修を取り入れた。

　その一方、中堅教員向けには、相手に言葉でやる気を出させるコーチング技術「ペップ（元気づける）トーク」の研修会を実施。講師の岩崎由（よし）純（ずみ）さんは「スポーツに取り組む子供はそれぞれの可能性の限界を追及しており、肉体的、精神的に追い込まれている。立場に十分配慮した声掛けをする技術が必要だ」と強調する。

　■なくならない体罰

　痛ましい事件後も、体罰はなかなか根絶できないのが実情だ。先月末、大阪市立中学で女子バレーボール部の顧問だった３０代の男性教諭が、練習中に部員を平手打ちしたとして、懲戒処分を受けた。教諭は「生徒が自分の思うように動かず、思わず行動に出てしまった」と話したという。

部活指導者の対人技術の強化については、文科省も課題と認識しており、こうした研修は有効とみる。府教委の担当者は、「今後も研修を重ねて指導者に対し、従来の日本的な指導方法について考え直す機会を提供し、体罰撲滅につなげていきたい」としている。
http://sankei.jp.msn.com/west/west_life/news/140722/wlf14072223000025-n1.htm
・「ＬＩＮＥでトラブル」　青森の女子生徒死亡　「学校で疎外感」（7月24日）
　青森県八戸市の県立高校２年の女子生徒（１７）が死亡し、いじめを苦にした自殺だったとして両親が調査を求めている問題で県教育委員会は２３日、女子生徒が１年生のときに同級生数人と無料通信アプリＬＩＮＥ（ライン）でやりとりし、トラブルがあったことを明らかにした。死亡との因果関係は不明としている。

　女子生徒の父親は２３日、共同通信の取材に応じ「昨年夏ごろから学校で疎外感を感じていると訴えていた」と話した。体調を崩しがちになり、母親が担任に相談したという。家に残されたメモには、学校で聞こえるように陰口を言われたり、授業で発表した内容をＬＩＮＥでけなされたりしたなどと記されていた。

　父親は「いじめをにおわせる出来事があったのに学校は甘く考えていなかったか」と怒りをにじませた。学校によると、女子生徒は同級生数人のグループでＬＩＮＥなどのやりとりをしていたが、何らかの原因でグループを離れたという。

http://sankei.jp.msn.com/affairs/news/140724/crm14072408540007-n1.htm
・「発達障害」、高校での理解はまだ不十分？　渡辺敦司（7月25日）
かつての「特殊教育」から、発達障害のある子どもにも対象を広げた「特別支援教育」に移行してから８年目を迎えました。通常の小・中学校はもとより、高校でも特別支援教育への対応が求められています。文部科学省の調査（外部のＰＤＦにリンク）によると小・中学校の通常学級には発達障害の可能性のある児童・生徒が６．５％いると推計されており、その多くは通常の高校に進学していると見られます。高校側でも徐々に理解や対応は進んでいるのですが、保護者の立場からすると、まだまだだというのが実感のようです。

１９９０（平成２）年から発達障害の一種である学習障害（ＬＤ）の問題に取り組んできたＮＰＯ法人「全国ＬＤ親の会」は、会員とその子どもを対象とした「ＬＤ等の発達障害のある高校生の実態調査（外部のＰＤＦにリンク）」の結果をまとめました。２００５（平成１７）年に続く２回目の調査です。それによると、特別支援学校高等部も含めた高校相当の学校で発達障害に「理解がある」「どちらかといえば理解がある」との回答は、６割から８割に上昇。高校でも７割を占めるようになりました。

ただし、各学校に発達障害に対する理解がある教職員がどのくらいいるかと尋ねると、「半数以上～ほとんどの教員」と答えたのは、高校で３割にとどまりました。「分からない」という回答が５割を占めているのですが、それだけ支援を受けられるかどうかがよく見えないということの表れかもしれません。公私別では、私立高校が３割を超えているのに対して、公立高校では２割を超える程度となっており、公立のほうが遅れているというのが保護者の実感のようです。６月に行われた同会の公開フォーラムで結果を発表した東條裕志理事長は「高校での理解は進んでいるが、親としては物足りない」との見方を示しました。

個別に教科学習の支援があるかどうかを尋ねても、高校では３人に１人が「必要ない」としたものの、「ある」と回答したのは２割を超える程度にとどまりました。公私別では、やはり公立で対応が遅れているようです。具体的にどんな支援があればよいか聞いたところ、「補習」「個別指導」が多く挙がったほか、ノートが取れないことから写真撮影を許可したり、要点をプリントにしたりしてほしいという要望もありました。

進路選択に関して困っていることとしては、「本人の適性がわからない」との回答が高校で半数を占めています。今や２人に１人が４年制大学に行く時代ですが、３人に１人は「大学等の理解がどれくらいあるか不安」としています。

ＬＤ等の発達障害は知的発達の遅れを伴わないため、適切な支援が受けられれば持っている能力を伸ばし、社会で大きな活躍をすることもできます。かの発明王エジソンも発達障害があったと見られていますし、米国の俳優トム・クルーズは文字を読むことが困難なＬＤであることを明らかにしています。「変わった子」として見過ごすのではなく、きめ細かな対応を行うことが求められます。

http://sankei.jp.msn.com/life/news/140725/edc14072515000002-n1.htm
・所在不明の子供、１２０人体制に増強へ　警視庁に対策本部発足（7月26日）

　虐待が疑われる子供の所在不明問題などへの対応を強化するため、警視庁は２５日、人身安全総合対策本部を発足させた。産経新聞の調べでは、所在不明の子供は全国で少なくとも１６０３人で、東京都でも３７８人に上る。虐待が疑われても保護者が自治体との接触を拒むケースもあり、対策本部は迅速な情報収集と安全確保に乗り出す。

　同庁によると、昨年１２月に発足した「ストーカー・ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）対策本部」を発展的に解消。児童相談所と連携してきた少年育成課などを新たに加え、２カ月後をめどに８０人から１２０人に体制を拡充する。

　ストーカー・ＤＶだけでなく、児童や高齢者、障害者への虐待が疑われる事案や事件性が疑われる行方不明事案があった場合にも、警察署への相談や１１０番通報の段階で対策本部が関与。署と連携して危険性を判断し、積極的な事件化や保護に乗り出す。

http://sankei.jp.msn.com/affairs/news/140726/crm14072611200005-n1.htm
＊読売新聞

・氷解の行方（５）「地域の責任」　防犯強化（7月3日）
■「親が守る」　通学路見守り

　金曜日の夜だった。前日の下校途中に行方不明になった女児が遺体で見つかったと、テレビが速報を流した。２００５年１２月２日午後１０時過ぎ、児童が通っていた今市市立大沢小の大根田民雄校長は記者会見を開き、うなだれた。「幼い命を無残にも奪った。憤りを感じる」。学校は、週明けから保護者同伴での登下校を決めた。母親の一人は誓った。「ずっと私が一緒に登下校する。そうでないと、心配で仕方ない」

◇
　女児は１日午後２時１５分頃、同じ１年生の同級生３人と家路についた。一緒に下校している女の子４人組。いつものように、たわいのないおしゃべりをして３０分ほど歩き、いつも３人と別れる三差路に着いた。

　「あれ、おばあちゃん、いないね」。同級生の一人が、普段は迎えにやって来る女児の祖母の姿がないのに気づいた。「うん、いない。でも、おばあちゃんがいなくても一人で帰れる。大丈夫」。手を振る姿が最後となった。ニュースの速報で訃報を知った同級生は、家族と泣き続けた。

　勝又拓哉被告（３２）は殺人容疑で逮捕された直後の調べで供述した。「女の子を襲おうと思って、出身校の小学校付近を車でウロウロしていた。たまたま、あの子を見かけてやった」。一緒に下校した同級生の一人は自分を責めた。「おばあちゃんが来るまで待っていれば……。誰でもよかったなんて」。おとなしくて、笑うときも声を出さずに顔をくしゃくしゃにして思いを伝える笑顔が大好きだった。

　　　◇
　自分の子も狙われたかもしれない――。長女が大沢小５年生の母親（３８）も事件後、登下校の付き添いに参加した。「親でなければ守れない」。仕事で都合がつかないときには夫に頼み、輪番制で近所の保護者とも協力し合った。登下校は必ず大人が付き添い、子供を一人にさせまいと、学校もほかの保護者も必死だった。下校時間に間に合わせるため、有給休暇を使って仕事を早めに切り上げた日もあった。

　近くに住む夫の両親も協力を買って出た。「子供たちを守るのは、地域の大人たちの責任だ」。義父は、事件の翌月に学校や保護者らで結成した「大沢ひまわり隊」のメンバーにも加わっていた。メンバーは登下校時、通学路に立って児童たちを見守っていた。

■子供だけ登下校　ためらい

　女児が連れ去られた三差路。杉やヒノキが生い茂り、民家もまばらで、見通しは悪い。「死角になっている」。捜査員の一人は事件後、一瞬の隙を狙った犯行との見立てをしていた。小学１年の女児は事件前から、家族に訴えていた。「あそこ、怖い」。祖父は遠回りをしても別の道で通学するように諭し、迎えにも出向いた。「あの辺りは人気もなくて、寂しすぎる」

　事件後間もなくすると、雑木林は伐採され、街灯の数も増えた。２００７年には、今市署が「子ども緊急通報装置」を設置した。ボタンを押すと警報が鳴り、署につながる。この年には、大沢小と周辺の２小学校、これらの学区にある中学校で協議会をつくり、２年後には「青パト」での防犯巡回も始まった。事件をきっかけに、地域一帯に防犯意識が広がった。

　　　◇
　勝又被告が逮捕された６月３日午後。大沢小のグラウンドには、いつものように保護者たちが集まった。児童たちは保護者らの元に駆け寄り、家路についた。大沢ひまわり隊が見守る朝の光景も変わらない。「子供たちだけでにぎやかに自由に登下校する以前の姿に戻せないか」。逮捕後はそんな声もあがる。しかし、地域にあの晩広がった悲しみが、大人たちを慎重にさせる。

　事件当時の大沢小のＰＴＡ会長で大沢ひまわり隊の初代隊長を務めた粉川昭一さん（５０）は説いた。「５年、１０年たてば事件を知らない世代が増えてくるが、二度と子供の命が失われることがあってはならない」

■県警、メール配信や組織改編

　栃木県警は女児殺害事件の発生を受け、刑事部が容疑者の逮捕に全力を挙げる一方、防犯を担う生活安全部は子供を守るための対策を次々と打ち出した。

　「また同じ事件が起きたら、県警は沈没だ。二度と起こさせるな」。発生の翌年、ある県南の署長は訓示で、全署員を前に声を荒らげた。県内ではその頃、４歳の女児が殺害された「足利事件」で有罪判決を受けた菅家利和さんが無罪を訴え、再審請求中だった。菅家さんの無罪が確実になれば足利事件は未解決事件となる。そんな中でまた女児が犠牲となり、子供を持つ親の不安は高まっていた。

　まず、生安部は２００６年、子供への声かけやつきまといなどの不審者情報をパソコンや携帯電話にメール配信する「地域安全情報メール」を導入した。全１９署ごとにメールアドレスを作って希望者が登録できるようにし、「路上で女子高生が男につきまとわれ、下半身を露出される事案が発生しました」などと注意を呼び掛けるメールを送っている。また、企業や団体への防犯活動協力依頼も、事件前より積極的に行うようになった。

　組織改編も進めた。０９年、生安部生活安全企画課に「子ども・女性安全対策班」を設置。今年度、班を格上げし、「子ども女性安全対策室」を発足させた。現在は２１人体制。女性や子供の犯罪被害を未然に防ぐため、不審者への指導などにあたる。

　退職後の警察官も、子供を見守る目となった。０６年には県警ＯＢ・ＯＧらを中心とした「警察スクールサポーター」を新設。サポーターは各地で防犯講話や地域のパトロールを行い、地域防犯の要となった。全国に先駆けて専用の活動車も導入した。

　ただ、生安部の元幹部は、子供自身が注意力を高める必要性を強調する。「大人が過剰に守りすぎると、児童が警戒感をなくす。自分で自分を守るという意識を植え付ける教育も必要だ」

http://www.yomiuri.co.jp/local/tochigi/feature/CO008573/20140703-OYTAT50000.html
・いじめ相談　スマホで（7月5日）

◇港区専用サイト　臨床心理士らが回答

　スマートフォンの急速な普及でネットやＳＮＳに絡むいじめやトラブルが増加する中、港区は、子供たちがスマホやパソコンから２４時間相談できる専用サイト「みなと子ども相談ねっと」をスタートさせた。かわいいキャラのアバターを設定し、匿名で利用してもらう。相談する抵抗感をできるだけなくし、早期対応で被害拡大を防ぐ狙いがある。（水戸部絵美）

　相談ねっとは６月３０日から相談の受け付けを開始。区内に住む１８歳未満の子供が対象で、４日夕の段階ですでに１３人から相談が寄せられており、友人関係の悩みなどを寄せている。利用するには、専用サイトで、メールアドレスや年齢、ニックネームなどを登録し、うさぎやキリンなど好きなアバターを選んでマイページを作る。ページ上に相談を書き込むと、回答もページ上に届く仕組みだ。

　臨床心理士や保健師などの資格を持つ同区子ども家庭支援センターの相談員が約１０人体制で回答を作成。回答までに数日間かかるが、「自殺」や「殴られた」など、緊急性が高いキーワードが含まれていた場合は、目立つ字で表示されるようになっており、その場合は、すぐに面談を試みるなど素早く対応するという。

　都の窓口「東京こどもネット・ケータイヘルプデスク」には、ネット絡みの相談が増えている。「ブログに悪口を書かれた」「友人の保護者に自分の名前をかたって脅迫メールが届いた」。わいせつ画像を投稿されたり、実名で中傷を書き込まれたりと、深刻な相談も目立つという。「架空請求され、家族にも言えずに相談するケースもある」と担当者。スマホの急速な普及が、新たなトラブルを引き起こしているとみている。

　相談ねっとでも、犯罪に巻き込まれたり、深刻なプライバシー侵害につながったりする恐れがあるネット掲示板への書き込みや架空請求の相談は、専門機関と連携し、書き込みの消去などにも迅速に対応する。

　同センターの保志幸子所長は、「不登校などに悩む子供たちとも、ネットでなら接点を持ちやすい。ネット上のトラブルは特に早期解決が重要なので、子供たちと一緒に解決策を考えたい」と話している。

　同センターでは、電話や面談による相談を日常的に受け付けており、昨年度は、いじめなどに悩む子供３３４人の相談に対応した。

　相談ねっとは、同区ホームページ（http://www.city.minato.tokyo.jp/)から利用登録できる。問い合わせは、同センター（０３・６４００・００９１）へ。

http://www.yomiuri.co.jp/local/tokyo23/news/20140705-OYTNT50042.html
・児童虐待…通報をためらう人と、疑われてショックなお母さんと（7月9日）
　先日、東北の被災地支援をしている友人、藤沢烈さんのブログを読んでいて、被災３県でＤＶや児童虐待が増えているとテレビで報道されたことを知りました。

　「３年たってなぜ……」と感じる人も多いかもしれませんが、「３年たったからこそ『言える』こともある」ということなのでしょう。震災によって男性が仕事を失い、家庭内のパワーバランスが崩れる。狭い仮設住宅に引っ越すことで環境が変わる。３世帯で同居していたのに、バラバラになったという家庭もあるでしょう。こうしたさまざまな要因で家庭内に嵐が起こり、なかには、ＤＶや児童虐待につながったというケースがあるのだと思います。

　「家庭の中の個々の問題として片付けず、地域ごとのEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ Ｐゴシック" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(つな),繋)がりを強め、暴力を未然に防ぐことが求められています」と藤沢さんはブログを結んでいます。

　被災地に限らず、どこにでもある児童虐待やＤＶ。地域にいる私たちにできることは何でしょう？

「もし違っていたら」…通報をためらうあなたへ

　小町にも「児童虐待かもしれない…」という悩めるトピ主さんからのトピがありました。毎晩、子どもをヒステリックに叱る声と、子どもの激しい泣き声が聞こえてきます。「児童相談所に相談したいのですが、問題はマンションなので場所（部屋）が分かりません。その場合でも相談してもよいのでしょうか？」

　この相談には、児童福祉関係の仕事に携わっているという方からもレスがあり、「マンション名とその所在地だけでも分かれば、何らかの手を打ちますよ」とのこと。なんて心強い。

　「匿名で通報してもいい」という回答も多くありました。そして、「『虐待だから通報』ではなく『虐待の可能性でも通報』を」と呼びかけるレスも多数。つい、「通報してもいいが、違っていたら……」「自分が通報者だと知られたら……」と心配してしまいますが、子どもを守るためには、市民からの通報が大切です。匿名でも受け付けるなど、「通報しやすく」なってきているのですね。

見守りのまなざしは我が子にも向けられている

　一方、別のトピに「虐待を疑われました。」というお母さんからのものがありました。子どもを病院に連れて行ったら、頬が青くあざのようになっているのを見た医師から「顔のアザは誰かがやったに違いない」などと言われたそうです。「お母さんがやった？　みたいに」言われ、「モヤモヤした気持ちがおさまらない」と憤慨しています。

　トピ主さまが同じような経験の有無を尋ねたところ、多くの人が、けがや虫さされ、内出血の痕などを虐待と疑われた経験をレスしました。「今では笑い話ですが……」と答えています。

　毎日、必死に子育てして、子どもにちょっとでもケガや病気があれば心配する――。そんな親にとっては、思いがけない疑いをかけられるのは「腹立たしいこと」です。「医者があり得ない！」という“怒りのレス”がたくさん来ると思っていたら、こう言う人も多くいました。

　「私も嫌でしたけど虐待防止・発覚にはそういう小さな積み重ねが大切なんだろうと割り切りました」

　「自分だったらその場でブチ切れしてしまいそうな事象ではありますが、ここは実際に虐待されている子供達を守る大切な仕組みとして、今回は病院の勘違いを大目に見てあげられると嬉しいです」

　「１００人に聞いて、一件虐待の事案が発見できれば、一人の命が救われるのです。９９人のお母さんは疑われて嫌な思いもするでしょうが、それで一人の子供の命が助かるのなら」

　今は医者が子どもの傷やあざを確認するのは当たり前になっているようです。その場合、見るのはあくまでも子ども。「その親を見て……」という意味ではありません。身に覚えのないお母さんとしてはイヤな思いもするでしょうが、児童虐待を放っておくとたいへんなことになるという認識が広く知れ渡った証拠ですね。

　誰かが声をあげること、広く社会で子どもを見守ること、それが一人でも多くの子どもの命を助けるかもしれない。匿名でいいので、何か気になることがあれば通報することも大切。そして、疑われて腹を立てることだって、「ほかの虐待を発見するために役に立っている」のです。どうしても腹が立ったら小町に投稿して憂さ晴らししてください。

　また別の友人は、「子どもが外でギャン泣きすると、周囲の目が怖いので外出できなかった」と告白していました。確かに子育て経験がない人が多い少子化社会なので、ギャン泣きする子どもを見たらビックリするかもしれません。でも虐待していないのだから堂々としていてほしい。引きこもらないでほしい。

　それだけ社会の見守りがあるということは、自分の子どもも誰かが見守ってくれているということなのですから。

http://www.yomiuri.co.jp/komachi/plus/spice/20140709-OYT8T50077.html
・「つながり格差」研究の集大成…志水宏吉・大阪大教授（7月9日）
多様な関係性、子ども育む
　学力向上に直結するのは、経済的な豊かさよりつながりの力――教育学者の立場から意外な事実を指摘する『「つながり格差」が学力格差を生む』（亜紀書房）が話題となっている。

　１０年以上にわたる研究を集大成した著者の志水宏吉・大阪大教授は、「子どもと家庭・地域・学校それぞれのつながりが、学力向上には非常に重要」と訴えている。

　志水教授は、２００１年に研究チームで行った学力実態調査をきっかけに、研究を進めてきた。それによると、各地域での子どもたちの学力に影響を及ぼすのは、〈１〉子どもと家庭（離婚率などで表される）〈２〉子どもと地域（持ち家率など）〈３〉子どもと学校（不登校率など）、それぞれの間のつながりだ。

　かつては地域間の学力の差といえば、都市と地方など、経済的・文化的な豊かさの差で説明される傾向があった。ところが、０７年以降の全国学力テストでは、秋田県や福井県が好成績の一方、大阪府が低迷するなど、従来の解釈では説明できなくなっている。それを説明できるものこそ、「子どもたちの『つながり』格差なのです」と強調する。

　例えば秋田や福井では、地域住民と子どもたちが言葉を交わしながら、地域の行事や清掃活動を一緒に行うことが普通という。大人とのつながりの中で、子どもは自らが大事にされているという自己認識を持ち、すくすくと育つ。教師と地域住民も信頼関係で結ばれる。

　そして、学力上位県に限らず、日本の学校教育現場には「子どもを切り捨てずにみんなで頑張る文化がある」と指摘し、高く評価している。日本が１億人以上の人口規模にもかかわらず、国際学習到達度調査（ＰＩＳＡ）で上位となる理由の一つが、そこにあるという。

　にもかかわらず、小中学校の教諭たちの努力は、社会から低く見られていると嘆く。「先生方は最大限に頑張っている。地域や家庭の事情で、教師にはいかんともしがたい部分があるのに、公務員バッシングの対象になっている」。さらに、教育の世界には、子どもの成績の良しEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ Ｐゴシック" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(あ),悪)しで先生の評価が変わるような、新自由主義的な仕組みが入り込み始めていると批判。「学校の先生は個人プレーではなく、球技のようなチームプレー。企業的にやると良いところが損なわれる」

　志水教授は、つながり格差が学力格差を生むことが、社会であまり理解されていないと主張。つながりの力の重要性を再認識し、その再構築を訴える。「子どもたちを取り巻く様々な人間関係を学校内外に作り、一緒に学習する形を作るのが最も大事。年齢も職業もバラバラな大人たちが、子どものスポーツチームに関わり、スクラムを組んで育てるようなことは、都市部でも可能だ」（文化部　小林佑基）

http://www.yomiuri.co.jp/book/news/20140619-OYT8T50077.html
・家族の絆注目？…会話増え、両親への信頼感上昇（7月9日）
　内閣府が９日発表した小中学生と保護者を対象にした意識調査で、家族で社会の出来事を話す小中学生の割合が７４・７％と、前回２００６年の調査（６３・５％）から１０ポイント以上増えた。

　家族で食事や買い物に出かける割合や両親への信頼感も上昇しており、内閣府は「東日本大震災の影響で、家族の絆が注目されたからではないか」と分析している。

　調査は今年２月、小４～中３の児童生徒２０００人と保護者２６７２人を対象に実施。家族で食事や買い物に出かける割合は９２・１％（前回比８・９ポイント増）と高く、両親が「頼りになる」と感じる小中学生は、父親が９０・９％、母親が９３・５％でともに５ポイント以上増えた。逆に「反発を感じる」は両親とも減った。

http://www.yomiuri.co.jp/national/20140709-OYT1T50144.html
・いじめどう防ぐ…佐賀県と佐賀大が共同研究（7月11日）
　佐賀県教委と佐賀大文化教育学部が、学校現場におけるいじめ防止策を共同で研究する。

　今年度中に教員向けの研修プログラムを作成し、実施していく方針で、いじめが起きた場合の対応策なども盛り込み、学校現場の対応力向上を目指すことにしている。

　両者は２００５年に連携・協力協定を締結後、協議会を設け、教員の資質向上のための研修などを行っている。

　９日に県庁で開かれた会合では、今年度の実施計画などを協議。「いじめ防止調査研究事業」を新規事業として取り組むことなどを確認した。昨年９月、いじめ防止対策推進法が施行されたことを受けた研究事業で、主に、いじめの未然防止のための取り組みと、事案が発生した際の対応に関する研修プログラムを１０月までに作成する。

　子どもたちへの声の掛け方や仲直りのさせ方など具体的な対応策については、いじめ問題を研究している同学部の教授などの専門家から聞き取り、県教委側も蓄積してきたいじめ事案に関する情報を提供し、双方で協議しながら作り上げる。年内には各校の代表者に研修を実施し、学校の他の教諭に対応策を広めてもらう。

　県教委によると、県内の公立小中高校で発生したいじめの認知件数は２０１１年度が計５５件、１２年度が計１２９件、１３年度が１２５件（速報値）。これらの事案についてはこれまで、各学校がそれぞれ策定した危機管理マニュアルを参考に対応してきた。

　県教委学校教育課は「研究者の知見を生かした効果的なプログラムを作り、いじめ防止や、発生時の円滑な解決につなげたい」としている。（村岡経世）

http://www.yomiuri.co.jp/kyoiku/news/20140711-OYT8T50050.html
・少女の性犯罪被害、３割が「交流サイト」使用(7月15日)
　昨年、性犯罪などに巻き込まれた２０歳未満の少女は４１人で、うち約３割がスマートフォンの無料通話アプリや「交流サイト」を使っていたことが、高知県警のまとめでわかった。

　スマホの普及で未成年者が利用しやすくなったのが一因。高知県教委や県警では中高生にアンケートを実施、実態を把握し、出前講座などを通じて被害防止を図っている。

　昨年７月、高知県内の女子中学生（当時１３歳）は、無料通話アプリ「ＬＩＮＥ（ライン）」を通じて、３０歳代の男と知り合った。女子中学生は男と数回やりとりをした後、実際に会う約束をし、一緒にドライブに出かけたという。男は車内で女子中学生にわいせつな行為をし、スマホで裸を撮影するなどしたとして、昨年９月、県青少年保護育成条例違反容疑などで逮捕された。

　県警少年課によると、昨年１年間で買春や淫行などの被害に遭った少女４１人のうち１４人が、登録した会員間でメッセージのやりとりや画像の交換、閲覧ができる無料通話アプリや「交流サイト」を通じて男と出会ったという。

　無料通話アプリは、登録時に取得した個人のＩＤさえ入手すれば、電話番号やメールアドレスを知らなくても、メッセージ交換などが可能。不特定多数の人とＩＤを交換をできる「ＩＤ掲示板」というインターネットのサイトも多く存在し、出会い目的での利用も多いという。

　同課の大西茂嘉次長は「少女たちは友達を作る感覚で、気軽にインターネット上へＩＤを公開してしまうケースが多い」と分析、「まず、ＩＤなどの個人情報をむやみに公開しないことが、被害に遭わないために重要だ」とも話す。

　県教委は２０１２年１１～１２月、インターネット関連のトラブル防止に向け、県内の国公私立の中高生から任意で抽出した７７５７人に、アンケート調査を実施。回答は無記名で、携帯電話やスマホの所有状況や、使用目的などを調べた。

　携帯電話やスマホ利用者は、高校生（全日制）で９１・６％、中学生で６１・５％。高校生（全日制）で２３・７％、中学生で１９・３％が「インターネットで知り合った人と実際に会ったことがある」と回答した。

　県警の少年サポートセンターは、学校と協力し、保護者も含めスマホ利用をテーマに講座を実施。無料通話アプリで、メッセージ交換をしただけで交際を迫られたり、全裸の画像を送るよう求められたりしたトラブル事例を紹介し、警鐘を鳴らしている。

　同センターの担当者は「大人にも子どもにもインターネットに関する正しい知識を持ってもらい、トラブル抑止につなげたい」と話している。（菊池真司）

http://www.yomiuri.co.jp/national/20140715-OYT1T50031.html?from=yartcl_popin
・貧困率上昇、「子ども」も過去最悪の１６．３％（7月16日）
　厚生労働省は１５日、昨年実施した「国民生活基礎調査」の結果を発表した。

　２０１２年の所得を基に、所得が少ない人の割合を調べた「相対的貧困率」は１６．１％で、前回調査（０９年時点）に比べて０．１ポイント悪化した。１８歳未満の「子どもの貧困率」は、前回比０．６ポイント増の１６．３％で、初めて全体の貧困率を上回った。データがある１９８５年以降、いずれも過去最悪。

　相対的貧困率は、全国民の所得を順番に並べ、真ん中に位置する人のさらに半分の額を「貧困線」と定め、それに満たない人の割合を指す。今回の調査で貧困線は１２２万円だった。子どもや専業主婦など所得のない人についても、世帯の所得を１人当たりに換算するなどして計算した。

　１世帯当たりの平均所得は、１１年に比べて１１万円少ない５３７万２０００円で、８５年以降、過去４番目に低い水準となった。

　暮らしぶりの悪化について、厚労省は「非正規雇用が増加し稼働所得が減ったり、高齢者世帯が増えたりしたことなどが要因」と見ている。

http://www.yomiuri.co.jp/kyoiku/news/20140716-OYT8T50108.html
・性同一性障害…戸籍変更認める特例法施行から10年（7月17日）

からだの性とこころの性が一致しない性同一性障害について、性別の変更を可能とする特例法が施行されて７月で１０年になります。２０１１年度までに３０００人近い人が性別変更を行ったとされます。

　戸籍の性別変更をするには、精巣をとったり卵巣をとったりする性別適合手術を受けていることが前提条件となります。ところが国内での医療のサポートは十分とは言えません。

　日本では、１９９６年に埼玉医大の倫理委員会が性別適合手術を正当な医療と認める答申を行ったのに続き、日本精神神経学会が翌年、診断と治療のガイドラインを発表。９８年に同大で初めての手術が行われました。

　性同一性障害の治療には、精神科による診断、心のケアに加え、ホルモン剤による治療や、本人の希望によって手術が行われます。ただし、ガイドラインは何度か改定が行われていますが、治療が行える医療機関は限られています。ホルモン治療や手術は保険がきかないため費用負担も大きくかかります。

　このため、待ち時間が少なく費用も安いタイヘ渡航して手術を受ける人が多くいるとされます。ただし、タイでの手術には安全性に不安な点もあり、トラブルがあった場合のフォローをどうするかという課題もあります。

　文部科学省が６月に発表した全国の小中高校生への調査によると、自分の性別に違和感を覚えていると答えた児童生徒は６００人以上にのぼると結果が出ました。口に出すことができずに悩んでいる人は、実際にはもっと多いと思われます。

　なお、米国精神神経学会が昨年、診断名を「Ｇｅｎｄｅｒ　Ｉｄｅｎｔｉｔｙ　Ｄｉｓｏｒｄｅｒ」から「Ｇｅｎｄｅｒ　Ｄｙｓｐｈｏｒｉａ」に変更したのを受け、日本精神神経学会は今年５月、「性同一性障害」から「性別違和」に呼び名を変更すると発表しました。今後徐々に切り替えが進むとみられます。（田村良彦）

http://www.yomidr.yomiuri.co.jp/page.jsp?id=101979
・スマホと学校

（１）児童・生徒で自主的に運用ルール(7月17日)
　「スマートフォン（スマホ）」が子どもの間で急速に普及している。

　便利な反面、トラブルに巻き込まれる恐れもあるスマホと、上手につきあうにはどうすればいいのか。学校を中心に広がる取り組みを追う。

ＬＩＮＥでの悪口きっかけ
　「午後１０時以降はさわらない」「面識のない人からの書き込みは無視する」「悪意のあるグループを作らない・入らない」

　熊本市立江南中学校で６月中旬、スマホや携帯電話の使い方を定めた「江南ルール」を、３年生１１人が全校生徒に発表した。

　きっかけは、昨年１１月に無料通話アプリ「ＬＩＮＥ（ライン）」で生徒が仲間の一部を外したグループを作って悪口を書き込んでいたのが発覚したこと。各学級で話し合ったところ、ほかにも「夜遅く宿題や明日の時間割を聞かれて眠れない」「心が傷つく書き込みがある」などの問題点があった。

　当時の２年生の学級長らが推進委員会を結成。「このままでは自分も友だちも守れない。禁止時間を決めよう」と、ルールを作り上げた。

　４月に３年生９０人にアンケートをすると、午後１０時以降にスマホや携帯電話を使う人が半数以上の５０人、平日の使用最長は９時間。ＬＩＮＥやゲームをする生徒が多かった。発表後の６月下旬のアンケートでは約７割が「改善された」と答えた。

　見守ってきた高木雅子教諭（５２）は「教員側からの押しつけではなく、生徒自身が作ったルールだけに自分の行動を見直すきっかけになる」と期待する。

進む低年齢化
　子ども自身が対策を考える取り組みは、小学校でも始まっている。神戸市教委は今年度から市立全１６７小学校で情報教育に詳しい大学生らによる安全教室を開き、高学年児童にスマホの使い方を議論させている。

　同市東灘区の渦が森小学校に６月下旬、神戸大院生の岩谷江里子さん（２２）と、ＮＰＯ職員の佐野香織さん（２７）が訪れた。

　５、６年生約２８０人を前に、スクリーンにスマホの画面を模した映像を投影。「中学生のゲームで８０万円の請求が来たケースもあるんだよ」。岩谷さんが説明すると、「えーっ！」と驚きの声が上がった。「私もゲームにはまってやり続けた経験があるけど、長い時間使うと悪い結果を招くことも」。体験談に児童たちは真剣な表情で聞き入った。

　終了後の授業では、スマホの使い方について、児童から「必要ない時に使わない」「コメントを送る前にこれでいいか見直す」などの意見があった。金川則雄校長（５６）は「ネットに通じた若者の話から、子どもたちも対策を考えることができた」。市教委は教室の参加者を、さらに低学年に広げることも検討したいという。

　「いまや“主戦場”は小学４年生」と語るのは、子どもとネットの関係を研究する兵庫県立大の竹内和雄准教授（４９）。塾に通い始める子どもに、親がスマホを持たせるケースが増えているという。「初めて手にする時から本人に使い方をよく考えさせ、親自身ももっと危険性を知るべきだ」と指摘している。

　無料通話アプリとは　スマホ中心のアプリ（ソフト）で、利用者間の音声通話やメッセージのやりとりが無料でできる。携帯電話番号とニックネームだけで登録できるタイプもある。「ＬＩＮＥ」のほか、「ｃｏｍｍ（コム）」「カカオトーク」などがある。

約半数がトラブル経験

　「スマートフォン」の「スマート」は「賢い」「洗練された」、「フォン」は「電話」の意味で、いずれも英語。電話が進化した従来の携帯電話とは違い、様々なアプリを導入することでパソコンと同じようにゲームや音楽などを楽しめる。

　内閣府が１０～１７歳（小学４年～高校３年）に行った昨年度の調査で、回答者約１８００人のうちスマホを持っていたのは高校生が８１．１％、中学生が２５．７％、小学生が６．０％。高校生に比べると小中学生の所有率は低いが、前年度から小学生は３倍、中学生は２倍近くになった。一方、スマホや携帯電話を持つ児童生徒の約半数がネット上のトラブルを経験。「のめりこんで勉強できない」「人間関係で悩んだ」などがあった。

http://www.yomiuri.co.jp/kyoiku/renai/20140710-OYT8T50038.html?from=ytop_ymag
・小学生向け「いのちとからだの10か条」をまとめた山口育子さん（１）「患者が主役」を自覚して

（7月17日）

　子供の頃から自分の体に関心を持ち、医療を受ける際の心構えを身につけてもらおうと、ＮＰＯ法人「ささえあい医療人権センターEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps8 \o\ad(\s\up 9(コムル),ＣＯＭＬ)」（大阪市）が、小学生向けの「いのちとからだの１０か条」をまとめた。理事長の山口育子さん（４８）に、１０か条に込めた思いを聞いた。（佐々木　栄）

　――子供向けの「１０か条」を作ったきっかけは。

　「賢い患者になりましょう」を合言葉に活動する中で、突然降りかかる病には大人でもすぐに「賢く」対応するのは難しいと感じていました。もっと早い時期に「患者が主役」と自覚できれば、将来、必要に迫られても冷静に向き合えるのではないか。長年の思いを形にしようと決めました。

　あるアジアの国で、ＨＩＶ（ヒト免疫不全ウイルス）感染拡大防止対策として「大人に言っても遅い」と、性交渉をする前の子供の世代に教育した結果、大きな効果があったという話を聞きました。この話にヒントを得て、子供時代にアプローチしようと考えました。

　――１０か条は、どのようにまとめたのでしょうか。
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　小児科医、弁護士、大学教員らＣＯＭＬとつながりのあるメンバーで会合を重ね、１９９８年に発行した大人向け小冊子「医者にかかる１０箇条」の子供版を作ろうということになりました。対象を小学生とし、伝えたい項目は１４０ほど挙がったのですが、そこから▽受診時の注意▽体を知る▽薬▽医療の役割▽命や死▽予防▽情報の選び方▽障害▽他者とのかかわり▽その他――の計１０項目に絞りました。

　子供の世代は、病気で亡くなるよりも、事故や自殺による死亡の方が多いんです。こうした現状を踏まえて、子供版の１０か条では、受診の場面に限定せず、予防できる病気があること、障害などの多様性を認め合うこと、命の大切さを意識してもらえるよう、内容を練りました。

　――子供に想定される実例は。

　部活でけがをしたとします。その間でも可能なトレーニングはあるのか、早期回復のため何に気をつけるか、もっと動きやすい包帯に変えてほしいなど、意思表示をすれば、納得のいく治療を引き出せるのではないでしょうか。１０か条の「自分がどうしたいかを伝えよう」の一例です。

　小学生になったら、自分で症状を言えるようになってほしいです。子供に言わせると時間がかかり、手っ取り早いからと親が代わりに言ってしまっていませんか。育てる側の大人にも、「あなた自身の病気なのだから、あなたが自分でお医者さんに伝えなさい」と子供に教えるようになってほしいと思っています。

◇

　小学生向けの１０か条の小冊子作成・無料配布のための寄付は、ＣＯＭＬの郵便振替口座（００９３０・９・５０５６５）へ。通信欄に「子供１０か条カンパ」と明記する。ＣＯＭＬのホームページ（http://www.coml.gr.jp/）からも寄付できる。問い合わせはＣＯＭＬ（０６・６３１４・１６５２）。

 http://www.yomidr.yomiuri.co.jp/page.jsp?id=101941&cx_text=10&from=ytop_os_txt2
・苦境子どもに学習支援　来月から県社協（7月21日）
　県社会福祉協議会は８月から、経済的に苦しい家庭の小中学生に勉強を教える「チャレンジ塾」を始める。子どもの貧困が社会問題化する中、親から子への「貧困の連鎖」を断ち切ることなどが狙い。将来的には地域のボランティアらによる運営を目指し、県内の各市町村社協などにも取り組みを広げていきたい考えだ。

　厚生労働省の調査によると、２００９年の１８歳未満の「子どもの貧困率」は１５・７％で、１２年には０・６ポイント悪化し、１６・３％になった。データがある１９８５年以降過去最悪。６人のうち１人の子どもが貧困な家庭で育っている状況だ。

　国は対策を推し進めようと、今年１月に子どもの貧困対策法を施行した。県社協でも２年前から対策の検討を始め、今年５月には一足先にスタートした龍ヶ崎市のＮＰＯ法人による無料塾を視察するなどして準備を進めてきた。

　チャレンジ塾は、毎月第２土曜日午後２時から２時間程度、県社協が入る県総合福祉会館（水戸市千波町）で開催。対象は、母子家庭などで経済的に苦しい水戸市内の小学４年～中学３年で、学校で使う教科書やドリルの復習を中心に、社会人や大学生のボランティアらが個別指導する。

　最初の開催は８月９日。月１回の予定だが、参加者やボランティアの集まり次第で増やすことも検討する。ボランティアには学習指導だけでなく、運営側にも入ってもらい、１６年度からはボランティアによる運営に完全移行したいという。県社協は、「公的支援がなくなっても、地域で継続出来るような仕組みをつくりたい」としている。

　ボランティアによる運営を見据え、必要経費を賄えるよう児童生徒の参加費を５００円（３回目までは無料）とした。今月３０日午後７時から、同会館でボランティア希望者への説明会を開く。問い合わせは、県社協（０２９・２４１・１１３３）。

http://www.yomiuri.co.jp/local/ibaraki/news/20140720-OYTNT50388.html
・きょうだいに障害不安話して(7月27日)
　帰省を計画中の方も多いのではないでしょうか。我が家には先週、山陰から妹が遊びに来て、近況や思い出話で盛り上がりました。そんなこともあって、＜２歳年下のダウン症の妹がいます＞との兵庫県のゆい子さん（４２）からのお手紙に目が留まりました。

　＜幼い頃から母は妹にかかりきりで、私は甘えたいのを我慢せざるを得ず、それでも妹と母を助けようと頑張ってきました。周囲の大人から、「妹の面倒をみてえらいね」とほめられると悪い気はしないものの、「大変だね」と言われると妹を否定されたような気になりました＞

　妹さんは特別支援学校を卒業後、作業所に通うように。小さい頃から、好きな物に対する執着が強く、時には困ることもありました。

　＜でもひょうきんで明るい妹との生活は笑いが絶えず、「こんなに面白いのにどうして世間の人はかわいそうな目で見るんだろう」と歯がゆく思っていました＞

　ゆい子さんはそんな周囲の目が気になる一方で、勉強に部活にと励んだそうです。

　＜抑えてきた感情も限界に達したのでしょうか。大学受験の浪人中、極度の不安に襲われ、対人恐怖症になりました＞。大学を休学したり、就職後もパニック発作を起こしたり。その後、すべてを受け入れてくれたご主人と結婚、２年前には信頼できるカウンセラーさんにも出会えて心が楽になったそうです。

　＜母は障害がある子を持つ親の会で助けられたと言いますが。きょうだいの将来のこと、自身の今後のこと、私は相談できる人や場所をEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps8 \o\ad(\s\up 9(さがす),探す)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps8 \o\ad(\s\up 9(すべ),術)はおろか、相談してもよいという発想さえありませんでした＞

　何か参考になることがないかと調べてみて、１件尋ねてみました。「全国障害者とともに歩む兄弟姉妹の会」（本部・東京）には約３００人の会員がおられるそうです。

　田部井恒雄会長（６６）によると、「ゆい子さんのように悩まれるケースは珍しくありませんよ。まずは、きょうだいが一人で抱えこまなくてもいいと理解することが大切です」とおっしゃいます。

　「メンバーの話を聞いて初めて自分の思いを話せた」という人や、「親なき後」を不安に思って入会する３０～４０代の人が多いそうです。「気軽に参加してほしい」とのこと。

　ゆい子さんもまた、＜障害の度合いや家庭環境によっても違いはあると思いますが、ぜひ、同じようにきょうだいのみなさんの本音を聞いてみたい＞と記されています。

　私は今回、「妹は私の太陽なんです」と言われるゆい子さんの、妹さんへの愛情の深さに胸を打たれました。自然体で邪気のない妹さんといると、とてもほっとするんだそうです。　（坂根薫）

http://www.yomiuri.co.jp/osaka/feature/CO004339/20140727-OYTAT50009.html
・スマホ利用１１％「他人と会った」…中高生調査（7月28日）
　京都府内の中高生グループが約１６００人の同級生らを対象に行ったアンケートで、スマートフォン利用者の１１％が「インターネットで知り合った他人と会った」と回答したことがわかった。

　従来型の携帯電話「ガラケー」利用者より７ポイント高く、調査を依頼した府警は、高性能のスマホも使い方次第でトラブルに巻き込まれる恐れがあることが改めて裏付けられたとして、今後の対策に生かす方針。

　アンケートを実施したのは京都や舞鶴、宇治など７市の１２中学・高校の生徒ら約３０人。中高生に携帯電話の適切な利用法を考えてもらいたいとする府警の依頼を受けて５月にグループを作った。

　６月に開いた１回目の研究会で「スマホに替えてからガラケーより使う時間が長くなり、友人とのトラブルも出てきた」などの声が上がり、１２中高で調査することを決め、同月、１６０４人を対象に実施した。

　その結果、「面識のない人とネットでやり取りしたことがあるか」との質問に、スマホ利用者の４６％が「ある」と答え、ガラケーを２１ポイント超えた。「ネット上の交流サイト（ＳＮＳ）などでけんかやいじめを経験した」への回答もスマホが９ポイント高い１４％だった。

　グループは調査結果を基に原因と対策を議論。「スマホ利用者は無料通話アプリを使う機会が多く、返信しないことでけんかやいじめに発展する」との意見が出された。また、こうしたアプリには複数人がメールを共有できる機能があり、見知らぬ人とも面識ができるため、場合によっては事件に巻き込まれる危険もあるとの指摘もあった。

　対策として▽面識のない人は参加できないようにしたり利用時間を制限したりするなどの約束事をつくる▽ネット上の印象で他人と会うことは避ける――などの意見でまとまった。

　府警によると、無料通話アプリやＳＮＳで他人と知り合い、性犯罪に巻き込まれた中高生は昨年１４人に上った。企画の担当者は「調査でスマホがトラブルの原因になりがちとわかった。適切に使用するよう保護者や子どもに訴える施策に力を入れたい」としている。

　グループは２９日午後１時３０分から下京区の京都リサーチパークと舞鶴市の府舞鶴総合庁舎で同時開催されるシンポジウムで調査結果を発表する。参加無料だが事前申し込みが必要。問い合わせは府の事務局（０７５・４１４・４３０６）へ。（桑原卓志）

http://www.yomiuri.co.jp/kyoiku/news/20140728-OYT8T50255.html
・「ママ、なぜ働くの？」に答える（7月29日）
　「ママ、なんで働くの？」――。

　働く母親の多くが、幼い我が子からこんな質問を投げかけられた経験を持つ。そんな時、どう答えたらいいのか。

２歳頃から質問

　東京都内の女性会社員（３５）は今春、朝食中に突然、保育園に通う長女（５）から「なんでママは毎日お仕事行くの？」と言われ、驚いた。女性はとっさに「お金のため。ママが仕事を辞めると、お菓子やかわいい洋服を買えなくなるよ」と答えたが、「そんなのいらないからお仕事いかないで」と言われ、答えに窮したという。女性は「どう答えればよかったのか」と今も思い返すことがあるという。

　「この手の質問は、働く母親なら必ず一度は経験するものです」と笑顔を見せるのは、サラリーマンのママ（リーママ）らで組織する「博報堂リーママプロジェクト」代表の田中和子さん（３８）。２０１２年に発足し、ランチタイムを活用した情報交換会「ランチケーション」で、これまでに約４０社、のべ４００人の働く母親らと、仕事や育児についての悩みを語り合ってきた。

　田中さんによると、早ければ２歳ごろからこうした質問が出る。さらに、小学校にあがった時にも質問が出やすい。共働き家庭が当たり前の環境の保育園から、専業主婦家庭の子もいる小学校に入り、自分との「違い」に気付くためだ。

状況に応じて対応

　「本質を突いた質問に、『なぜ私は働くのか』と悩む人もいるが、できれば子どもに聞かれた時、慌てないよう普段から自分なりの考えをまとめておきたい。年齢やその時の状況などにより、子どもの求める答えは違う。様子を見ながら対応を」と田中さん。

　対応法としては、
　＜１＞「うちは、うち！」、「ママ、働くのが大好きなの」など、笑顔で言い切る
　＜２＞仕事の内容や帰宅時間、やりがいなどを説明する
　＜３＞家計状況を話す
　＜４＞子どもがどうしても離れられない時は、仕事の状況を見て１日休暇を取る
　――など。

　「罪悪感を抱えて働くより、イキイキと楽しそうに過ごすことが大事」と田中さん。「なんで働くの？」と聞いた子が、やがて「働くママは格好いい」「やめないで」と言うようになる。そんな経験を持つ先輩ママは多くいるそうだ。

　恵泉女学園大教授の大日向雅美さん（発達心理学）は、「子どもの言葉は、必ずしも本意を示すものではない。特に幼児の場合は、寂しさや不安感などが『なんでお仕事いくの？』という言葉になって表れることがある」と指摘。まずは、「寂しい思いをさせてごめんね」など、子どもの思いを受け止めた上で、仕事の話をつぶさにしてやるといい。誰にどう喜ばれ、役に立っているのかを話せば、幼児も理解しやすい。

　また、父親の役割も大事だ。働く母親を応援する姿勢を父親が普段から見せることで、子どもも母親を応援したい気持ちになるという。

キャリア教育につなげる

　母親が、自分の仕事について子どもに語り聞かせることは、子どもにとっては、キャリア教育の第一歩にもなる。

　小学校などで子どもへのキャリア教育を行っている、ＮＰＯ法人「キーパーソン２１」（川崎市）代表の朝山あつこさんは、「とても大切な機会。ぜひ、母親だけでなく、父親もなぜ今の仕事を選んだのかや、どんな時にワクワクするのかを話してあげて」と言う。

　その際、子ども自身にも何をしている時に一番ワクワクするのかを聞いてみる。ワクワクを感じられそうな職種、仕事には何があるかを親子で話し合ってみるのもいい。

　「仕事はつらいもの」「子どものために我慢して働いている」といった否定的な言葉を繰り返し聞かせていると、仕事や働くことに興味を持てなくなる可能性もあるので注意したい。

　一方、「仕事の話だけでなく、世の中には働けない人もいるなど、社会の多様性を伝えることも忘れないで」と朝山さん。

　厚生労働省では、次世代育成支援対策推進法の指針の中で、働く親の姿を子どもが見学できる「子ども参観日」の実施を企業などに推奨している。千葉県では県教育委員会がこのキャンペーンを推進。今年は４１事業所が参加する。そのひとつ、イオン（本社・千葉市）では毎年夏に社員の子どもらが職場を訪れ、名刺交換などを体験している。

　「親の働いている場所を実際に見たり、職場の人たちと名刺交換をしたりすることで、仕事への理解が深まる。親を応援したいという気持ちも高まるようだ」と同社担当者は話す。（板東玲子）

http://www.yomiuri.co.jp/job/women/topic/20140722-OYT8T50244.html
＊日本経済新聞

・子供置き去り667件　10～12年度、育児放棄など（7月1日）
　親が育児放棄（ネグレクト）し、自宅などに子供を置き去りにしたケースが2010～12年度の３年間に全国で計667件あったことが１日、分かった。田村憲久厚生労働相が同日の閣議後の記者会見で明らかにした。

　全国の児童相談所が、近隣住民などから児童虐待の通報を受けて家庭を訪問した結果、子供の置き去りが判明したケースなどを集計した。

　厚労省によると、667件のうち、親は分かっているが所在が不明で、自宅などに置き去りにされたケースが565件。生まれたばかりの乳児が病院や児童養護施設の玄関先で見つかるなど、親が分からないケースが102件だった。

　年代別では３歳未満が240件、３歳～就学前が193件、小学生162件、中学生51件、高校・その他が21件。

　神奈川県厚木市で５月、アパートに置き去りにされた男児が遺体で発見された事件では、父親が男児をアパートに置き去りにし、十分な食事を与えずに衰弱死させたとして逮捕された。

http://www.nikkei.com/article/DGXNZO73598670R00C14A7CR0000/
・いじめ対策の基本方針策定67％　都道府県と政令市、４月時点（7月2日）
　昨年９月施行のいじめ防止対策推進法に基づき、今年４月時点でいじめ対策の基本方針を策定した都道府県・政令市は45で全体の67％だったことが２日、文部科学省の調査で分かった。残る33％は策定中という。

　基本方針はいじめを防ぐための対策や発生時の対処法などをまとめたもの。推進法は国と学校に策定義務、地方自治体に策定の努力義務を課している。昨年10月に策定した国の基本方針は「条例などの形で（各地域の）基本方針を定めることが望ましい」と地方自治体に求めており、文科省は「地域や学校で確実に取り組みが進むよう呼びかけたい」としている。

　各自治体の取り組み状況を検証する文科省の有識者会議は同日、初会合を開催。児童・生徒が自殺した場合、いじめの有無にかかわらず、全ての事案を直ちに調査するよう学校に求める指針をまとめたことを文科省が報告した。

　いじめ問題に積極的に取り組んでいる学校の児童・生徒約200人を集めて意見交換する「全国いじめ問題子供サミット（仮称）」を来年１月に開くことも明らかにされた。

http://www.nikkei.com/article/DGXNASDG0203X_S4A700C1CR8000/
・学校側、違法就労を容認　栃木中３死亡で第三者委が報告書（7月2日）
　2012年８月、群馬県桐生市の工事現場で働いていた栃木県足利市の中学３年、石井誠人君（当時14）が死亡した事故を巡り、足利市の第三者委員会は１日までに、学校側が生徒の間で広がっていた違法な就労を「職場体験」として容認していたなどとする報告書をまとめた。

　報告書によると、学校は違法な就労を認める一方、安全性を確認してこなかった。市教育委員会は石井君の就労を黙認した上、事故後「（石井君の）保護者からの申し出による職場体験」と事実と異なる発表をした。実際に申し出はなかった。

　石井君はがれきの撤去作業中に崩れた壁の下敷きとなり、死亡した。文部科学省は、賃金が支払われていたことなどから職場体験に当たらないと判断している。〔共同〕

http://www.nikkei.com/article/DGXNZO73649180S4A700C1CC1000/
・愛情・信頼ホルモン「オキシトシン」の多彩な働き （7月13日）
スキンシップで促進、心身に安らぎ
　親子間で愛情を深め仲間と信頼感を育むとき、人の脳の中では「オキシトシン」と呼ぶホルモンがたくさん作られている。以前は分からなかった多彩な機能がこのところ相次いで見つかり、心身に安らぎをもたらす体内物質と注目を集める。オキシトシンを作り出す習慣をうまく身に付ければ、健康な日々を送れるようになるかもしれない。

　「同じ釜の飯といえば、きずなを強める代表的な例でしょう。一緒にご飯を食べているとオキシトシンの量が増えるんですよ」。ホルモンとストレスの関係を調べている自治医科大学の尾仲達史教授はオキシトシンがもたらす効果を分かりやすく解説する。

■ストレスを抑える

　最近の研究から、親子や友人、同僚などが一緒に食事をする際、良好な関係にあるほど体内でオキシトシンの量が増える傾向が分かった。不安な時に出るストレスホルモン「コルチゾール」の発生を抑え、信頼感を育んでいるという記憶を強める効果があるようだ。

　約60年前に物質が判明したオキシトシンは当初、哺乳動物が出産時に子宮を収縮させる働きと授乳時に乳を出すように促す働きしか分かっていなかった。ところが1990年代半ば、ネズミにオキシトシンを注射する米国での実験でつがいのきずなが強まる行動が確認されて以降、見方ががらりと変わった。脳の中でどんな作用をしているのかを探る研究に火が付き、人間でも同じ効果があるのではないかと考えられるようになった。

　授乳時のオキシトシンは単に乳腺を収縮させて乳を出しやすくするだけでなく、母と子の脳内で相互のつながりを記憶にとどめる役割を持つことが確かめられた。スウェーデンで誕生した、肌に優しく触れる「タクティール・マッサージ」は、オキシトシンを促して神経を静める効果がある。慢性の痛みに悩む患者を抱える大学病院などで看護に役立てられている。

　安心したからオキシトシンが作られるのか、オキシトシンが作られて安心感が高まるのか、原因と結果の関係がまだ十分に解明できていない面はある。しかし「オキシトシンを促す行動や活動を意識すれば、日々健やかに過ごせる可能性が高まるのではないか」と尾仲教授は指摘する。

　▼オキシトシン　脳の「視床下部」という場所にある細胞が作り出すホルモン。出産時に子宮を収縮させる作用がある。1906年に発見されたが、物質の特定までには至らなかった。50年代前半、米国の生化学者ヴィニョーが９個のアミノ酸で作られていることを突き止め、人工合成にも成功。この業績によりノーベル化学賞を受賞した。
　生殖と成長に深くかかわるホルモンとして注目され、脳の中での機能を探る研究が活発になっている。粉末を溶かしたスプレーは海外で市販され、ストレスを軽減して安らぎを感じさせる作用などが確かめられている。
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親密な関係であれば、やはり肌と肌の触れ合いが最も代表的な方法だ。父親も子供とじかに触れ合えば互いにオキシトシンが作られ、つながりを深められるという。逆に親に虐待を受けた子供は一般に、オキシトシンを作る量が少ないことが知られている。
■自閉症治療も研究

　これに似ているのがペットとの触れ合いだ。ペットの種類や面倒をどの程度まで見るかによって違いはあるが、生き物と接する触覚はオキシトシンを作り出す刺激になる。

　気分が高揚する程度のランニングを超えた激しい運動でオキシトシンが作られる。強いストレスから心身を守るために出ている可能性もあり、この場合のオキシトシンの役割は不明な点が多い。

　バラやかんきつ系の香りをかいだ時にオキシトシンが作られるという研究や、湯船につかった時に出るという報告もある。因果関係や作用の仕組みなどに検証すべき点が多く、科学的に広く認められていないが、何かつながりがありそうだとみられている。

　一方、医学研究として、オキシトシンを自閉症治療に生かす試みが出てきた。東京大学や金沢大学などのグループが、点鼻スプレーによる投与で、人とうまく意思疎通ができなかった人たちの症状を改善できないか研究している。

　発作的に大暴れする男子生徒は投与後、自制できるようになった。かんしゃくを起こしやすかった女子生徒の場合、情緒が安定し自傷行為が減った。こうした事例を見てきた金沢大の東田陽博特任教授は「オキシトシンはさび付いた歯車を回るようにする潤滑油のようだ」と例える。

　継続的な調査によって、長期利用の安全性や適切な投与量などの課題にもメドはつきそう。近い将来、実用化できる見通しが開けてきた。

（編集委員　永田好生）

http://www.nikkei.com/article/DGXDZO74170330S4A710C1MZ4001/
・親から見えないＬＩＮＥ上のいじめ　証拠残らず （7月28日）
ネット依存　進む低年齢化
　無料通話アプリ「ＬＩＮＥ」を筆頭に、スマートフォン（スマホ）などでコミュニケーションするアプリは子どもや若者の生活に欠かせない。ただ、仲間はずれや犯罪の温床となるなど問題点も明らかになってきた。利用ルールを子ども自身が作ったり、親も積極的にスマホやアプリを学んだりと、よりよい付き合い方の模索が始まっている。

　「ＬＩＮＥで友人を無くした」。東京都内に住むＡくん（19）はぽつりと話した。高校３年の冬、進路も決まりアルバイトを始めた。クラスの男子仲間でＬＩＮＥをする時間と重なり、会話に入れなかった。

■たった数時間で
　帰宅途中にスマホを見て驚いた。「なんでＡ入ってこねえ？」「死んだんじゃね？」。次の日、クラスに行くと自分の机が廊下に出されていた。「たった数時間しなかっただけで」。ショックで学校に行けなくなり、卒業式も出なかった。嫌な感情は今も残り、大学生になってもスマホは持たず、ＬＩＮＥもしない。

　ＬＩＮＥの利用は無料。１対１で短い文章でやり取りする以外に、100人までをグループ化して複数で「会話」できる。送った文章がスマホ画面に吹き出し風に浮かび、実際に会話を楽しんでいる感覚になる。文字のほか、スタンプと呼ぶイラストで感情を伝えたり、写真や動画も送れたりする。読んだかどうかが分かる「既読」マークが付くのも特徴だ。

　中学２年の春名風花さん（13）はスマホ歴２年。ＬＩＮＥ、短文投稿サイト「ツイッター」、交流サイト「フェイスブック」などを使いこなす。「ＬＩＮＥは楽しい。メールだと題名つけなきゃだし面倒」。ＬＩＮＥではクラス女子、クラス男女、部活など13のグループに所属する。少し見ないと未読が3000件もたまることもある。

　春名さんはブログでＬＩＮＥ上でのいじめについて問題提起している。「たまたま、自分はいじめにはあってないけど、周りでは外しとか聞く」。「外し」は相手をグループに入れ、裏でその子を外したグループを作って、その子には分からない話題で盛り上がること。本人が気づいても会話履歴は消せる。「だから証拠が残らない。いわば完全犯罪」（春名さん）　ＬＩＮＥは「早く返すことが一種の礼儀」と話すのは川崎市の女子高校生Ｂさん。勉強に集中しようと、一時的に受け取りを拒否する「ブロック」機能を使うと、翌日学校で相手から「ＬＩＮＥでいじめられた」などと言われ、外しの対象にされかねない。「誰もやめようと言わない。深夜２時とかもざら」（Ｂさん）

筑波大学の土井隆義教授は「大人はＬＩＮＥで『既読』となっても相手が都合のよい時に返してくれればいいと思えるが、若者は常につながっていることが重要」と指摘。「ネット依存症」だという。
　通常、依存症は快楽を感じるものだが「必ず受け答えをしなければならない苦痛や、相手が応えてくれないことへの不安が強くなる」と分析する。友人の数が自分の価値を測る指標になってしまっているともいう。ただ「本当の友ではなく、独りぼっちにならないようにいつも一緒にいる保険のような相手」。

　こうした問題は中高生だけではない。「低年齢化が著しく、トラブルは小学４年でも起きている」と兵庫県立大学の竹内和雄准教授。母親のスマホを使ってＬＩＮＥをする小学生も少なくない。ゲーム機などで無料の無線通信網を使ったり、携帯のショートメッセージ機能も使ったりといくらでも手段はある。

　「高学年女子が携帯で仲間外れの相談をしているのをたまたま見つけた」と神戸市立西郷小学校の望月和恵校長。「昔と異なり、いじめが見えにくくなった」。しかし携帯やスマホを取り上げて確認するのは難しい。「ならば早いうちに使い方を考えさせたい」（望月校長）と、竹内准教授の研究室から大学生を呼び、出前講習を行っている。

■損害賠償、退学

　悪ふざけのつもりが大ごとになることもある。７月初旬、岐阜県の中津川市立坂本中学校は全国ｗｅｂカウンセリング協議会の安川雅史理事長を招き、ネット利用のマナー講座を開いた。安川氏は、ある学生が飲食店で調味料の容器の先を鼻に入れて撮った姿をツイッターに載せたところ、個人が特定されて店から損害賠償を求められ、学校も退学になった例を話した。

　中学生たちは「名前が分かるの？」「場所も？」と顔を見合わせる。写真の位置情報や、写真以外に投稿した情報を統合すれば個人が特定されることもある。「ネットに載せれば全世界で見られるという認識がない」（同会）

　同会にはいじめのほか、性犯罪や架空請求などの標的になった子どもや親からの相談も急増している。子ども同士のいじめ、大人が介在する犯罪。隣で静かにスマホを見ているあなたの子どもが今、直面しているかもしれません。

http://www.nikkei.com/article/DGXMZO74844160Y4A720C1NNMP00/
・相次ぐＩＤ乗っ取り　断ち切られる人間関係のもろさ（7月29日）
ソーシャル新人類の不夜城（14）
　LINEなどのアカウント乗っ取り事件が頻発している。ソーシャルメディア以外の連絡方法を持たない子どもたちの人間関係は、不正アクセスで簡単に断ち切られる。電子マネーをだまし取られるなどの被害も増えてきた。今や「不夜城」と化したソーシャルメディアから、子どもたちを守るにはどうしたらいいのか。その処方箋を、元小学校教員でIT（情報通信）ジャーナリストの高橋暁子氏が解説する。今回は、アカウントの乗っ取りを防ぐための手立てと、ソーシャルメディアだけに依存しない人間関係の重要性について述べる。

　ここしばらく、SNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）に頼り切りになることの危険性を思い知らされる事件が続いている。niconico（ニコニコ動画）、mixi（ミクシィ）、LINEなどで不正ログインが立て続けに起きているのだ。

　このうち約22万IDで不正ログインが発生したニコニコ動画では、約17万円分のニコニコポイントが不正に使用されていることが判明している。ニコニコポイントとは、ニコニコ動画アカウントで利用できる各種サービスの有料コンテンツ支払いに使われる電子マネーで、1ニコニコポイントは1円に相当する。

　LINEでも、「自分のアカウントが誰かに利用されている」という相談が相次いでいる。さらに、誰かが自分のアカウントを使って、友人に電子マネーの購入を持ちかけるメッセージを送られた例も多発している。「100人ほどにメッセージを送られ、実際に電子マネーを購入してしまった友人もいた」という。なりすましをした人物は、電子マネーのプリペイド番号をだまし取るのだ。

　アカウントを乗っ取られた場合、たいていの場合はパスワードを変更されて本人がログインできなくなったり、IDを勝手に消されたりしてしまう。LINEのID乗っ取り事例では、乗っ取られた被害者のIDが勝手に消されてしまい、LINEだけでつながっていた相手と連絡を取れなくなって困っているケースもある。

　さらに友人に悪意あるメッセージやスパムなどを送られてしまったり、プロフィールや名前などを勝手に変えられたりした場合は、自らの評判や人間関係に傷が付く。自分だけしか読めないはずのメッセージなどを読まれてしまい、思わぬ秘密が漏れてしまう危険性もある。

　多くの友だちとつながり、その履歴情報が集約されているサービスだけに、そこが乗っ取られると大きな影響が及ぶ。今からでも、自分のIDやパスワードなどが万全かチェックしておくべきだろう。

■乗っ取りで周囲に迷惑をかける恐ろしさ
　あるタレントは2014年5月に、自分のTwitter（ツイッター）の名前が勝手に変えられているとツイートした。ブログのアカウントもハッキングされていたようだ。このタレントは乗っ取り犯によって自分の名前が勝手に変えられることを楽しんでいたようだが、周囲にも迷惑をかける可能性を考えると警戒心がなさ過ぎると言える。

　過去にはTwitterで画像付きのスパムが広がった。送られてきたURLにアクセスして「アプリ連携」を許可した結果、第三者が勝手にツイートできるようになってしまったのだ。ユーザーは意図せず、同じ内容をツイートさせられ、複数のアカウントをフォローさせられるという事件が起きた。著名人も多数引っかかり、その著名人からのツイートを信じたフォロワーに被害を拡大させてしまった。ハッキングを放置すると、自分の評判だけでなく、周囲の人間関係にも大きく影響する危険をはらんでいることが分かるだろう。

　もしTwitterで怪しげなアプリに連携してしまった可能性があるなら、パソコンでは右上の歯車マーク→「設定」→左カラムの「アプリ連携」→連係解除したいアプリ右の「許可を取り消す」で連携を解除できる（図1）。知人からのメッセージや投稿でもむやみにURLにアクセスしない注意が必要だ。






図1　連携を許可したアプリが原因で、周囲に迷惑がかかることもある

■LINEの「他端末ログイン」をオフに
　ソーシャルIDの乗っ取りは、多くの場合ほかのサイトから流出したIDとパスワードを使って、他のサイトでログインを試みる「パスワードリスト攻撃」という手口によるものが多い（図2）。IDとパスワードを使い回している限り、どのサービスでも起こり得ることだ。
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図2　LINEは公式ブログで他のサイトと同じID、パスワードを利用しているユーザーに注意を促した

このような被害を防ぐに は、複数のサイトやサービスで共通のIDやパスワードを使わないことが基本となる。そのほか「012345」や「password」などの単純な文字列や、誕生日など第三者が容易に推測できるパスワードは簡単に破られると思っておいた方がいいだろう。
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図4　パソコン版からの初回ログインの際に暗証番号による認証の仕組みを取り入れ、セキュリティーを高めた
図3　LINEでは、他の端末からログインできないように設定しておくとさらに安心だ
　LINEをスマホ以外で使わないなら、パソコンなど他の端末からログインできないように設定しておく（図3）。スマホアプリの「設定」メニューから、→「アカウント」→「他端末ログイン許可」をオフにしておこう。これで、第三者に不正ログインされる恐れはほぼなくなる。

　もう一つ、2014年7月7日にLINEから対策が発表された。パソコン版のLINEで初回ログインする際に、4桁の暗証番号が表示されるようになったのだ（図4）。

　暗証番号が表示されてから3分以内に、スマホ版のLINEにこれを入力すれば、パソコン版が使えるようになる仕組みだ（最初に1度認証すれば、以降はメールアドレスとパスワードのみの認証で利用できる）。

　万が一、第三者がパソコン版のLINEからログインを試みようとすると、本人のスマホ版LINEに暗証番号が表示されるので不正ログインに気付ける。一方、不正ログインしようとした第三者は、そのユーザーのスマホが手元にない限り、ログインできないというわけだ。パソコン版LINEとスマホ版LINEを併用しても、不正アクセスの可能性は低くなったと言えるだろう。

■リアルの人間関係を築いておくこと

　以前、ある高校生カップルをねたんだ女子高生が、カップルの男性の携帯電話を使って勝手に「もう別れよう」とカップルの女性に送り、メールの履歴を削除したことがあった。怒ったカップルの女性は「別れよう。もう口も聞きたくない」と男性にメールを送り、本当に別れてしまったという話を聞いた。

　顔を見て話し合いをすることなく、メールのみのやり取りだけで怒り、関係を終わらせてしまう「浅さ」「淡白さ」に筆者は驚いた。こうしたつながり方が当たり前なら、乗っ取り犯のメールをうのみにして、そのまま人間関係を終わらせてしまうことも十分にある。SNSだけ、文字だけでのやり取りで人間関係を断つようでは、長く続く深い人間関係は築きようがない。

　大切なのはSNS上だけでなく、リアルな人間関係を築くことだ。人間関係や気持ちは、文字上だけでは収まらない。心の機微や相手への思いは、SNSの文字上のやり取りだけでは伝えられない複雑なもののはずだ。確固たる関係を築いていくには、実際に話し合い、ぶつかり合って距離を縮めていくしかないのではないだろうか。

　SNSがコミュニケーションプラットフォームとなっている今の時代だからこそ、そこに数多くの落とし穴があることを、親世代は知っておくべきだろう。子どもたちに、今の時代のマナーとして正しい使い方を伝えてほしい。

http://www.nikkei.com/article/DGXNASFK09010_Z00C14A7000000/
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